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１. ─デジタルトランスフォーメーションの促進に向けて（「DX銘柄」等の選定）

　経済産業省は、我が国企業の戦略的IT利活用の促進に向けた取組の一環として、東京証券取引所

と共同で、中長期的な企業価値の向上や競争力の強化のために、経営革新、収益水準・生産性の向

上をもたらす積極的なIT利活用に取り組んでいる企業を「攻めのIT経営銘柄」として2015年より

選定してきました。その後、2020年からデジタル技術を前提として、ビジネスモデル等を抜本的

に変革し、新たな成長・競争力強化につなげていく「デジタルトランスフォーメーション（DX）」

に取り組む企業を「デジタルトランスフォーメーション銘柄（DX銘柄）」として選定しています。

さらに2022年からは、情報処理推進機構が共催団体として加わり、３者共同で実施しています。

　我が国や諸外国において、データ活用やデジタル技術の進化、グローバル化による産業構造の変

化が起きている中、企業規模や業種・業界にかかわらず、全ての企業が、データとデジタル技術を

活用した経営変革の取組であるDXに取り組むことで、価値創造経営を実現することができます。

そのためには、企業はデジタル技術による変化が自社にもたらすリスク・機会を踏まえた経営ビジ

ョン、ビジネスモデルを策定し、その方策としてデジタル技術を組み込んだ経営戦略をステークホ

ルダーへ示すとともに、経営者自らがリーダーシップを発揮してステークホルダーとの対話を行い、

課題の把握分析を通じ、戦略の見直しを行っていくことでガバナンスの役割を果たすことが重要で

す。

　経済産業省は、2020年11月に、企業のDXに関する自主的取組を促すため、デジタル技術によ

る社会変革を踏まえた経営ビジョンの策定・公表といった経営者に求められる対応を「デジタルガ

バナンス・コード」として取りまとめ、2022年９月には、デジタル人材の育成・確保をはじめと

した時勢の変化に対応するため、「デジタルガバナンス・コード2.0」に改訂しました。

　2024年９月には、より経営者が前向きにDXに取り組むことができるように、DX推進を通して

得られる企業価値向上に焦点を当て、経営者への伝わりやすさを重視した見直しをはじめ、データ

活用・連携やデジタル人材の育成・確保、サイバーセキュリティ等の時勢の変化に対応するための

見直しを反映した「デジタルガバナンス・コード3.0 ～ DX経営による企業価値向上に向けて～」

を新たに取りまとめました。

　「DX銘柄」の選定にあたっては、「DX認定」の取得を条件としており、デジタルガバナンス・コ

ード3.0に紐づく「DX認定」と「DX銘柄」の有機的な連動を図っています。

　DX銘柄選定の取組は、東京証券取引所に上場している企業の中から、企業価値の向上につなが

るDXを推進するための仕組みを社内に構築し、優れたデジタル活用の実績が表れている企業を選

定することで、目標となる企業モデルを広く波及させるとともに、デジタル技術の利活用の重要性

に関する経営者の意識変革を促すことを目的としています。また、投資家を含むステークホルダー

への紹介を通して評価を受ける枠組みにより、企業によるDXの更なる促進を図っています。

　さらに、DXの裾野を広げていく観点で、「DX銘柄」に選定されていない企業の中から、特に企業

価値貢献部分において、注目されるべき取組を実施している企業について、「デジタルトランスフ

ォーメーション注目企業（DX注目企業）」として選定するとともに、企業の競争力強化に資する

DXの推進を強く後押しするため、「DX銘柄」選定企業の中から、業種の枠を超えて、“デジタル時

代を先導する企業”を、「DXグランプリ」として選定しています。また、2023年からは、特に傑出

した取組を継続している企業を「DXプラチナ企業」として選定しています。
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「DX銘柄2025」等は以下のプロセスを経て選定いたしました。

①「DX調査2025」の実施
東京証券取引所（プライム、スタンダード、グロース）上場会社約3,800社を対象に「DX調査2025」を

実施。調査回答いただいた企業311社のうち、「DX認定」を取得している企業を選定対象としました。

※ 市場区分は調査終了（2024年12月23日18時）時点

②一次評価：「選択式項目」及び財務指標によるスコアリング
アンケート調査の「選択式項目」及びROE・PBRに基づき、スコアリングを実施し、一定基準以上の企業を、

候補企業として選定しました。

※ スコアリング基準についてはDX銘柄評価委員会にて決定

③二次評価及び最終選考
一次評価で選定された候補企業を対象に、アンケート調査の「記述回答（DX実現能力、ステークホルダー

との対話、企業価値貢献）」について、DX銘柄評価委員が評価を実施。当該結果を基に、DX銘柄評価委員

会による最終審査を実施し、業種ごとに優れた企業を「DX銘柄2025」として選定しています。

また、「DX銘柄2025」に選定されていない企業の中から、特に企業価値貢献部分において、注目されるべ

き取組を実施している企業を、DX銘柄評価委員会の審査により「DX注目企業2025」として選定しました。

さらに、企業の競争力強化に資するDXの推進を強く後押しするため、「DX銘柄2025」選定企業の中から、

業種の枠を超えて、“デジタル時代を先導する企業”を、「DXグランプリ2025」として選定しています。

2-1. ─「DX銘柄2025」等の選定プロセス

「DX 銘柄 2025」選定プロセス
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「DXプラチナ企業2025-2027」は以下のプロセスを経て選定いたしました。

①下記の要件を満たす企業を選定
　<DXプラチナ企業選定要件＞
　・3年連続でDX銘柄に選定されていること
　・過去にDXグランプリに選定されていること
②銘柄評価委員会における審査
　※選定期間は3年とする。

●DXプラチナ企業2025-2027　選定企業一覧

2-2. ─「DXプラチナ企業2025-2027」の選定プロセス

株式会社LIXIL
DXグランプリ２０２4
受賞
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デジタルガバナンス・コードの柱立てに沿った評価項目にて評価を実施しました。なお、一次評
価の項目は、「デジタルガバナンス・コード3.0」の「望ましい方向性」と対応しています。

■一次評価の評価項目（大分類）
	 1	経営ビジョン・ビジネスモデルの策定
	 2	DX戦略の策定
	 3-1	組織づくり
	 3-2	デジタル人材の育成・確保
	 3-3	ITシステム・サイバーセキュリティ
	 4	成果指標の設定・DX戦略の見直し
	 5	ステークホルダーとの対話
 

■設問の詳細
<経営ビジョン・ビジネスモデルの策定>

１ データ活用やデジタル技術の進化による社会及び競争環境の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）も踏まえ、
 経営方針および経営計画（中期経営計画・統合報告書等）において、DXの推進に向けた経営ビジョンを策定して   
 いますか。
２ DXの推進に向けた経営ビジョンを実現するため、適切なビジネスモデルを策定していますか。
３ 既存ビジネスモデルの強みと弱みが明確化されており、その強化・改善に DX戦略や施策が大きく寄与していま
 すか。
４ 多様な主体とデジタル技術でつながり、データや知恵などを共有することによって、企業間連携を行い、革新的
 な価値を創造していますか。
５ 自社にとどまらず、社会や業界の課題解決に向けてDXを牽引しようとしていますか。
６ ビジネスモデルの変革が、経営方針転換やグローバル展開等に迅速に対応できるものとなっていますか。
 
<DX戦略の策定>

７ 経営者自らが主体的に検討を行い、経営ビジョンを実現する変革シナリオとして、具体的なDX戦略が構築でき
 ていますか。
８ 経営陣がデータを様々な部門で価値を生み出すことができる重要な資産の一つとして認識し、データに基づく判
 断を心掛けるなど、目指すビジネスモデル実現に向けてデータを活用していますか。
９  企業は、社会の状況変化や課題を迅速に把握・予測し、柔軟に対応するために、自社の保有データを発掘・整理・

管理する能力を高めていますか。
10  サプライチェーン内の取引先や多様な企業とのデータ連携を行うとともに、データガバナンスに関する法令やガ

イドライン等に従っていますか。
11 データとデジタル技術を活用して既存ビジネスの変革を目指す取組（顧客関係やマーケティング、既存の製品や
 サービス、オペレーション等の変革による満足度向上等）が明示されており、その取組が実施され、効果が出てい
 ますか。
12  データとデジタル技術を活用して新規ビジネス創出を目指す取組が明示されており、その取組が実施され、効果

が出ていますか。
 
<組織づくり>

13  DXを推進するために組織上位置付けられた組織を持っており、その組織は、事業部門と連携・対話することで、
全社を巻き込んだDXの推進を行っていますか。

14  DXの推進にあたり、オープンイノベーション、外部アドバイザー・パートナーの活用、スタートアップ企業との
協業といった、これまでのIT分野での受発注関係と異なる外部リソースを活用していますか。

15 外部リソースの活用を含め、知見・経験・スキル・アイデアを獲得するケイパビリティ（組織能力）を有し、ケ
 イパビリティを活かしながら、事業化に向かった動きができていますか。

3. ─評価のポイント（一次評価）
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3. ─評価のポイント（一次評価） 16 DX戦略推進のために各人（経営者から現場まで）が主体的に動けるような役割と権限が規定されていますか。
17 DX推進のための予算が他のIT予算と別で管理されており、DX推進のための予算として一定の金額または一定
 の比率が確保されている。
18 DX推進のための投資等の意思決定において、DXに投じる資金をコストではなく経営にとって必須な投資とし 
 て位置付け、定量的なリターンの大きさやその確度を求め過ぎず、必要な挑戦を促していますか。
19 組織カルチャーの変革への取組として、新しい挑戦を促すとともに、継続的にかつ積極的に挑戦していこう とす 
 るマインドセット醸成を目指した活動を支援する制度、仕組みが構築されていますか。
20  社員一人ひとりが、仕事のやり方や行動をどのように変えるべきかが分かるような、経営ビジョンの実現に向け

たデータとデジタル技術の活用に関する行動指針を定め、公開していますか。
21  DX推進部署の責任者としてそれぞれ、DXの推進をミッションとする責任者（Chief Digital Officer）、製品・

研究開発など技術の統括責任者（Chief Technology Officer ）、ITに関する統括責任者（Chief Information 
Officer）、データに関する責任者（Chief Data Officer）が、組織上位置付けられ、ミッション・役割を含め明確
に定義され任命されていますか（他の役割との兼任でもかまいません）。

22  DX推進部署の責任者が経営者と定期的にコミュニケーションを行うとともに、経営会議等の一員として参加す
るなど、経営の意思決定に対して一定の権限を持っていますか。

23  取締役会や経営会議等の場において、経営者が最新のデジタル技術や新たな活用事例に関する情報交換を定期的
に実施していますか。

24  経営者が最新のデジタル技術や新たな活用事例を、自社のDX戦略の推進に活かしていますか。

<デジタル人材の育成・確保>

25  経営ビジョンと人材戦略を連動させた上で、DX戦略の推進に必要な人材に求めるスキルについて、デジタルス
キル標準を参照した上で明確化し、社員のスキル可視化の取組が行われていますか。

26  経営者を含めた役員や管理職のDXに対する意識を改革するとともに、役員や管理職が積極的に社員のデジタル
人材育成に関する取組を推進していますか。

27 経営者をはじめとした全社員のデジタル・リテラシー向上のため、デジタル技術を抵抗なく活用し、自らの業務
 を変革していくことを支援する、リスキリングやリカレント教育などの仕組みがありますか。
28  生成AI等の最新技術の動向も踏まえつつ、DX推進を支える人材として、どのような人材が必要か、が明確にな

っており、確保のための取組を実施していますか（計画的な育成、中途採用、外部アドバイザー・パートナーの
活用、外部からの出向、事業部門・IT担当部門間の人事異動等）。

29  デジタルに関する専門知識を身につけた社員が、その知識の活用や試験・資格をはじめとしたスキル証明により
適性評価・処遇される人事制度や、より実践的なスキルを身につけられるような人材配置の仕組みがありますか。

30  スキルを評価する人事制度をはじめ、社員の希望に応じた人事異動や学習機会の提供、ロールモデルの提示とい
った自律的なキャリア形成支援の取組が行われていますか。

<ITシステム・サイバーセキュリティ >

31 全社のITシステムがDX戦略実現の足かせとならないように、定期的にビジネス環境や利用状況を踏まえ、ITシ
 ステムやデータ等の情報資産の現状を分析・評価し、課題を把握できていますか。
32 Q31で実施した分析・評価の結果を受け、技術的負債（レガシーシステム）が発生しないよう、体制（組織や役
 割分担）を整え、必要な対策を実施できていますか（再レガシー化を回避する仕組みが確立されていますか）。
33 ITシステムの全社最適を目指し、全社のデータ整合性を確保するとともに、事業部単位での個別最適による複雑
 化・ブラックボックス化を回避するための仕組みがありますか。
34 ビジネス環境の変化に迅速に対応できるよう、既存のITシステムおよびデータが、新たに導入する最新デジタル
 技術とスムーズかつ短期間に連携できるとともに、既存データも活用し、経営状況や事業の運営状況を把握でき
 るITシステムがありますか。
35  全社最適で策定された計画の実行段階においては、各事業部門が自己の利害に固執して全体最適から離れてしま

わないよう注意を払いながら、オーナーシップをもって、その完遂に向けて努力していますか。
36  経営者がサイバーセキュリティリスクを経営リスクの1つとして認識し、CISO等の責任者を任命するなど管理

体制を構築するとともに、サイバーセキュリティ対策のためのリソース（予算、人材）を確保していますか。
37 サイバーセキュリティリスクとして守るべき情報を特定し、リスクに対応するための計画（システム的・人的）
 を策定するとともに、防御のための仕組み・体制を構築していますか。
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38 自社のサイバーセキュリティリスクを評価するために、システム監査やセキュリティ監査など第三者監査を実施
 していますか。
39 サイバーセキュリティリスクに対応できる体制の構築に向けた取組として、情報処理安全確保支援士（登録セキ 
 スぺ）の取得や外部人材の活用、社員への教育等を企業として進めていますか。
40 サイバー攻撃による被害を受けた場合の事業継続計画（BCP）を策定するとともに、経営陣も含めて緊急対応に 
 関する演習・訓練を実施していますか。
41 サプライチェーンの保護に向けて、取引先や調達するITサービス等提供事業者のサイバーセキュリティ対策の
 強化を促しつつ、サプライチェーン全体での付加価値の向上に取り組んでいますか（サプライチェーンに属さな 
 い場合は、取引先等に読み替えてください）。

<成果指標の設定・DX戦略の見直し>

42 Q11もしくはQ12において1 ～ 3と回答された場合はお答えください。DX戦略・施策の達成度は、実施して 
 いる全ての取組に定量・定性問わず、KPI（重要な成果指標）を設定し、評価されていますか。
43 Q42において1 ～ 3と回答された場合はお答えください。KPIとKGI（最終財務成果指標）を連携させており、 
 実際に財務成果をあげていますか。
44 経営・事業レベルのDX戦略の進捗や成果把握を即座に行うことができていますか。
45 経営者が事業部門やITシステム部門等と協力しながら、デジタル技術に係る動向や自社のITシステムの現状を
 踏まえた課題を把握・分析し、DX戦略の見直しに活用していますか。
46 企業価値向上のためのDX推進に関して、取締役会・経営会議で報告・議論されていますか。
47 取締役に対してDXに関する研修等の教育機会を提供し、取締役のモニタリング能力の向上を図っていますか。
48 取締役会が経営陣によるDX施策の執行に対して定期的にモニタリングを行うとともに、取締役会の意見を踏ま
 えて経営陣がDX戦略の見直しを行っていますか。

<ステークホルダーとの対話>

49 経営者が自身の言葉で経営ビジョンや企業価値向上のためのDX実現のメッセージをステークホルダーに対して、
 経営方針・経営計画やメディア等で発信していますか。
50 ステークホルダーに対し、DX戦略、その実行上の課題、具体的施策について発信し、対話を行っていますか。
51 スキルマトリックス等により、経営陣や取締役のデジタルに関係したスキルの項目を作成し、ステークホルダー
 に向け公表していますか。
52 自社のデジタル人材育成・確保に関する考え方が、自社へ就職を希望する者も含めたステークホルダーに対して、
 効果的にアピールされていますか。
53 サイバーセキュリティリスクの性質・度合いに応じて、サイバーセキュリティ報告書、CSR報告書、サステナビ
 リティレポートや有価証券報告書等への記載を通じて開示を行っていますか。
54 KPIやそれを達成するための具体的な取組をステークホルダーに開示していますか。
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以下の「ＤＸ実現能力」、「ステークホルダーとの対話」及び「企業価値貢献」の観点から評価を行い
ました。
着眼点の詳細は次ページに記載しています。

3. ─評価のポイント（二次評価）

■	企業価値貢献についての考え方
企業価値貢献は、デジタル技術を用いた「A.既存ビジネスモデルの深化」及び「B.業態変革・新規
ビジネスモデルの創出」の２つに分けます。
「A.既存ビジネスモデルの深化」よりも、「B.業態変革・新規ビジネスモデルの創出」をより高く評
価します。



10D X銘柄2025

二次評価の項目には、「デジタルガバナンス・コードの項目に対する評価（記述１～９）」と「取組プ
ロジェクト等に対する評価（記述10～11）」があります。

3. ─評価のポイント（二次評価）

１）DX実現能力の着眼点
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３）企業価値貢献の着眼点

２）ステークホルダーとの対話の着眼点



12D X銘柄2025

評価委員会の設置
「DX銘柄2025」等の選定にあたっては、評価指標等の策定及び銘柄の選定を行うため、学識経験者、デジタルの専門

家、投資家等からなる「DX銘柄2025評価委員会」を設置しました。

DX銘柄2025評価委員会
＜委員長＞

　伊藤　邦雄 一橋大学ＣＦＯ教育研究センター長

＜委員＞

　井口　譲二 ニッセイアセットマネジメント株式会社 
                      執行役員　運用本部副本部長　チーフ・コーポレートガバナンス・オフィサー

　内山　悟志 株式会社アイ・ティ・アール　会長　エグゼクティブ・アナリスト

　越智　義和 株式会社ファイブ・シーズ　取締役会長

　片倉　正美 ＥＹ新日本有限責任監査法人　理事長

　川津　篤子 デロイトトーマツリスクアドバイザリー合同会社　パートナー

　山藤　昌志 株式会社三菱総合研究所　政策・経済センター　主席研究員　研究提言チーフ

　田口　潤 株式会社インプレス　編集主幹 IT Leadersプロデューサー

　角田　仁 デジタル人材育成学会　会長

　寺沢　徹 アセットマネジメントOne株式会社　運用本部　エグゼクティブESGアドバイザー

　三谷　慶一郎 株式会社NTTデータ経営研究所　主席研究員　エグゼクティブ・コンサルタント

4. ─「DX銘柄2025」等の選定の体制
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5. ─ DXプラチナ企業 選定企業

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

※DX銘柄受賞は「●」、DXグランプリ受賞は「★」で示す。

※過去選定歴に記載している「銘柄」は、「DX銘柄」、「攻め」は、「攻めのIT経営銘柄」の略称

※DX銘柄受賞は「●」、DXグランプリ受賞は「★」、プラチナ受賞は、「◎」で示す。

※DX銘柄受賞は「●」、DXグランプリ受賞は「★」、プラチナ受賞は、「◎」で示す。

■DXプラチナ企業2025-2027　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

5938 株式会社LIXIL 金属製品 ★ ● ●

■DXプラチナ企業2024-2026　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

6501 株式会社日立製作所 電気機器 ◎ ● ● ★ ● ●

7732 株式会社トプコン 精密機器 ◎ ★ ● ● ●

■DXプラチナ企業2023-2025　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

4519 中外製薬株式会社 医薬品 ◎ ◎ ★ ● ●

6301 株式会社小松製作所 機械 ◎ ◎ ● ● ★ ● ●

9830 トラスコ中山株式会社 卸売業 ◎ ◎ ● ● ★
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6. ─ DXグランプリ2025・DX銘柄2025 選定企業

〈過去選定歴〉

〈過去選定歴〉

※過去選定歴に記載している「銘柄」は、「DX銘柄」、「攻め」は、「攻めのIT経営銘柄」の略称

7. ─ DX注目企業2025　選定企業
■DXグランプリ2025　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

9143 SGホールディングス株式会社 陸運業 ● ● ●

9434 ソフトバンク株式会社 情報・通信業 ● ● ● ●

■DX銘柄2025　（業種順 証券コード順）※DXグランプリを除く

証券コード 法人名 業種 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

1801 大成建設株式会社 建設業

2802 味の素株式会社 食料品 ● ●

3591 株式会社ワコールホールディングス 繊維製品 ●

3407 旭化成株式会社 化学 ● ● ● ●

4901 富士フイルムホールディングス株式会社 化学 ● ● ●

4568 第一三共株式会社 医薬品 ● ●

5021 コスモエネルギーホールディングス株式会社 石油・石炭製品

5108 株式会社ブリヂストン ゴム製品 ● ● ● ● ● ● ●

5201 ＡＧＣ株式会社 ガラス・土石製品 ● ● ● ●

5411 ＪＦＥホールディングス株式会社 鉄鋼 ● ● ● ● ●

6367 ダイキン工業株式会社 機械 ● ● ●

7011 三菱重工業株式会社 機械 ●

6503 三菱電機株式会社 電気機器

6701 日本電気株式会社 電気機器 ●

6902 株式会社デンソー 輸送用機器

7259 株式会社アイシン 輸送用機器 ●

7936 株式会社アシックス その他製品 ● ●

9101 日本郵船株式会社 海運業 ● ● ●

9301 三菱倉庫株式会社 倉庫・運輸関連業 ●

9433 ＫＤＤＩ株式会社 情報・通信業 ●

2768 双日株式会社 卸売業 ●

9962 株式会社ミスミグループ本社 卸売業

2678 アスクル株式会社 小売業 ● ●

8316 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 ● ●

8354 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 銀行業 ● ●

7199 プレミアグループ株式会社 その他金融業

8253 株式会社クレディセゾン その他金融業 ● ●

8802 三菱地所株式会社 不動産業 ● ●

4544 Ｈ．Ｕ．グループホールディングス株式会社 サービス業 ● ●
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6. ─ DXグランプリ2025・DX銘柄2025 選定企業

■DX注目企業2025　（業種順 証券コード順）

証券コード 法人名 業種

1333 マルハニチロ株式会社 水産・農林業

1803 清水建設株式会社 建設業

3402 東レ株式会社 繊維製品

4452 花王株式会社 化学

4911 株式会社資生堂 化学

4507 塩野義製薬株式会社 医薬品

5406 株式会社神戸製鋼所 鉄鋼

5711 三菱マテリアル株式会社 非鉄金属

9508 九州電力株式会社 電気・ガス業

9531 東京ガス株式会社 電気・ガス業

9021 西日本旅客鉄道株式会社 陸運業

9201 日本航空株式会社 空運業

9233 アジア航測株式会社 空運業

9302 三井倉庫ホールディングス株式会社 倉庫・運輸関連業

4768 株式会社大塚商会 情報・通信業

3132 マクニカホールディングス株式会社 卸売業

8174 日本瓦斯株式会社 小売業

8601 株式会社大和証券グループ本社 証券、商品先物取引業

2181 パーソルホールディングス株式会社 サービス業

7. ─ DX注目企業2025　選定企業
■DXグランプリ2025　（業種順）

証券コード 法人名 業種 銘柄24 銘柄23 銘柄22 銘柄21 銘柄20 攻め19 攻め18

9143 SGホールディングス株式会社 陸運業 ● ● ●

9434 ソフトバンク株式会社 情報・通信業 ● ● ● ●
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─

DXグランプリ2025
─

DX銘柄2025
─

選定企業 ─取り組み紹介
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DXグランプリ企業

佐川急便を中核として、宅配便からロジスティクス、グローバル物流まで多彩な物流事業で新しい物流を創造し、業界の最先
端を走り続けるSGホールディングス。創業当時より、お客さまのために何ができるかを常に考え、誠心誠意尽くすという「飛
脚の精神（こころ）」を大切に、幅広いソリューションを創出してきました。物流を通して、社会に新たな価値を提供し続け、社
会課題の解決にも取り組む同社のDXを推進するポイントやきっかけ、今後の展望について、代表取締役社長の松本秀一氏と、
代表取締役副社長 事業推進担当の本村正秀氏に伺いました。

ビジョンを実現する上でのDXの位置づけが、明確なストーリーの下で
語られており、DXを活用した持続的な成長を経営戦略として掲げてい
る点に納得感がある。物流をDX戦略で支える方向性も妥当であり、
全体としてDX実現に向けた道筋が明確である。組織づくりやITシス
テム構築、人材育成についても過不足なく記述されており、例えば、デ
ジタル人材に関しては人材要件やレベルごとの分類、必要な知識や人
数の明示など、具体的かつ明確に示されている。企業価値貢献の事例
についても既存事業の深化・新規事業の創出ともに分かりやすく、財
務成果にまでつながる展望が示されている。さらに成果もROIで計測
しようとする先進的な取り組みも高く評価できる。

SGホールディングス株式会社
─　陸運業　 ─　9143　 ─

DXの取り組み状況 審査員コメント
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DXグランプリ企業

「お客さまおよび社会にとって
必要不可欠な存在（＝インフラ）」であり続ける

SGホールディングス株式会社

には、私たちの中核事業である宅配便を
ベースに川上から川下まで広がる当社グ
ループの物流ソリューションを組み合わ
せて提案する、トータルロジスティクス
が鍵を握ります。トータルロジスティク
スを提供するためには、物流ソリューシ
ョンのさらなる高度化が必要となり、
DXへの取り組みが重要です。複雑化・
多様化するニーズに対して、AIやロボ
ティクスなどの先端技術を活用した新た
なソリューションを提供することで、事
業を拡大していきたいと考えています。
また、主力の宅配便事業の安定的な成長
を支えるためには、持続的な輸配送イン
フラの維持・強化に加え、DXを効果的
に組み合わせることによる効率的な業務
運営体制の構築が必要です。国内の事業
者では業界初となる、トラックへの荷物
の積み込みを自動化するAI搭載ロボッ

──DXを推進するきっかけについて課
題や狙いも踏まえてお聞かせください。
本村）2004 年までお客さまの期待に応
えるサービスの開発・強化を目的とした
システム構築を行っており、都度、強み
を持ったベンダーに依頼していたため、
自分たちの自由度がきかない、硬直化が
進んだ状態が課題でした。その課題を解
決するためにコスト抑制や新たな技術も
採用しやすいオープン系のシステム環境
を実現すべく、SGHプラットフォーム
を構築（共通プラットフォーム化を推進）
しました。また、「2024 年問題」と呼ば
れる社会問題もきっかけの一つでした。
トラックドライバーは、全産業平均と比
べて、年間労働時間が約400時間も長く、
2024 年４月からは時間外労働について
年間960時間が上限となるなど、労働環
境の改善が期待される半面、輸送力の低

──今回は、DXグランプリに輝きまし
た。今のお気持ちをお聞かせください。
松本）各社の先進的な取り組みが多くあ
る中、選出いただいたことを大変光栄に
思います。当社グループは物流という社
会インフラを担っていますので、「物流
を絶対に止めない」ために持続可能な物
流を実現しなければなりません。そのた
めには持続的な成長が必要であり、そこ
にはDXの推進が欠かせません。今後も
引き続き邁進してまいります。
──まず、御社の経営ビジョンについて
お教えください。

トの開発や、日本初のレベル４自動運転
トラックによる幹線物流輸送実現に向け
た公道実証、山間地域を中心としたドロ
ーン配送サービスの実用化に向けた実証
実験なども行っており、さらなる成長を
目指します。
──DXを実現するための戦略について
教えてください。
松本）当社グループでは、お客さまや社
会課題の解決を通じて持続可能な社会へ
貢献することを目的に、持続的な競争優
位性を確立するため、「サービスの強化
（顧客・他社連携によるプラットフォー
ムサービスの拡充）」「業務の効率化（他
社との協業や先端技術の活用による生産
性の向上）」「デジタル基盤の進化（４大
経営資源への投資を通じたDXの加速
化）」という大きく３つの施策に取り組
んでいます。

（図 1）SGHビジョン 2030

松本）2030 年に向けた長期ビジョン
「SGHビジョン2030」では、「Grow the 
new Story. 新しい物流で、新しい社会
を、共に育む。」を掲げています。あり
たい姿としては、「お客さまおよび社会
にとって必要不可欠な存在（＝インフ
ラ）」であり続ける、とし、2030 年度に

は営業収益2.2兆円、営業利益1,400億円、
ROE15％、ROIC10％を経営目標として
います。
──DXを推進するにあたって、トップ
としてどのような点を重視しています
か。
松本）お客さまの期待に応え続けるため
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DXグランプリ企業

SGホールディングス株式会社

代表取締役副社長 
事業推進担当

本村	正秀
（もとむら・まさひで）

読み取り、業務効率化を図るための社内
施策として始まったAI-OCRの開発があ
ります。このサービスは、注文書・請求
書といった一般帳票の読み取りにとどま
らず、給与支払報告書や柔道整復施術療
養費支給申請書（柔整レセプト）などの
独自帳票の高精度な読み取りにも対応
し、紙帳票のデータ化業務における労働
力不足やコスト増加に課題を抱えるお客
さまに貢献できるサービスとなっていま
す。また、ITやデジタルの投資を行う
際の判断基準として、定性効果の確認に
加えて、想定ROIを算定しています。
ROIについては、システム本番導入から
６カ月後以降１年後までを目安として想
定どおりの効果が出ているか検証を行っ
ています。効果が出ていない場合、業務
プロセスの変更やシステムの機能改善を
行うなどの軌道修正やシステムの継続可

──ステークホルダーとの対話として、
どのような取り組みをされていますか。
松本）「ステークホルダー経営」を掲げ、
「顧客」に対してサービスレベルの持続
的な向上、「従業員」とその家族の生活
基盤の安定と向上、「地域社会」に対し
て安全、環境、更に様々な事業活動、社
会活動を通じた貢献、「株主」に対して
企業価値の向上、「お取引先」に対して
公平・公正なお取引を行うことにより、
ステークホルダーの期待に応える事業活

取り組まなければならない大きなテーマ
です。当社グループとしても、物流革新
に向けた政策パッケージにおける３つの
ポイントである「習慣行の見直し」「荷主・
消費者の行動変容」「物流の効率化」に対
してデジタルを活用しながらアプローチ
をしているところです。
──御社のDXの特徴についてお聞かせ
ください。
本村）DX戦略の策定を担うSGホール
ディングスを筆頭に、各々に得意領域を
持つ各事業会社が連携し、DX企画を推
進する体制をとっています。DXを実現
するシステム構築は、物流×ITの分野
で長年の実績を持つSGシステムが担当
し、社内向けに開発したシステムをお客
さまへ提供できるサービスへと進化させ
ています。具体的には、佐川急便の配送
伝票における手書き数字をAIで正確に

否を判断しています。加えて、現・中期
経営計画の始動に際して、資本収益性に
関する定量的な投資判断基準を精緻化
し、投資案件ごとに算出したROICと比
較することで、中長期で企業価値を向上
させるリターンが確保できるかを判断し
ています。投下資本とリターンをコント
ロールすることで、SGHビジョン2030
で目標とするROE、ROICの目標達成
に向けて対応を進めています。
──新しい技術が次々と進出しています
が、これらを活用する上でのリスクにつ
いてどうお考えでしょうか。
本村）情報セキュリティ脅威やIT環境
は多様化かつ高度化し、対策も変化して
いきます。当社グループでは、各社にリ
スクマネジメントを行う部署、ならびに
リスクマネジメント会議を設置している
ほか、グループ横断の情報セキュリティ

専門組織（SGH-CSIRT）を設けてセキ
ュリティインシデントに対応していま
す。また、セキュリティロードマップを
３年サイクルで作成し、継続的にセキュ
リティ強化を実施しています。また、ロ
ボット産業の成長が進む中で最新技術の
開発が後手に回ると、デジタル化により
ディスラプションされるリスクがありま

す。そのため、最新技術の取り入れや、
未開拓の技術を開発することで競争優位
性を確保しています。なかでも、
Dexterity社などとのAI荷積みロボッ
トの開発では、世の中にない技術を先駆
けて開発し、業界の最先端を進む企業に
なることを目指しています。また、AI-
OCRサービスを社外に提供するなど、
新たな技術の活用を社外へソリューショ
ンとして提供することで、新たなビジネ
スチャンスに繋げています。

下による問題が懸念されています。この
状況が続くと、輸送力が約34％低下し、
2030 年にはモノが届かなくなる可能性
もあるという試算も出されています。こ
れら労働力不足への対応は、社会全体で

（図 2）AI 荷積みロボット米国ラボでの実証実験
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SGホールディングス株式会社

（図 3）SG ホールディングスグループ DX 戦略

動を進めています。実現に向け、コーポ
レート・ガバナンスの充実・強化による
透明性の高い体制の構築が最重要課題の
１つであるとの認識のもと、積極的な対
話や開示拡充による経営へのフィードバ
ックや経営戦略への反映を通して、企業
価値向上に取り組んでいます。
――DX人材の育成方法やその活かし方
についてお教えください。
本村）当社グループは、DX人材の定義
を、DX企画人材とDX構築人材に分け
て教育等を推進しています。まず、DX
企画人材はデジタルを活用しビジネスを
推進する人材と定義しています。具体的
には、自社に関わる業務や外部環境を理
解し、かつ物流に関連するシステムやデ
ジタル技術、ロボットなど課題解決に必
要なテクノロジー知見を有し、データを
活用しながら企画を創出できる人材で

す。そして、DX企画人材が創出した企
画を実現すべく、DX企画人材を支える
のがDX構築人材です。システム構築や
プロジェクトマネジメント、ロボティク
スやAI等に関する知識やスキルを有し、
DX企画人材による企画に加わり、新た
なシステムの構築などを通して、実現を
推進します。DX企画人材については、
eラーニング講座の受講やワークショッ
プでの研修実施等によって、2025-2027 
年度の３年間で150名創出することを目
標としています。SGシステムが中心と
なるDX構築人材においては、スペシャ
リスト制度を活かして、AI、データ分析、
ロボティクスなどの専門人材の獲得・育
成を推進しています。2020 年度には８
名だった専門人材の人数は、2024 年時
点で100 名以上と、約13倍になりまし
た。獲得・育成した人材は、高い専門性

が求められる業務に従事いただいていま
す。
――社会にどんな価値を提供したいとお
考えでしょうか。
松本）日本社会だけではなく世界でも「お
客さまおよび社会にとって必要不可欠な
存在（＝インフラ）」として、より付加価
値の高い、お客さまや社会課題の解決に
資するソリューションを提供したいと考
えています。当社グループは2024 年10
月、低温物流に強みのあるC&Fロジホ
ールディングス※を連結子会社化し、国
内屈指のコールドチェーンの構築を進め
ています。また、2025 年２月には、台
湾 に 拠 点 を 置 くMorrison Express 
Worldwide Corporationの全株式を取
得することに売主と合意し、株式譲渡契
約を締結しました。同社は、電子部品・
半導体の航空フレイトフォワーディング

事業に強みを持っています。両社のグル
ープ化により、国内外を問わず一層のグ
ループシナジーを発揮することで提案領
域を拡大します。
本村）DX関連の具体例を申し上げます
と、2024年10月、佐川急便とグーグル・
クラウド・ジャパン合同会社にて、DX
を活用した総合物流機能の強化に向けた
戦略的パートナーシップ協定を締結しま
した。物流業界では、EC市場の拡大に
伴う荷物量の増加に加え、ドライバー不
足や再配達の増加による非効率な配送が
深刻化しています。この協定により、佐
川急便が持つトータルロジスティクス機
能 を 支 え る デ ジ タ ル 基 盤 と、
GoogleCloudのデータ分析やAIなどの
最新テクノロジーを組み合わせ、物流業
務の自動化・省人化を推進し、提案領域
の拡大やお客さまのニーズにお応えでき

る新サービスの創出につなげる次世代物
流システムの開発を目指します。また、
SGホールディングスグループのオープ
ン イ ノ ベ ー シ ョ ン の 取 り 組 み
「HIKYAKU LABO」では、スタートア
ップ等との新サービス・DX企画を創出
し実証実験を行い、内閣府の「戦略的イ
ノベーション創造プログラムスマート物
流サービス」では早稲田大学やKyoto 
Robotics株式会社と技術開発をするな
ど、様々な外部企業との連携を行うこと
で、新しい価値創造とその提供を推進し
ています。さらに、「SAGAWAパート
ナープログラム」として、佐川急便およ
びグループ会社のサービスをプラットフ
ォームを通じてグループ品質・価格で協
力会社に提供するなど、荷物を運ぶ担い
手である協力会社から選ばれる事業づく
りにも注力し、2024 年問題等の労働力

不足の課題に関しても業界全体で対応で
きるよう工夫しています。
――最後に、今後のビジョンについてお
聞かせください。
松本）サプライチェーン全体の効率化な
ど、社会課題への継続的な挑戦と解決へ
の貢献にデジタル技術等を積極的に活用
すること等を通して、当社グループのビ
ジネスを成長させ、持続可能な物流を創
出し、SGHビジョン2030で定義した通
り「お客さまおよび社会にとって、必要
不可欠な存在（＝インフラ）」であり続け
たいと思います。

※2025 年4 月1 日、名糖運輸を存続会社とし、
C&F 社は吸収合併を実施済み。
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「情報革命で人々を幸せに」という経営理念の下、2030年に向けて「次世代社会インフラを提供する企業」への進化を目指す
ソフトバンク。通信事業者として培った基盤に加え、AI搭載の基地局やデータセンター、大規模言語モデルの開発など、先端
デジタル技術を活用した事業変革に挑んでいます。自社だけでなく、企業や自治体などへのDX支援にも積極的に取り組み、
社会全体のデジタル化を牽引する同社のDX推進の背景、戦略、人材育成、そして社会に提供する価値について、専務執行役
員 法人副統括の藤長国浩氏に伺いました。

DX実現能力、企業価値貢献に関する取り組みの幅広さ、様々な取
り組みの実現可能性について高く評価できる。既存ビジネスモデル
の深化においては業務の効率化・高度化を多様な形で推進しており、
情報システムの整備やデータ・AIの活用も進んでいると考えられる。
デジタル人材育成においても独自に人材像を定義し、各々に適した
スキル向上策を講じている。さらに育成状況を数値的に把握する仕
組みがあるなど極めて実践的である。今後は、業態変革や新規ビジ
ネスモデルの創出に向けたさらなる取り組みに期待したい。

ソフトバンク株式会社
─　情報・通信業　 ─　9434　 ─

DXの取り組み状況 審査員コメント
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DX推進で切り拓く、
未来を支える新たな社会インフラ

ソフトバンク株式会社

専務執行役員
法人副統括

藤長	国浩
（ふじなが・くにひろ）

（図 1）長期ビジョン

型のデジタルサービスの提供を予定して
います。
──DX推進において、どのような点を
重視していますか。
藤長）DXを推進するにあたり、経営層
がコミットメントを持ち、社内外にメッ
セージを発信し続けることが重要です。
弊社は企業や業界のDXを支援する立場
でもあるのですが、そのためにもまずは

インフラに必要な基盤技術の特定と先端
技術研究所の新設を行いました。2025
年が最終年となる第２フェーズでは、通
信料値下げで影響を受けた事業基盤の再
構築を図るとともに、DXビジネスの拡
大と次世代社会インフラの事業化に向け
た技術実装を推進しています。2026 年
度～2030 年度の第３フェーズでは、さ
らに事業を成長させるとともに、次世代
社会インフラ基盤を完成させ、長期ビジ
ョンの実現と持続的な成長へとつなげて
いく計画を描いています。
──DX推進のきっかけについて、課題
や狙いも踏まえて詳しくお聞かせくださ
い。
藤長）企業・業界のDX支援とソフトバ
ンク自身のDXの２種類があります。
　企業・業界のDX支援は、2008 年ご
ろからスマートデバイスやクラウドを活

──今回DXグランプリに輝きました。
今のお気持ちをお聞かせください。
藤長）2020 年からチャレンジしてきた
DX銘柄に５年連続で選定していただ
き、さらに今回グランプリに選ばれ、大
変光栄に思います。弊社のDX推進に対
する取り組みが高く評価されたことをう
れしく思うとともに、新たなステージに
進むための大きな励みとなりました。
──経営ビジョンやビジネスモデルにつ
いて教えてください。
藤長）創業当初からの経営理念として「情
報革命で人々を幸せに」を掲げており、

さらに2030 年に向けては「デジタル社
会の発展に不可欠な次世代社会インフラ
を提供」するという長期ビジョンを掲げ
ています。ビジネスモデルにおいては、
従来の「通信事業者」から「次世代社会
インフラを提供する企業」への業態変革
を目指しています。
　具体的には、AI搭載の基地局（AI-
RAN）、AI搭載のデータセンター、国
内最大級の大規模言語モデルなどの基盤
インフラを高度化し、将来的にはヘルス
ケア、物流・配送、金融領域など、その
インフラ上で機能するプラットフォーム

弊社が率先的にあらゆるDXにチャレン
ジするための環境を社員に提供すること
が不可欠だと考えています。
──DXを実現するための戦略について
教えてください。
藤長）長期ビジョンの実現に向けて、
2030 年までの中期経営計画を策定し、
３つのフェーズごとに取り組みを進めて
います。第１フェーズでは、次世代社会
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ソフトバンク株式会社

（図 2）長期ビジョンロードマップ

用したワークスタイルを全社でいち早く
実践し、そのノウハウを生かして顧客企
業のワークスタイル変革を支援してきま
した。特にコロナ禍以降、ワークスタイ
ルを変革せざるを得ない企業が急増した
ことをきっかけに、さらに企業のデジタ
ル化・DX支援を加速することができま
した。またBeyond Carrier戦略の下、
DXという言葉がまだ一般的ではなかっ
た2017 年にデジタルトランスフォーメ
ーション本部を120人体制で設立しまし
た。それ以降、業界や社会の課題に対峙
することをミッションに新規事業の創出
に取り組んでいます。
　ソフトバンク自身については長期ビジ
ョンである「デジタル社会の発展に不可
欠な次世代社会インフラを提供」に基づ
き、DXを推進しています。背景にある
のは、外部環境の変化とAI社会の到来

最適化を目指しています。
──御社のDXの特長はどのような点で
しょうか。
藤長）弊社のDXの特長は、AIや先端デ
ジタル技術を駆使した高度な基盤インフ
ラの構築にあります。その上に乗るデジ
タルサービスの拡充においては、LINE
ヤフーやPayPayなど300 社を超えるグ
ループ企業とのシナジーを活用できるこ

様々な共創パートナーと組んで新しい事
業を次々とローンチしています。
──デジタル技術や情報システムの活用
についてはいかがでしょうか。
藤長）先進テクノロジーの導入と検証を
行うための ITコンサルチームやCDO
（最高データ責任者）を設置し、各事業
部門との連携を強化しています。また、

です。ChatGPTに代表される昨今の急
速なAI技術の進展に伴い、データ処理
に必要な計算能力の爆発的な増加や膨大
なデータのリアルタイム・高速処理の実
現が求められ、通信事業者として大きな
転換点に差し掛かっています。従来の通
信インフラ構造そのものを変え、本格的
なAI時代に求められる次世代社会イン
フラを提供する企業として、社会全体の

とが強みであり、さらに産官学の連携も
積極的に行っています。
──具体的な施策について教えてくださ
い。
藤長）DX施策は多岐にわたります。既
存ビジネスの効率化においては、例えば
生成AIによる弊社コールセンターの自
動化や営業活動の効率化など、これまで

人が対応していた業務をAIに置き換え
ていくことにチャレンジしています。既
存ビジネスの高度化においてはAI搭載
の基地局（AI-RAN）、AI搭載のデータ
センターの構築を進めています。また、
新規ビジネスにおいては金融、ヘルスケ
ア、保険、小売、物流業界、コールセン
ター業界などのDXを推進するため、

（図 3）AI 搭載の基地局（AI-RAN） （図 4）AI データセンター
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（図 5）大規模言語モデル

開発プラットフォームの整備や開発プロ
セスの標準化といった取り組みを行い、
属人的な努力に頼らない組織的な対応を
図っています。
──AIの導入・活用について、どのよ
うな取り組みを行っているのでしょう
か。
藤長）2023 年５月、約２万人の従業員

向けにソフトバンク版AIチャット
「Smart AI-Chat」を導入しました。ま
た同じく2023 年５月からソフトバンク
グループ全体で開催している「生成AI
活用コンテスト」も2025 年４月時点で
９回目に突入し、社員が自分たちの業務
やサービスにどうAIを活用していくか
のアイデアを創出し、発表できる機会を

できるよう、全社的にはDX人材の数値
目標や達成時期をあえて設定していませ
ん。一方で、普遍的なデジタルリテラシ
ーを備えた人材は必要とも考えており、
レベル１～４まで４段階のレベルを定
め、それぞれに合わせた人材育成プログ
ラムを提供しています。また営業やエン
ジニアなどの各部門においては、DX人
材に限らず、事業戦略目標の達成の観点
から必要な人材・スキル定義を独自に行
っています。
　2024 年度からは新たな施策として、
リスキリングとジョブポスティング制度
をかけあわせた「育成型ジョブポスティ
ング制度」を100 名規模で実施していま
す。クラウドやAIなどの専門知識・技
術がなくとも、今後のキャリアプランに
必要だと考える社員が自ら手を上げてチ
ャレンジ出来る環境を用意し、事業推進

つくっています。
──AIなど新しい技術を活用する上で
意識している点はありますか。
藤長）とにかく自分たちで積極活用する
ことが重要だと考えています。最初は精
度が高くなくとも、社内データとの連携
や学習の仕方を工夫することで精度が上
がり、自分たちの業務がどんどん楽にな
っていくことを社員自身が実感すること
が重要です。私も日々「失敗しても全然
構わないから、まずはチャレンジしよう」
と社員に声をかけています。
──DX人材の育成方法やその活かし方
について教えてください。
藤長）生成AIに代表されるテクノロジ
ーの進歩が極めて早い環境では、画一的
なDX人材の人数計画を設定することで
柔軟性が損なわれるという側面もありま
す。そこで事業環境の変化に柔軟に対応

に必要なDX人材の配置・育成を行なっ
ています。また、DX人材を自治体に出
向させる取り組みを推進しており、これ
まで培ったノウハウを地域活性化のため
に活かしたいと考える社員には新たな挑
戦の場を提供しつつ、自治体DXの推進
による市民サービス向上や業務の効率
化、地域活性化にも貢献しています。こ
のように「キャリア自律を実現する異動
制度」と「注力事業への戦略的な人財シ
フト」を両立させることで、社員のエン
ゲージメントを高めつつ、事業戦略の実
現に必要なポジションの充足を図ってい
ます。
──従業員の意識改革について特別に取
り組んでいることはありますか。
藤長）社員の意識改革を促進するため、
月に1回、全社朝礼で経営トップからの
メッセージ発信を行うほか、キックオフ

などの社内イベントや1on1を通じて、
社員の成長・挑戦を促す風土づくりを行
っています。他にも新規事業開発制度「ソ
フトバンクイノベンチャー」、「生成AI
活用コンテスト」、自ら希望する部門や
グループ会社に手を挙げて異動できる
「フリーエージェント制度」など、社員
が挑戦しやすい環境を整えています。
──最後に、社会にどんな価値を提供し
たいとお考えでしょうか。
藤長）「情報革命で人々を幸せに」という
経営理念の下、渋滞や混雑などの世の中
のちょっとした課題や不便のデジタルサ
ービスによる解消のほか、少子高齢化に
伴う労働人口の減少や地域課題、災害対
策、インフラ老朽化といったような社会
課題の解決に向けて、次世代のデジタル
社会を支える企業としてさらなる挑戦を
続けていきたいと思います。
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大成建設株式会社

─　建設業　 ─　1801　 ─

Transformation with Digital
～ 私たちはデジタルで未来を創っていく ～

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　大成建設グループは「人がいきいきとす

る環境を創造する」というグループ理念の

もと、中長期的に目指す姿として「人々が

豊かで文化的に暮らせるレジリエントな社

会づくりに貢献する先駆的な企業グルー

プ」を掲げ、その実現に向けて、【TAISEI 

VISION 2030】達成計画と中期経営計画

（2024-2026）を策定し、取り組みを進

めています。【TAISEI VISION 2030】達

成計画では、経営の基本方針（財務政策・

人的資本・技術開発）及び事業基盤の整備

方針（サステナビリティ戦略、安全、品質）

に基づき策定した各事業セグメントの中長

期事業戦略を実行するために必要な「事業

変革の進め方」の1つとして「DX」を位置

づけています。

DX戦略

　【TAISEI VISION 2030】達成計画にお

いて「事業変革の進め方」の1つとして位

置づけた「DX」は、「情報（デジタル技術

とデータ）をスピーディーに活用すること

により、当社グループの企業価値の向上を

（図 1）DX VISION

図る」という基本方針のもと、生産プロセ

ス、経営基盤、サービス・ソリューション

の3つの注力領域に関する重点テーマを整

理したうえで、これらを実践する基盤とし

て「コア技術」と「デジタル人財」に関する

戦略を策定しています。

■３つの注力領域

①生産プロセス

　生産システムを変革し、飛躍的な生産性

向上とコストダウンを実現。

②経営基盤

　データドリブン経営によって組織、プロ

セス、企業文化を変革し、意思決定の迅速

化・高度化を実現。

③サービス・ソリューション

　新たなサービスの提供や、施設のO&M

など建設事業および周辺領域の事業を拡大。

■コア技術

　2030 年を見据えたコア技術として「デ

ジタルツイン」、「AI」、「リモート技術」を

定め、これらの高度活用ステップとKPI

を設定し、変革を推進。

■デジタル人財

　2023 年に設置した全社デジタル教育機

関「DXアカデミー」の拡大により、DX推

進を加速。

組織づくり 

　2020 年に全社横断的な組織「DX推進

委員会」を設置し、DX施策の検討・立案

や実施状況のフォローなどを実施していま

す。また、【TAISEI VISION 2030】の実

現に向けて、DXを一層加速するため、

2024 年1 月に「DX戦略部」を新設しま

した。同部は、全社横断的なDX戦略策定・

推進、デジタルを活用した新規サービスの

創出、デジタル人財戦略策定・推進を担い、

事業部門に対してデジタル技術による解決

策を提言し、協働して変革を進めています。

デジタル人材の育成・確保 

　DX推進マインドを持ち、正しいデジタ

ルの知見やスキルに基づき事業や業務を変

革していくデジタル人財を育成するため、

2023 年10 月に全社デジタル教育機関

「DXアカデミー」を開講しました。DXア

カデミーでは、受講者のデジタルへの理解

度やビジネス変革の知識・マインドに合わ

せた学習を可能とする3つのレベル（デジ

タルリテラシー獲得レベル、デジタル積極

活用レベル、DX牽引レベル）を設定し、

経済産業省とIPA（独立行政法人情報処理

推進機構）が策定した「DX推進スキル標

準（DSS）」に準拠した多様なコースを用

意し、デジタル人財の育成を図っています。

また、DXアカデミーは、グループ会社や

長年にわたり共にモノづくりに取り組んで

きた協力会社へも展開しています。
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（図 2）重点テーマ＆コア技術・デジタル人財

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　ITシステムは、技術的負債（レガシーシ

ステム）の発生を防止するため、業務アプ

リケーションのクラウドシフトを進めてい

ます。クラウド環境では、全体最適の観点

でPaaSアーキテクチャーを推進すべく、

ハブ＆スポーク構成やIaC、APIなどを活

用した共通基盤を整備し、事業部門に提供

しています。また、サイバーセキュリティ

については、SOC・MSSの体制を構築す

るとともに、クラウドネイティブに求めら

れるDevSecOpsやセキュリティバイデ

ザインなどのシフトレフトを実現するため、

CCoE組織及びSREチームを編成してい

ます。なお、セキュリティインシデント対

応のため、2013 年4 月に組織内CSIRT

「Taisei-SIRT」を設置しています。

データ活用・連携、AI活用

　DXの注力領域の１つである「経営基盤」

の取り組みとして、建設工事の企画提案か

ら設計、施工、O&M、リニューアルに至

る「建設ライフサイクル」の各工程で発生

する様々なデータをシームレスに連携し、

全社でのデータ利活用を実現する統合プラ

ッ ト フ ォ ー ム「Taisei-DaaS （Taisei-

Data as a Service）」を構築しています。

また、DXを実践するためのコア技術の１

つであるAIの利活用に際して、AIの倫理

的・社会的課題などに真摯に向き合い、適

正な利活用を通じて社会・顧客・パートナ

ーの課題を解決し、グループ理念の実現に

貢献する姿勢を明確にするため、2024 年

12 月に「AIの適正な利活用に向けた宣言

（AI基本方針）」を制定しました。

DXの取り組み

　DXの注力領域の１つである「生産プロ

セス」においては、土木事業の「T-iDigital® 

Field」、建築事業の「T-BasisX®」を建設

作業所におけるDX標準基盤と位置づけ、

BIM/CIMやIoT、AI、ロボットとの連携・

高度活用によって、品質確保や原価低減、

工期短縮、安全性向上、環境負荷低減を図

る取り組みを推進しています。なお、これ

ら の 取 り 組 み は 国 土 交 通 省 の

i-Construction 2.0で掲げる「施工のオー

トメーション化」、「データ連携のオートメ

ーション化（デジタル化・ペーパーレス

化）」、「施工管理のオートメーション化（リ

モート化・オフサイト化）」とも連動して

います。

■土木事業：T-iDigital® Field

　CPS（Cyber-Physical Systems） の

概念に基づき、IoT機器やカメラ映像で得

た現場データをリアルタイムに可視化・共

有する土木作業所向けDX標準基盤。

■建築事業：T-BasisX®

　建築現場内にメッシュ Wi-Fi環境を構築

するとともに、BIMモデル上で人や資機

材、施工状況を可視化する「IoT活用見え

る化システム」を統合した建築作業所向け

DX標準基盤（メッシュ Wi-Fi環境は、広

域土木現場でも活用）。

　また、もう1つの注力領域である「サー

ビ ス・ ソ リ ュ ー シ ョ ン 」に つ い て は、

【TAISEI VISION 2030】達成計画におい

て「新たなビジネスモデル」として位置づ

けた「O&M事業」として、既存事業であ

るオペレーション領域（建物・設備管理な

ど）からマネジメント領域（施設関連予算

管理、エネルギーマネジメントなど）まで

ビジネス領域を拡大すべく、当社が開発し

た「LifeCycleOS®」をベースにした様々

なデジタルサービスの開発に加え、複数の

サービスを統合するポータル（認証・認可

含む）の構築など、事業基盤の整備に取り

組んでいます。

■LifeCycleOS®

　運用BIMとIoTセンサーなどで収集・蓄

積した運用管理データを統合したデジタル

ツインを活用し、顧客のニーズを超える情

報・サービスをリアルタイムに提供する統

合データ基盤。情報セキュリティマネジメ

ン ト シ ス テ ム の 国 際 規 格「ISO/

IEC27001」及びISMSクラウドセキュリ

ティの国際規格「ISO27017」の認証を取

得するとともに、IPAのデジタルアーキテ

クチャ・デザインセンターが定義する「ス

マートビルガイドライン」にも準拠。

成果指標の設定

　当社グループで特定したマテリアリティ

「ものづくりへの矜持～安全・品質・技術」

のKPIの１つとして、生産プロセスに係

る取り組みである「T-iDigital® Field」及

び「T-BasisX®」の累計導入作業所数を

「デジタル高度利用作業所数（累計）」と定

義し、2026 年度目標を650 作業所とし

ました。2024 年度実績は324 作業所で

あり、概ね順調に進捗しています。

ステークホルダーとの対話

　 当 社 のDX戦 略・ 取 り 組 み 事 例 を

【TAISEI VISION 2030】達成計画や統合

レポートにて公表していることに加え、当

社オフィシャルサイトのグローバルメニュ

ーに「DX」を設置しました。当メニューに

おいては、DXビジョンや社長・CDOメ

ッセージも掲載しています。また、DXで

目指す建設現場の姿（夢のある未来の働き

方）のイメージ動画を公式YouTubeチャ

ンネルにて発信するなど、積極的な情報発

信に努めています。
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「アミノサイエンス®で人・社会・地球のWell-beingに貢献する企業」への 
変革をDXで加速

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社グループでは「アミノサイエンス®

で人・社会・地球のWell-beingに貢献する」

をパーパス（志）として、2030 年までに

10 億人の健康寿命を延伸し、環境負荷を

50％削減するというアウトカムを目標と

して掲げています。またパーパス（志）を

実現する取り組みとして、事業を通じた社

会 価 値 と 経 済 価 値 の 共 創 を 図 るASV

（Ajinomoto Group Creating Shared 

Value）経営を進化させ、従来の食品系事

業の深化とともに、事業モデル変革を掲げ、

4つの成長領域（ヘルスケア、フード＆ウ

ェルネス、ICT、グリーン）で飛躍的成長

を目指します。これらの実現のために「ス

ピードアップ×スケールアップ」の手段と

してDXを推進しています。

DX戦略

　味の素グループのDXはデジタルを活用

した「企業変革」であり、パーパス（志）の

もと、2030 年のありたい姿を目指し、バ

ックキャストして経営を進化させる「中期

ASV経営」を、DXにより加速していきま

（図 1）2030 ロードマップとDX 戦略

す。DX推進ステップを設け、DX1.0「全

社オペレーション変革」、DX2.0「エコシ

ステム変革」、DX3.0「事業モデル変革」

からDX4.0「社会変革」を設定。全社員が

変革に参画し、最終的には社会に貢献する

ことをゴールとします。事業や企業風土を

従業員自らが変えていくために、デジタル

活用の素地作りとしてOE（オペレーショ

ナルエクセレンス）による業務の磨き込み

を重視。加えて、「データを活用した経営

の高度化」を目指し、バリューチェーン全

体にある様々なデータを蓄積、加工、活用

できるデータマネジメント基盤「ADAMS」

（Aj inomoto  Data  Management 

System）の構築を進めています。また、

4つの成長領域において技術創出の共通基

盤である「Smart R&D」を取り入れ、AI（マ

テリアルインフォマティクス等）や新技術

（微小液滴による超高速スクリーニング手

法等）により研究開発を高度化・高速化さ

せ、高い成長率を実現させます。

組織づくり
 

　経営会議の下部機構としてCDOを委員

長とするDX推進委員会を設置し、本社の

２事業本部とコーポレート本部の縦ライン

をR&D、マーケティング、生産、SCM、

データマネジメント等の機能の各小委員会

で横串を通す形でサポートしています。ま

たグローバルの4 地域本部（アセアン、ラ

テンアメリカ、北米、欧州アフリカ）とは、

毎年合同推進会議を行い、DX推進の最新

情報、ベストプラクティスを共有し、個別

案件は随時連携しています。

デジタル人材の育成・確保 

■育成

　「ビジネスDX人財育成コース」を立上

げ、2020-2023 年の4 年間で従業員の

70％以上(約2,200 名）が初級認定を取

得、中級・上級DX人財（統計検定３級、

2 級）も着実に増加しています。2024 年

度は「デジタル活用の強化」に軸足を移し、

デジタル活用研修プログラムを提供し、生

成AIおよびローコードツールでコミュニ

ティを設け、活用事例共有会等で個人の活

用を支援。併せて組織の支援に向けた仕組

み、研修を実施していきます。

■確保

　「事業モデル変革」の進展に伴い、マー

ケティング部門等と連携しながら、DX推

進部が専門性の高い人財（ビジネスアーキ

テクト、データアナリスト等）を外部から

採用しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　様々な環境変化に適応するため、個人の

働く環境を自由に選択できるように、セキ

ュリティが担保できるIT基盤を構築。具

体的にはオンプレミスのゼロ化を目指した

「クラウド化」や、開かれたネットワーク

でありながらセキュリティが確保された
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「ゼロトラストネットワーク」を整備。「情

報セキュリティ理解度テスト」（e-ラーニ

ング形式で3,920 名受講、受講率91%）

や「標的型メール攻撃訓練」を実施。情報

セキュリティ点検として国内のデータセン

ターを対象とした脆弱性診断、国内外グル

ープ会社のWEBサイトを対象としたセキ

ュリティ診断を、外部サービスを活用して

定期的に実施し、継続的な脆弱性対策を講

じています。

データ活用・連携、AI活用

　バリューチェーン全体にある様々なデー

タを蓄積、加工、活用できる統合データ基

盤の「ADAMS」を活用し、組織間連携の

効率を高め、データから得た知見で新たな

価値を創出するためのデータマネジメント

体制を整備しています。味の素グループで

は、既存の食品系事業だけでなく4つの成

長領域の成長のために、これまでAIを活

用して、①工場における生産・SCM最適化、

②R&D・新製品開発の高速化、③マーケ

ティングの高度化等を進めてきました。労

働人口減少への対応や競合に対する開発ス

ピードの強化、効率的なマーケティングな

どそれぞれ効果を挙げており、AIとその

もとになるデータ基盤「ADAMS」が必要

不可欠になっています。

DXの取り組み

■味の素グループデータ基盤「ADAMS」

の取り組み

　「データを活用した経営の高度化」を目

指し、各バリューチェーン（R&D、生産、

SCM、マーケティング、営業等）の連携

を強化するべく、統合的に管理できるデー

タ基盤「ADAMS」を構築・活用しています。

味の素グループは世界34カ国に事業展開

し、様々な食品、嗜好飲料からサプリメン

ト、医薬・食品用、電子材料等の多岐にわ

たる製品群を保有しており、システムやデ

ータ統合は歴史的に課題となってきました。

「ADAMS」はこの問題を抜本的に解決す

ると同時に、データ品質と十分なデータ量

の確保、データ利活用の利便性や最適コス

トを実現していきます。具体的には様式の

異なる様々なデータを共通ルールの下、誰

でも使えるように二次データに加工した上

で、データ活用側が目的に応じてデータ加

工し、活用します。法人や地域をまたがる

データがシームレスに利活用できることで、

生産性向上・コスト削減に加え、データに

基づいた新商品開発によるシェア拡大にも

寄与しています。海外グループ会社のデー

タについては、海外地域本部にデータ推進

責任者を配置し、各地で構築中のデータ基

盤との将来的な統合を目指した連携を開始

しています。並行して、データ利活用を行

うDX人財の育成強化によるDXの実現能

力向上および、サイバーセキュリティを強

化し、デジタル化のリスクを極小化する取

り組みを実施しています。

■食と健康の新しいプラットフォーム、

「FaaS構想」（Food as a Service）の取

り組み

　4つの成長領域うちのフード＆ウェルネ

スの一部である「FaaS構想」とは、当社

の強み・アセットである「おいしさ設計技

術®」・アミノサイエンス®をベースとし

て健康・栄養の知見や豊富なメニューをサ

ービス化し、外部パートナーの保有するノ

ウハウや技術を組み合わせ、一人ひとりの

生活者に合った健康でパーソナルな生活を

応援する、新しい製品やサービスを提供す

る構想です。第一弾として、フラッグシッ

プ製品となる、おいしくてからだにいいも

のを手軽にとれる冷凍宅配ストックご飯

「あえて、®」を2024 年1 月にリリース。

おいしさと栄養バランスにこだわった20

種類のラインナップで、現在順調に販売拡

大中です。「あえて、®」の発売には、当社

の保有する技術、知見に加え、業務提携先

のおいしい健康社の健康栄養メニュー開発

ノウハウ、同じく業務提携先のイングリウ

ッド社のEC領域でのデータ・知見・イン

フラを組み合わせています。今後、当社が

開発した、日々の食事における栄養バラン

スを簡易的に診断する「しっかり食べチェ

ック®」、生活者の生活習慣に合わせて栄

養バランスの調整を促す「未来献立®」に、

栄養バランスの良い「あえて、®」を組み

合わせて、健康に配慮した企業向けに提供

することを計画しています。

成果指標の設定

　DX推進のKPIは全社経営のKPIと同一

であり、以下の５つです。

①資本効率性の観点からROEとROIC

②成長性の観点からオーガニック成長率

③キャッシュ創出力を示すEBITDAマー

ジン

④従業員エンゲージメントスコア

⑤コーポレートブランド価値

　上記のうち①②③は四半期毎の決算発表

にて公開しています。

ステークホルダーとの対話

　2021 年3 月23 日のIR dayで初めて

「DX」の４テーマを取り上げ、DXの全体

像をはじめ新事業テーマを含めた情報の開

示や味の素グループの成長ポテンシャルに

ついて説明。2024 年7 月のIR dayでは、

「味の素グループの変革を支えるDXの進

化・取り組み」として「デジタルを活用し

た経営の高度化」に向けた取り組みを説明

しました。その他、HPや講演、取材等を

通して、CEO、CIO、CDOよりDXに関

する取り組みを、顧客・未来の従業員・サ

プライチェーン全体へ積極的に発信してい

ます。

（図 2）「FAAS」
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「未来の当たり前をつくる」顧客起点のDX

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社は日本、米国、欧州、中国を中心に

グローバルでインナーウェア事業などを展

開し、「一人ひとりの自分らしさや美しさ

に貢献するために、からだとこころのいち

ばん近いところで寄り添い続けること」を

ミッションとしています。その実践に向け

て、自社が抱える事業課題やお客さまの価

値観、社会・環境の変化を見据えつつ、長

期的なゴールからのバックキャスティング

により、2030 年に向けた将来ビジョンを

示す「VISION 2030」を策定しました。

「VISION 2030」では、世界市場における

競争優位性の確立に向けて、国内外ともに

デジタル戦略を掲げ、新しい事業領域や成

長領域へ投資を行い、非連続成長の実現に

挑戦しております。より大きな成果を生み

出すことによって、持続的な成長と企業価

値の向上を図り、100 年を超えて存続を

期待され続ける企業に進化すべく、不断の

前進を続けます。

DX戦略

　DXビジョンを「未来の当たり前をつく

ること」と位置づけ、お客さま一人ひとり

の未来の日常において「当たり前」となる

（図 1）顧客のデータ活用イメージ

こと・ものを思い描くことで、顧客体験の

新たな価値を創造することを目指していま

す。こころとからだは一人ひとり全く異な

るものであり、その多様性に寄り添った新

たな顧客体験の提供を検討する際には「パ

ーソナライズ」の概念がキーワードになり

ます。従来は個別のお客さま対応には多く

のリソースが必要であり物理的な限界が存

在していましたが、デジタル技術の活用を

もってその壁を越えることが可能になると

考えております。当社には、これまでの長

年にわたる人間科学研究開発センターでの

こ こ ろ と か ら だ の 研 究 デ ー タ に 加 え、

「SCANBE（スキャンビー）」によって得

られたボディデータ、店舗やECサイトに

寄せられたお客さまの声や購買情報、販売

員の接客知見など、多くの情報資産が蓄積

されています。これらのデータを最大限に

活用し、ワコールの「美・快適・健康」分

野への事業拡大やよりパーソナライズされ

た商品・サービスの提供を通じて、お客さ

まと深く・広く・長い関係性の構築を目指

してまいります。

組織づくり
 

　当社は、DX戦略委員会を設置し、IT部

門やEC部門など社内横断でDX戦略を実

現する体制を整えています。DX推進の三

つの柱は、顧客起点DXと、それを支える

業務DX、人材DXです。DX戦略は一つ

の部門で完結対応できるものではなく、全

社戦略としての位置づけが必須と考えてお

り、マーケティング部門において立案する

顧客起点の戦略を軸に、各事業と連携して

実行しています。

デジタル人材の育成・確保 

　DX戦略の中心となる戦略構想は内製を

軸とし、外部リソースはIT技術など明確

な専門分野に限定しています。社内公募を

中心とした人材登用を行うとともに、事業

成長や新規事業に必要なスキルを持った人

材を育成するため、リスキリングに取り組

んでいます。DX戦略委員会においてデジ

タルスキル標準に照らし合わせたスキルの

定義や区分を策定し、必要なスキルを特定

しています。具体的には以下の要素を重視

しています。①現場のビジネスを熟知して

いる、かつ、デジタルと親和性があり吸収

力の高い若手メンバーを中心にチームを編

成、②プロジェクトの中心に顧客視点で考

えられる女性のメンバーを登用、③本人の

熱意に基づく手上げ制を重視する人事制度

の積極的活用。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　DX戦略の推進に必要なITシステム環境

として、顧客情報や購買履歴、来店履歴は

オンライン、オフラインに関わらずクラウ

ド上の顧客基盤に集約し、社内基幹システ

ムと連携させています。これにより、ビジ

ネス環境変化に合わせた、顧客起点のモノ

づくりやマーケティングを柔軟かつ迅速に

実行できる体制を構築しています。また、
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（図 2）「SCANBE」の「わたしを知る骨格診断」POP UP STORE

サイバーセキュリティリスクに対応するた

め、企業倫理・リスク管理委員会が取締役

会の承認のもと、「リスク管理基本規程」

を定めています。企業倫理・リスク管理委

員会の下部組織である「情報セキュリティ

部会」では、顧客個人情報や重要技術情報

を狙うサイバー攻撃への対策として、情報

セキュリティ全般の情報収集、現状調査、

分析等を実施し、活動方針や具体的対策の

立案、関連規程の制定・改廃、戦略投資案

件を審議するとともに、進捗状況のモニタ

リングを実行しています。審議された方針

や活動内容については、企業倫理・リスク

管理委員会を通じて、定期的に取締役会に

報告を行っています。

DXの取り組み

■3D計測サービス

　インナーウェアならではの対面接客のス

トレスに着目し、顧客体験を「よりストレ

スフリーに、より自由に」革新した3D計

測サービス「SCANBE」を2019 年5 月

に開始、延べ約30万人（2025年4月時点）

が本サービスを体験しています。2023 年

5 月には自社公式アプリ「ワコールカルネ」

へのデータ連携を開始し、計測データをス

マホで閲覧可能としました。お客さまが日

常において自分のからだと向き合うことが

できる体験を提供することで、よりお客さ

まと深く・広く・長く繋がることを目指し

ます。

■データ活用とオープンイノベーション

①サービス

　ボディデータを活用したソリューション

をオープンイノベーションのスキームで開

発。TOPPAN株式会社、株式会社アイシ

ービーと協業し、AIを活用した「わたしを

知る骨格診断」を2024 年3 月に開始。

「SCANBE」初の有料コンテンツとなる本

サービスは、東京・大阪で過去3 回開催

したポップアップストアにおいて実施枠が

ほぼ満席となり、その波及効果によって他

店での同サービス利用者も大幅に増加しま

した。現在14 店舗（2025 年4 月時点）

でサービスを展開し、新たな価値創出につ

ながっています。

②モノづくり

　3D計測を通じて取得したデータ分析に

より、従来のブラジャーの設計において常

識とされていた情報とは異なる新たな事実

の発見がありました。そのデータ分析をも

とに、より一人ひとりにフィットするパー

ソナライズ設計された商品を開発、販売し

ています。

③ヘルスケア領域への拡大

　2024 年8 月には、経済産業省が実施

する「令和5 年度補正PHR社会実装加速

化事業（情報連携基盤を介したPHRユー

スケースの創出に向けた課題・論点整理等

調査実証事業）」に実証事業者として採択

され、AI食事管理アプリ「あすけん」の開

発・運営を行う株式会社askenとのマッ

チングが成立。「SCANBE」に「あすけん」

の蓄積データを掛け合わせることで「今の

からだ」を外側と内側から知ることができ、

利用者のニーズに合ったソリューションを

提供するサービスの実現を目指してユース

ケースの創出に取り組みました。

さらに、グラングリーン大阪内に2025

年3 月に開業されたオフィスワーカー向

けウェルビーイング向上スペース「SLOW 

AND STEADY」への出店や、「わたしを

知る骨格診断」に次ぐ「SCANBE」のデジ

タルソリューションの開発など、ヘルスケ

ア領域における新たな価値創出を進めてい

ます。今後も自社内の開発にとどまらず、

他社との協業も積極的に行い「からだを知

る」ことを起点とした商品やサービスの提

供を拡大することで、顧客体験価値を高め、

BtoB共創の可能性の拡大とシナジーの増

加につなげてまいります。

ステークホルダーとの対話

　統合レポートのトップメッセージにおい

て、DX戦略やその重要性について述べる

など経営トップ自らDX推進のメッセージ

を発信しております。また決算説明資料等

で、DX活用の顧客戦略である「SCANBE」

の計測者数や計測後の購買行動に関する情

報を開示し、継続的な情報発信に努めてお

ります。投資家ミーティングでの進捗報告

やスモールミーティングを通じた自社の

DX戦略等への定期的な対話・説明に加え、

DXを活用した取り組みに関するニュース

リリースも積極的に配信しています。

（図 3）「SCANBE」3D 計測サービスの様子
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DX Vison 2030　私たち旭化成はデジタルの力で境界を越えてつながり 
“すこやかなくらし”と“笑顔のあふれる地球の未来”を共に創ります

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　旭化成グループは、「世界の人びとの“い

のち”と“くらし”に貢献します。」という

企業理念のもと、グループビジョンである

「健康で快適な生活」と「環境との共生」の

実現を通して、社会に新たな価値を提供す

るべく企業活動を行っております。持続可

能な社会に貢献すると同時に、それを当社

グループの企業価値の向上につなげていく、

という2つのサステナビリティの好循環の

実現を目指しております。

　当社グループの事業は、「マテリアル」、

「住宅」、「ヘルスケア」の3 領域がそれぞ

れの役割を果たし、全社に蓄積された経営

資産を最大限効率的に活用することで、成

長と安定のバランスを実現してきました。

また、当社グループの持つ技術を、スピー

ド感を持って事業化していき、自社だけで

はなく様々な選択肢を視野に入れながら、

カーボンニュートラル実現に向けた最善の

解決策にて、最速で社会に提供しDXによ

る企業価値向上を目指しています。

（図 1）DX 戦略

DX戦略

　中期経営計画2024では、2030 年の目

指す姿に向けたファーストステップと位置

づけ、次なる成長事業（GG10）への重点

的なリソースの投入と、中期視点での抜本

的事業構造転換に着手し、事業ポートフォ

リオの進化を追求し、事業を支える土台と

なる経営基盤をより強固にすることを実行

指針としました。

　経営基盤の強化では、「Green(グリー

ントランスフォーメーション）」、「Digital

（デジタルトランスフォーメーション）」、

「People（人材のトランスフォーメーショ

ン）」および無形資産の最大活用を掲げ、

旭化成グループの共有資産を掛け合わせた

価値の最大化に注力しました。2025 年度

からは次期中期経営計画が始まり、現中計

で進めてきた施策が段階的に成果を生んで

いくフェーズとして成長を加速させていき

ます。旭化成グループの素材や製品の付加

価値をベースに、顧客の価値向上に資する

新しいサービスのプラットフォームを創出

し、豊富な無形資産を最大限に活かしたソ

リューション型事業やライセンス型事業の

強化も進めます。本取り組みをさらに加速

するために、テクノロジーバリュー事業開

発という新たな仕組みを開始し、3 領域経

営の強みをさらに発揮させ、スピードとア

セットライトを両立する収益創出を目指し

ていきます。

組織づくり
 

　デジタルとの共創による変革をグループ

横断で推進するために、2021 年4 月に

デジタル共創本部を設立、2025 年度から

は機能別に、「全社のDX戦略の策定・推

進」、「AIおよびデータサイエンス」、「プ

ラットフォーム、IT・DXデザイン、クラ

ウド開発」、「全社DX人材育成強化」と専

門性を強化する組織へ再編いたしました。

　現場主導型のDXの加速に向けたサポー

ト体制を強化しており、製品・サービス・

ビジネスモデル・業務・組織・プロセス・

組織風土の継続的な改革、すなわちトラン

スフォーメーションを目的に、全従業員で
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デジタルを当たり前に使いこなし、組織を

超えた共創によるDX推進を加速させてい

きます。

デジタル人材の育成・確保 

　旭化成グループでは、全社員教育プログ

ラム 「旭化成DX Open Badgeプログラ

ム」を展開。5 段階のレベルのうち、レベ

ル3までを「デジタル活用人材」、レベル

4.5を「デジタルプロフェッショナル人材」

と定義し、必要な人材の把握、マネジメン

トに活用しています。また経産省が主導し

ているデジタルスキル標準を活用したデジ

タルプロ人材ロール定義による可視化も行

い、個人・組織の成長を狙います。デジタ

ルプロフェッショナル人材を対象にスキ

ル・ロールを定義し一部のデジタルエンジ

ニアを対象に可視化のトライアルを実施。

今後は旭化成グループ全体へ拡大し、次な

るプロフェッショナル人材育成や社外に向

けた採用活動を検討していきます。

DXの取り組み

　DXの取り組み事例として、DXでの支

援にて無形資産を活用した収益モデルの創

出「テクノロジーバリュー事業開発」を紹

介します。旭化成グループ、特にマテリア

ル領域事業の課題として新たなビジネスモ

デル創出を追求し、収益性と資本効率を向

上させることがあります。本課題に対して、

無形資産を起点に顧客との共創において研

究開発の段階から技術供与やコンサルティ

ングを通じて、無形資産の価値を最大化す

るとともに、スピードとアセットライトを

両立した収益モデルの創出を目指していく

「 テ ク ノ ロ ジ ー バ リ ュ ー 事 業 開 発

（ T e c h n o l o g y  v a l u e  B u s i n e s s 

Creation, 以下TBC）」という新たな取り

組みを開始しています。

　当社グループではこれまで蓄積してきた

コア技術および知的財産や近年における全

社を挙げたDX推進によるデータやAIな

どの形に形式知化されたノウハウなど幅広

い技術等の無形資産が存在する一方で、豊

富な無形資産をより効率的に価値に変える
（図 2）DX の取り組み

と い う 点 で は こ れ か ら の 課 題 で し た。

TBCでは、これらの無形資産を経営基盤

とし、潜在的な価値があるというマインド

セットを社内に普及、当社グループに蓄積

された知財やノウハウ、データ、アルゴリ

ズム等の無形資産を一つのまとまった価値

と捉え、設備投資に係るコストおよびリス

クの回避・低減をしつつ、他社との共創を

通じて最も効率的な価値提供につなげるた

めの活動を推進しています。

　例えば、DXでの支援においてマテリア

ル・インフォマティクス(以下MI)モデル

を活用し、顧客側の課題について検討デー

タを用いて特性予測結果や最適条件提案を

提示することが可能となります。これらの

情報で開発工数削減や技術確立の加速化、

早期の製品化が可能となり、特許とMI関

連の無形資産群を1つのパッケージとして

組み合わせ、顧客・パートナー企業・当社

グループにとって価値が最大化されるよう

共創を設計、事業を創出することにつなが

ります。

　また当社グループのDXを通して蓄積し

たDXノウハウそのものを社外に向けて提

供し、産業全体の無形資産活用を活発化さ

せることにも挑戦しています。具体的には

熟練者の暗黙知のノウハウや経験をデジタ

ル化し確実な技術伝承をDXにて支援しま

す。また一顧客向けだけでなく多様な市場

における複数の顧客、サプライヤーの情報

をDXでつなぎビジネスモデルを進化させ

ていきます。

　TBCではこの直接的なコンサルティン

グで得られる収益モデルを確立しましたが、

それだけでなくここから共創を生み出し、

各社が有する無形資産をDXによってつな

ぎ合わせ、物売りにとどまらないソリュー

ションビジネスを複数社の共創によって作

り上げることを進めていきます。

成果指標の設定

　中期経営計画2024ではDX戦略の達成

度を測るための指標として、2024 年度目

標DX-Challenge10-10-100（デジタル

プロ人財10 倍、デジタルデータ活用量

10 倍、重点テーマ増益貢献100 億円）を

設定し、すべて達成をいたしました。

　DX関連の個別テーマの増益貢献額につ

いては、デジタル共創本部がテーマ管理シ

ステムを活用して集計し、全社戦略テーマ、

共創テーマ、基盤R&Dテーマ、自立テー

マに分類して、月次で進捗状況を把握・管

理しています。また当社グループ全従業員

が閲覧可能なポータルサイトで月報を公開

し、KPIの進捗状況、テーマの達成状況、

その月のDX活動事例、講演会の案内やア

ンケート結果、社外とのDXへの取り組み

等を紹介しています。全社戦略テーマの一

部は、「CEOマイルストーン」として、経

営トップがテーマを設定し、月単位でチェ

ックポイントを定め、戦略の見直しや施策

を進めています。
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─　化学　 ─　4901　 ─

経営戦略と連動したDX推進によるビジネスモデル変革で
社会課題解決に貢献

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　富士フイルムグループはグループパーパ

スである「地球上の笑顔の回数を増やして

いく。」の実現に向け、多様な「人・知恵・

技術」の融合と独創的な発想のもと、様々

なステークホルダーと共にイノベーション

を生み出し、世界をひとつずつ変えていき

ます。2030 年度に向けた長期CSR計画

「Sustainable Value Plan 2030」では、

４つの重要分野「環境」「健康」「生活」「働き

方」と、事業活用の基盤となる「サプライ

チェーン」「ガバナンス」における目標を設

定し、「事業を通じた社会課題の解決」と「事

業プロセスにおける環境・社会への配慮」

の両面からサステナブル社会の実現に貢献

していきます。

DX戦略

　グループパーパス実現に向け、多様な

「人・知恵・技術」の融合やさまざまなス

テークホルダーとの共創によるイノベーシ

ョンを、デジタルによって加速させていま

す。生成AIなど最新のデジタル技術を柔

軟かつ迅速に取り入れ、ビジネスモデルを

変革することが経営戦略の重要なポイント

です。2021 年にはDXビジョンを制定し、

（図 2）DX 戦略

地地球球上上のの笑笑顔顔のの回回数数をを増増ややししてていいくく。。
わたしたちは、多様な「 人・知 恵・技術 」の 融合と独 創 的 な 発 想 のもと、

様々 なステークホルダーと共にイノベ ーションを 生み出し、世界 をひとつずつ 変えていきます 。

富士フイルムグループパーパス

（図 1）グループパーパス

グループ全社でDXを強力に推進していま

す。

■DXビジョン

「わたしたちは、デジタルを活用すること

で、一人一人が飛躍的に生産性を高め、そ

こから生み出される優れた製品・サービス

を通じて、イノベーティブなお客さま体験

の創出と社会課題の解決に貢献し続けま

す。」

　DX推進を支えるDX基盤は「製品・サ

ービスDX」「業務DX」「人材DX」の３つの

柱と、その土台となる「柔軟かつ強靭なイ

ンフラ」で構成しています。デジタル技術

とデータを活用して業務を変革することで、

従業員の生産性を飛躍的に高め、社会課題

の解決に貢献する製品・サービスの創出へ

とつながる時間を創出します。「人の知恵

とデジタルの高い次元での融合」を実現す

るDX行動規範として、「デジタルで表現」

「トラストの実現」「現場間連携」の３つを

掲げています。

組織づくり
 

　グループ全体のDXにおける最高意思決

定機関として、CEOを議長、CDOを副議

長とする「DX戦略会議」を設置し、投資

優先度の判断や戦略実行による効果最大化

への議論を進めています。

　「All-Fujifilm DX推進プログラム」では

CEOをプログラムディレクターとしたグ

ループ横断的な体制の元、全事業がビジョ

ンや戦略マップを策定・推進しています。

現場主導のDXにも注力し、トップダウン

とボトムアップの両輪で全社で最適化され

たDXを推進しています。

デジタル人材の育成・確保 

　DX戦略に基づき、DX推進において基

盤となる「マインドセット」から「成果創出」

までをカバーする育成プログラムを整備・

展開しデジタル人材の育成を進めています。

　グローバル共通の仕事の進め方である、

See-Think-Plan-Do（当社グループ独自

のマネジメントサイクル）を土台とし、生

成AI時代に必要性が更に高まる情報収集・

仮説策定・課題策定力を強化しながらデジ

タルスキル標準に沿ったDX人材の育成・

配置を行っています。

　DX人材獲得に向けた取り組みとして、

富士フイルムMIアカデミーや富士フイル
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ム体験型ハッカソン（情報系インターンシ

ップ）を開催し、IT系学生トップ人材との

接点をつくっています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　富士フイルムグループ全体のDXの加速

的推進、およびセキュリティレベル向上を

目的に、クラウドセントリック・ゼロトラ

ストアーキテクチャを徹底して志向した

ITインフラ・セキュリティ施策を採用し、

ビジネスニーズの変化にも柔軟に対応でき

る強固なIT基盤を実現しています。全て

のITインフラ・セキュリティ施策をグル

ープ・グローバル共通とし、グループ約

270 社にガバナンスを徹底しています。

　これら施策は概ね５年後を見据えたある

べき姿と、これを実現するためのロードマ

ップを描いた中長期インフラ戦略に基づき

計画的に推進しています。デジタル技術や

他社の動向を的確に把握することで、世の

中をリードできるよう戦略を常にアップデ

ートし、競争力のあるIT基盤を構築して

います。

データ活用・連携、AI活用

■データ活用

　データガバナンスの徹底を図りながらグ

ループ全体でデータドリブン経営を推進し

ています。財務情報を中心とした経営情報

分析システムによってリアルタイムで変化

する経営データからビジネスニーズの変化

や環境変化を捉え、迅速な意思決定を支援

しています。また、グループ共通データ活

用プラットフォームによって、CRMや販

売データ、需給・製造情報などの非財務情

報にも対応し、必要なデータを簡単に入手

して活用できる環境を整備しています。

■AI活用

　デジタルカメラや医療、材料開発などの

分野で機械学習や深層学習など様々なAI

技術開発に取り組んできました。さらに生

成AIを掛け合わせ、目的に合わせた技術

の使い分け・組み合わせにより、DXを加

速させています。

DXの取り組み

■デジタル技術で実現するサプライチェー

ン改革

　ERPやブロックチェーン、AIを活用し

た部品調達におけるサプライチェーン改革

で、在庫管理の精度を向上させ、キャッシ

ュコンバージョンサイクル（CCC）を大幅

に改善しました。コミュニケーション工数

が10 分の１へ軽減、在庫日数の大幅短縮、

コストの大幅削減など大きな成果を出して

います。

　従来のサプライヤーとの情報伝達はバケ

ツリレー形式で行われており、納期調整に

時間を要したりデータの信頼性不審もあり

在庫の調整が困難な状態でした。これに対

しブロックチェーン技術をベースにオープ

ンでセキュアな情報連携を可能にする仕組

みを構築。当社だけでなくサプライヤーに

も公開することで、お互いにタイムリーか

つ正確な情報交換が可能になりました。そ

の結果、材料発注の前倒しや確度高い納期

回答、納期厳守率アップなどの結果が出て

おり、サプライチェーンの全体改革の中で

安定調達や余剰在庫削減など在庫最適化を

実現しました。イメージング事業から始ま

ったこの取り組みは他事業領域にも展開さ

れており、全社的なCCC改善を目指し持

続可能な成長が期待されています。

■個人データ主権を守るヘルスケア領域で

のビジネスモデル変革

　メディカルシステム事業でインドを始め

とした新興国で展開している健康診断セン

ター「NURA」では、当社グループの医療

機器で撮影した膨大な健診データがビッグ

データとして蓄積されています。ブロック

チェーン技術を用いたセキュアに情報を流

通させることのできる情報基盤により、健

診データのオーナーを患者個人とした健診

データの利活用を可能にしました。これま

で医療機関などが管理していた個人の医

療・健診データを個人が利活用できるデー

タに転換し、個人の健診データの資産化を

目指してエコシステムを構築しています。

具体的には、健診受診者が保険に加入する

際にデータ利用者である保険会社からデー

タオーナーである受診者に提供依頼がなさ

れ、オーナーの利用同意に基づき、健診セ

ンターから健診データが提供されます。

　これまでの健診用機器ビジネスから健診

センタービジネスに発展し、今後はさらに

パートナー企業を巻き込み、データ利用者

を製薬会社や医療機関にも広げていくこと

でグローバルなデータ活用のエコシステム

へと発展させます。この取り組みは、医療

データ社会のリーダーシップを確立し、社

会課題解決にも寄与することを目指してい

ます。

成果指標の設定

　DX戦略を推進するにあたり、財務健全

性を各領域における評価基準の一つとして

設定しています。ただし財務指標（収益性

や資本効率）だけでなく、非財務指標（顧

客満足度や従業員エンゲージメントなど）

も組み合わせることで、全体的な成果を測

定しています。

■健康領域における成果指標

・医療AI技術を活用した製品・サービスの

展開を2030 年度までに196か国に拡大

・健診センター「NURA」を2030 年度ま

でに100 拠点まで拡大

■働き方領域における成果指標

・働く人の生産性向上と創造性発揮を支援

する働き方を2030 年度までに5000 万

人に提供

ステークホルダーとの対話
　

　統合報告書やDX記者説明会、記事媒体、

コーポレートWebサイトなど多様な媒体

を通じて、CEOおよびCDOから、DXに

対する経営のコミットメントやIT専門性

の高い情報を発信するなど、投資家を含む

多様なステークホルダーへ積極的なコミュ

ニケーションを行っています。

　生成AIをはじめとしたデジタル技術を

活用したビジネスモデル変革の具体的な取

り組みや、その進捗・成果についても継続

的に情報発信し、DXが経営指標や企業価

値向上に与える効果を広く伝えています。



36D X銘柄2025

DX銘柄企業

第一三共株式会社

─　医薬品　 ─　4568　 ─

データとデジタル技術を駆使した
グローバルファーマイノベーターの実現

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　第一三共は「世界中の人々の健康で豊か

な生活に貢献する」というパーパスのもと、

2025 年度には、「がんに強みを持つ先進

的グローバル創薬企業」に、2030 年まで

に「サステナブルな社会の発展に貢献する

先進的グローバルヘルスケアカンパニー」

となることを目指しています。ビジネスモ

デルは、サイエンス＆テクノロジーを最大

の強みとし、革新的な医薬品を継続的に創

出することです。これにより、アンメット

メディカルニーズ（未充足な医療ニーズ）

に応え、患者さんの生活の質を向上させる

ことを目指しています。特にがん領域に注

力し、抗体薬物複合体（ADC）技術を活用

した５つの主力抗体薬物複合体（5DXd 

ADCs）の開発・展開を進めています。

DX戦略

　第一三共は、2021 年度から2025 年

度の第５期中期経営計画において、「DX

推進によるデータ駆動型経営の実現と先進

デジタル技術による全社の変革」を成長の

基盤と位置付けています。具体的には、

2025 年のDXビジョンを「データとデジ

タル技術を駆使したグローバルファーマイ

ノベーターの実現」とし、2030 年には「先

進的グローバルヘルスケアカンパニーとし

て、データとデジタル技術を駆使してヘル

スケア変革に貢献する」ことを目指してい

ます。

　この戦略を実現するため、第一三共はグ

ローバルDXを設置し、グループ会社を横

断してDXの統括を行っています。また、

全社的なDX推進を支える基盤として、生

成AI・メタバースの活用や統合データ分

析基盤を活用したデータ分析、業務効率化

を目指したRPAの導入に積極的に取り組

み、これらの技術を用いて組織全体の生産

性を向上させています。さらに、個別の施

策としては、データ駆動型創薬、AIによ

るがん解析の自動化、医療ビッグデータ

（RWD）の活用にも注力しています。また、

トータルケアプラットフォームの構築やデ

ジタル治療アプリ（DTx）の開発など、新

しいヘルスケアソリューションの創出にも

取り組んでいます。

組織づくり
 

　CDXO（Chief Digital Transformation 

Officer）を任命し、CDXOがグローバル

DXを通じて全社DX施策を統括していま

す。各事業部にはDX戦略担当者とDX推

進担当者を、グローバルDXにはBRM

（Business Relationship Manager） と

PPM（Project Portfolio Manager）を

設置し、これらを通じて事業部とグローバ

ルDXの連携を強化、効率的なプロジェク

ト推進体制を構築しています。

デジタル人材の育成・確保 

　デジタルスキル標準を参照した独自の４

区分DXスキルと５段階レベルを定義し、

計 画 的 な 人 材 育 成 を 実 施 し て い ま す。

2025 年度末までのKPIとして、ITパス

ポート取得1,000 名（既に2,448 名が合

格）、DX推進スキルLv2 達成3,000 名、

デジタルスキルLv2 達成3,000 名を設定

しています。これらのKPIを達成するた

めに、全従業員を対象としたITパスポー

ト取得支援やデータサイエンティスト検定

支援、DX関連外部講座の無償提供、セル

フラーニングプログラムの活用など、包括

的な育成プログラムを展開しています。ま

た、中途採用や人事異動を通じて、適切な

人材を確保しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　ITシステムは、全社最適化や事業のさ

らなるグローバル化を支える基盤づくりと

して、ERPシステムやMicrosoft365 環

境のグローバル統合を実施しています。

　 一 方、 サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ で は、

Head of Global Cybersecurity を

CDXOの下に設置しています。また、情

報処理安全確保支援士などの有資格者が在（図 1）https://www.daiichisankyo.co.jp/about_us/dx/ の図を一部改変
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籍する専門組織を整備しています。

　セキュリティ対策としては、システムの

企画・設計段階からセキュリティレビュー

を実施し、ITインフラと連携したセキュ

リティイベントの継続的なモニタリング、

経営者向けの啓発活動、従業員向けのeラ

ーニングを行っています。

データ活用・連携、AI活用

　医療ビッグデータ（RWD）の活用と統合

データ分析基盤（IDAP）の構築により、が

ん領域での安全性情報のモニタリングや臨

床開発の効率化を実現しています。AIを

活用した画像解析により、がん組織の解析

を自動化し、従来の手作業に比べて約十倍

の処理速度を実現しました。さらに、数

十億規模の仮想化合物ライブラリとAIを

組み合わせることで、仮想空間で標的タン

パク質への相互作用を予測し、創薬初期段

階で有望な化合物を発見することが可能と

なりました。これにより、データ駆動型創

薬は単なる効率化に留まらず、従来は「出

来なかったこと」が「出来るようになる」

新たな価値を創出しています。また、スク

リーニングの効率化も進んでおり、デザイ

ン、合成、評価、解析の一連の創薬フロー

の高速化、効率化を実現しています。

DXの取り組み

　第一三共は、経営戦略に基づいたDX戦

略の立案から、事業部のニーズ管理、プロ

ジェクトポートフォリオの管理、IT資産

（図 2）

管理に至るまでのプロセスをデジタル化し、

より効率的な管理体制を構築しています。

これにより、最適なDX投資の実現と効果

的なDXの推進を図っています。このよう

な取り組みを通じて、第一三共は創薬から

臨床開発、サプライチェーン、販売・情報

提供に至るまで、各方面でDXを推進して

います。

■全社的なDX

　全社員に生成AIを提供することで、業

務負荷を軽減し、生産性の向上を図ってい

ます。さらに、利用ルールやセキュリティ

の整備を進めることで、従業員が生成AI

を安全かつ効果的に活用できるようにして

います。また、専門のチームが各事業部の

業務を可視化し、課題を明確化した上で

RPAの導入を実施しました。この結果、

全社的なコストと工数の削減に成功してい

ます。

■創薬におけるDX

　データ活用・連携、AI活用でも前述し

た通り、AIを活用した画像解析により、

がん組織の解析処理速度の加速を実現しま

した。さらに、データ駆動型創薬により、

効率化だけでなく、有望な化合物を発見す

るという、新たな価値の創出が可能となり

ました。

■臨床開発におけるDX

　統合データ分析基盤（IDAP）の構築によ

り、医療ビッグデータ（RWD）の活用、加

えて自社の臨床試験データを用いることで、

RWDを活用した医薬品の研究開発を行っ

ています。これにより、規制当局への申請

や臨床開発プログラムの設計が一層効率的

に行えるようになり、不確実性が低減し、

より効率的で効果的な医薬品開発を実現し

ています。

■サプライチェーンにおけるDX

　メタバースを活用したバーチャルツアー

により、製造担当者が工場の機能をトレー

ニングし、配属後にスムーズに業務を開始

できるようにしています。

■販売・情報提供におけるDX

　がん製品の安全性に関わる情報を社内外

のデータソースから統合し、簡便に集計・

分析できる仕組みを構築しています。これ

により、安全性情報をタイムリーに管理・

モニタリングできるようになり、副作用発

生時の早期対応、がん製品の適正使用の把

握や情報提供が可能となっています。

成果指標の設定

　デジタルに関する課題を把握するための

ベンチマーク調査をグローバルで実施し、

第三者の視点からDX推進状況を評価して

います。この調査結果はDX戦略の策定に

活用されました。全てのDX施策は、Key 

Goal Indicatorへの影響を分析するため

に、予実をタイムリーに分析し、大型案件

については、ROI等の投資効果の明確化を

行っています。これらの指標に基づき、四

半期ごとに経営会議でDXの執行状況が報

告されています。

ステークホルダーとの対話

　経営トップ自らが決算説明会やバリュー

レポート（統合報告書）を通じて、株主や

投資家に対して中期経営計画の「DX推進

によるデータ駆動型経営の実現と先進デジ

タル技術による全社の変革」の重要性を説

明しています。特に、5DXd ADCsの開

発におけるDX活用の成果を積極的に発信

しています。また、社外講演、プレスリリ

ース、マスメディアへの取材協力、SNS、

社外向けWebサイトなど、マルチチャネ

ルを通じてステークホルダーに広く情報を

提供しています。
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─　石油・石炭製品　 ─　5021　 ─

デジタルケイパビリティの向上とチェンジマネジメントの推進による 
ビジネスモデルの変革

（図 1）DX 戦略 “Cosmo’s Vision House”と活動サイクル

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　コスモエネルギーグループでは、2030

年 に 向 け た 中 長 期 の ビ ジ ョ ン「Vision 

2030」を設定し、「グリーン電力サプライ

チェーン強化」「次世代エネルギー拡大」「石

油事業の競争力強化･低炭素化」を３つの

柱として、ありたい姿の実現と企業価値の

向上を目指しています。同時に、2025 年

度を最終年度とする第７次連結中期経営計

画においては、新たなステージへ、スロー

ガ ン を「Oil & New ～ Next Stage ～」

として、事業戦略を支える経営基盤の変革

であるHRX、DX、GXの３つのトランス

フ ォ ー メ ー シ ョ ン の 取 り 組 み に よ り、

Vision 2030を実現するとともに、新た

な価値を創造することを目指しています。

DX戦略

　コスモグループで取り組んでいくDXの

姿を「Cosmo’s Vision House」として表

現し、「デジタル・ケイパビリティ」の向

上と「チェンジマネジメント」を推進する

６つの戦略を立てています。組織体制やデ

ータ活用基盤の整備に加え、外部パートナ

ーとの連携や社員のプロフェッショナル化、

ダイバーシティ＆インクルージョンも進め

ながら革新と伝統の企業文化の醸成を進め

ています。さらに、ビジネス課題は各部門

で多種多様である中、全員参加型のDXに

向けて活動していくことを大事にしており、

DXで重要な土台部分である「個々の社員

の意識改革」を促す要素として５つのC

（Cosmo’s 5C）を謳い、行動変容を促し

ています。

　また、戦略実現の第一段階として、全社

員を対象としたDXアンケートを定期的に

実践し、DXの浸透や社員のニーズを可視

化し、グループのDX推進活動に反映して

います。その上で、人材育成からコミュニ

ティ創出、案件実現という活動サイクルを

構築して取り組んでいます。

組織づくり
 

　常務執行役員CDOの下、コーポレート

DX戦略部を設置し、当社グループのDX

戦略を策定し推進する体制を取っています。

また、主要なグループ会社の中にもDX推

進組織を設置し、各社の事業戦略と紐づい

たDX戦略が取れる体制を構築しています。

デジタル人材の育成・確保
 

　データ活用によるDX戦略を実現するた

め、人材育成プログラム「COSMO Data 

Campus」を展開しています。①データス

トラテジスト、②データサイエンティスト、

③データエンジニアの３種類の人材タイプ

に応じたスキル定義を基に教育プログラム

を用意し、実践取り組みを通じたデータ活

用コア人材を育成しています。データ活用

のリード役となるデータ活用コア人材の認

定者数は2024 年度末で980 名になりま

した。また、ビジネス課題解決に向けたき

っかけ作りを目的としたDX研修や、社内

外の最新のデジタル動向を情報発信する

「DXフォーラム」等を全社員対象に展開す

ることで、全社員参加型のDXの推進を具

体化して進めています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　昨今、巧妙化および攻撃頻度も増加して

いるサイバー攻撃に対しては、「セキュリ

ティリテラシー強化」「サイバーレジリエン

ス強化」「継続的なリスク低減」の３つを中

核に据えたサイバーセキュリティ戦略を推

進しています。NIST CSF2.0に準拠した

対策の高度化を進めるとともに、24 時間

365 日の外部SOCによる監視体制や、グ

ループ横断の対応組織「COSMO-CSIRT」

による迅速なインシデント対応体制を構築

しています。また、全社員を対象とした実
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（図 2）装置の 3D 画像と関連データを同時表示

践的なセキュリティ教育やインシデント対

応訓練、メールドメインのなりすまし対策

など、多層的なセキュリティ施策を展開し

ています。

データ活用・連携、AI活用

　データに基づく意思決定サイクルをスピ

ーディーに実現するために、コスモグルー

プのデータを統合し、連携・活用する為の

データ活用基盤を構築しています。また、

データオーナーシップやデータ品質を強化

する為のデータガバナンス施策も推進して

います。AI活用では、石油サプライチェ

ーン維持のための需要予測精度向上や、風

車の収益変動幅を一定にするための発電量

予測精度向上、MI技術を活用した研究開

発の効率化に向けた取り組み等を行ってい

ます。さらに、生成AIの活用にも取り組

み始めており、情報検索の効率化や各種問

合せのモデル回答生成のため、社内でトラ

イアルし、生成AI利用のガイドラインも

制定することで、コスモグループで安全な

生成AI活用を目指しています。

DXの取り組み

　第７次連結中期経営計画は、「Oil & 

New ～ Next Stage ～」をスローガンに

施策を実行しています。

　「Oil」領域では石油事業の競争力強化の

ために、製油所のデータ統合基盤の整備を

進めることで、操業に関する必要なデータ

のアクセス性を高め、高稼働・高効率操業

だけでなく、安全性の向上へも貢献してい

ます。製油所のデジタル化を推進するため、

（図 3）AI により装置を自動認識・識別した画像

保全データの連携や機能集約の実現を目指

し、データ統合基盤を３製油所全てに

2024 年５月に同時導入。国内全３製油所

の稼働データを一か所に映し、専門のエン

ジニアが監視する体制を構築したことで、

コラボレーティブメンテナンス（保全の連

携・機能集約）が加速しました。また、

A P M （ A s s e t  P e r f o r m a n c e 

Management System）という、世界標

準の技術データを活用して設備の保全戦略

を統括管理・高度化する設備信頼性向上シ

ステムを導入し、データ統合基盤に連携し

ました。製油所のデジタル化を推進し、セ

ンサーやAIを活用してトラブルを未然に

防ぎダウンタイムを最小限に抑えることに

より、高い製油所稼働率の維持および、保

全に関わるコスト低減による収益性の向上

につながっています。

　また、販売部門ではサービスステーショ

ンにおける来店車両データやPOSデータ、

自社アプリの購買データ等を連携させ、AI

を活用したマーケティングを行うDSS（デ

ジタルステーションシステム）を拡大して

います。店頭スタッフがDSSを活用して

販促活動を実施することにより、顧客に合

わせた最適なカーライフ商品の提供を可能

としています。

　「New」領域では風力発電を中心とした

再生可能エネルギー事業を拡大してきまし

たが、発電領域にとどまらず、電力調整や

蓄電および、その先の販売も含めたサプラ

イチェーンを一つにつなげ、強化していま

す。デジタルの活用ポイントとして、自社

で構築したEMS（Energy Management 

System）に外部機関の太陽光発電量予測

データと電力卸取引市場価格の予測データ

を取込み、経済価値が最大となるよう蓄電

池の充放電を自動制御する実証実験を研究

所やサービスステーションにて行っていま

す。今後は、実証実験の結果を踏まえなが

ら、蓄電池の運用ノウハウの獲得や新たな

電力市場取引への参画などを検討していき、

マネジメントする体制を構築します。

成果指標の設定

　データ活用で中心的な役割を担う「デー

タ活用コア人材の創出」を、第７次連結中

期経営計画では重要指標として900 名創

出を設定しており、2024 年３月末時点で

980 名の人材認定をしています。また、

それ以外にも「DXイベントへの参加人数」

「DXフォーラムの開催回数」「Cosmo’s 

DX Hubの実装件数」「IT/DX活用による

業務効率化」の４点もKPIとして設定して

おり、BIツールを活用して、コスモグル

ープ内でのDX浸透度を随時確認していま

す。

ステークホルダーとの対話

　第７次連結中期経営計画の説明から、機

関投資家向けのESG説明会、株主通信、

統合報告書（コスモレポート2024）、当

社HP（社長メッセージ、DX特設ページ）

等、多岐にわたる媒体で当社のDX活動を

ステークホルダーへ情報発信しています。

また、他にも工夫しているポイントとして、

上記の情報発信以外に動画でわかりやすく

伝わるよう、「COSMOチャンネル」とい

うYouTubeチャンネルの中でも、DXに

関する取り組みの事例紹介を開始していま

す。
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─　ゴム製品　 ─　5108　 ─

より大きなデータで、より早く、より容易に、より正確に 
リアルとデジタルの融合でバリューチェーン全体で価値を創出

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社は「2050 年 サステナブルなソリ

ューションカンパニーとして、社会価値・

顧客価値を持続的に提供している会社へ」

というビジョン実現に向け、バリューチェ

ーン全体でDXを推進しています。

　バリューチェーン全体におけるDX推進

に よ り、 企 業 コ ミ ッ ト メ ン ト

「Bridgestone E8 Commitment」で掲げ

る ８ つ の 価 値（Energy, Ecology, 

Efficiency, Extension, Economy, 

Emotion, Ease, Empowerment) を、従

業員、社会、パートナー、お客様と共に創

出し、持続可能な社会を支えることにコミ

ットしていきます。

DX戦略

　当社では、価値創造と生産性・創造性向

上を支えるDXを進化させています。ブリ

ヂストン流のDXは「より大きなデータで、

より早く、より容易に、より正確に」をテ

ーマとし、現場密着型の技術サービスによ

り得られた市場・顧客データや、経験則に

（図 1）DX 戦略

もとづく実験・実証により培ってきた技術、

開発データなどの強い「リアル」に「デジ

タル」を融合した独自のシミュレーション

やアルゴリズムなどを活用し、イノベーシ

ョンを加速することを目指しています。こ

れまで、2000 年代から、素材領域におけ

るマテリアルインフォマティクスや、製品

開発におけるシミュレーション技術、AI

を実装したタイヤ成型システムの導入など、

徐々にデジタル力をモノづくりへ取り入れ

ると共に、エンジニアリングチェーンへデ

ータを繋ぐことで断トツ商品の開発に貢献

してきました。これらをさらに進化させる

と共に、AIを活用した独自のアルゴリズ

ム構築によるソリューションの提供など、

バリューチェーン全体を繋ぎ、断トツ商品

の価値を増幅することで、社会価値・顧客

価値を想像するDXを進めています。

組織づくり
 

　当社は、東京・小平市にある研究開発拠

点 を 再 構 築 し、 イ ノ ベ ー シ ョ ン 拠 点

「Bridgestone Innovation Park ー BIP」

を本格稼働させました。このBIPを起点と

して産官学様々なパートナーとの信頼を醸

成し、共感から共議・共研を通じた新たな

社会価値・顧客価値の創造に取り組んでい

ます。

デジタル人材の育成・確保 

　当社では、個々のデジタルスキルレベル

にあわせてプログラムを選び、学びに挑戦

できる、幅広いレベルをカバーした「デジ

タル100 日研修」や、新入社員研修プロ

グラムに約２か月間に渡るデジタル研修の

導入を通じて、データを読む・使う・分析

する力や基本的なプログラミングスキルの

習得を推進しています。研修プログラムは

デジタルスキル標準を参照しながらも、当

社独自の課題やデータを事例として取り入

れることで、より実践的な内容となるよう

工夫しました。また産学連携拠点となる「ブ

リヂストン×東北大学共創ラボ」を設立し、

外部リソースとの積極的なコラボレーショ

ンを通して高度デジタル人財の強化を図っ

ています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当社および当社国内グループ会社は

CIDO(Chief Information & Digital 

Officer)を統括責任者として、お客様の個

人情報をはじめとする機密情報の漏えい防

止など様々なITセキュリティ対策を体系

的に推進しています。ITセキュリティ活

動の基盤となる規則・ルールとして、IT

セキュリティ要領・基準を策定し、定期的

に見直しを行っています。従業員の意識向

上を目的とした定期的なITセキュリティ

教育や、内部監査を実施し、グループ全体

のITセキュリティを強化しています。標

的型攻撃をはじめとする高度なサイバー攻
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撃対策として、万が一ITセキュリティ事

故が発生した場合にも迅速に対応できる体

制を整備しました。また、不審なメールを

検知する機能やWebサイトのセキュリテ

ィ、ネットワークなどの監視を強化してい

ます。

データ活用・連携、AI活用

　当社は、グローバルに広がるサービス・

ソリューションネットワークをベースにし

た独自のリアル×デジタルプラットフォー

ムを構築し、またマイクロソフトやアマゾ

ンといったグローバルパートナーと協業し

クラウドプラットフォームと連携させるこ

とにより、データの価値を増幅し、新たな

価値を創造することで競争優位を獲得しま

す。AI活用事例としては、当社の保有す

る膨大な知見と独自のシミュレーション技

術とAIデータ解析を組み合わせた、より

強くしなやかな革新材料の創出や、エアラ

インのフライトデータとAIによるタイヤ

摩耗予測技術を組み合わせて実現した航空

ソリューションの提供、生成AIを活用し

た生産性・創造性向上といった取り組みを

行っています。

　

DXの取り組み

　当社は、強い「リアル」としての断トツ

商品と「デジタル」を組み合わせ、コア事

業であるプレミアムタイヤ事業で価値を創

造、成長事業であるソリューション事業で

価値を増幅、新たな種まきである探索事業

でビジネスモデルの探索を推進し、社会価

値・顧客価値を提供する取り組みを行って

います。今回取り上げた「プレミアムタイ

ヤ事業」、「探索事業」における取り組みは

以下の通りです。

1.プレミアムタイヤ事業 ―商品設計基盤

技術「ENLITEN」とモノづくりDXにより

「REGNO FEELING」を実現

　静粛性・乗り心地・運動性能などタイヤ

に求められる基本性能を進化させることで、

深みを増した空間品質と磨き抜かれた走行

性能を提供する乗用車用プレミアムブラン

ド商品「REGNO GR-XⅢ」。「新たなプレ

ミアム」と位置付けた「究極のカスタマイ

ズ 」を 追 求 す る 商 品 設 計 基 盤 技 術

「ENLITEN」を国内市販用乗用車向けタイ

ヤとして初搭載したこの商品開発にあたっ

ては、新たに構築した車両挙動からゴム分

子におよぶ当社独自アルゴリズムに基づく

シミュレーション技術を用いました。これ

により、タイヤ全体の構造設計、ゴム分子

設計、ゴム配合の最適化を実現しました。

またモノづくりの現場では、タイヤ１本ご

との品質データとAI技術を組み合わせ、

リアルタイムで最適な製造条件を導くアル

ゴリズムを開発し、最適な製造条件へ自律

制御することを可能としました。こうした

取り組みを通じ、REGNOのコア・コンセ

プトである静粛性に加え、ハンドリング性

にもエッジを効かせ、“REGNO史上かつ

てない空間品質”と“質の高い乗り味”の両

立を実現しました。

2.探索事業 ―独自のシミュレーション技

術 と 機 械 学 習 に よ り 次 世 代 タ イ ヤ

「AirFree」の形状を最適化

　「AirFree」は、樹脂スポークで荷重を

支えることでパンクせずかつ空気充填その

ものを不要とする次世代のタイヤです。「地

域社会のモビリティを支える」ことをミッ

ションに、高齢化や過疎化、労働力不足と

いった地域が抱える様々な交通に関する課

題の解決策として注目されている「グリー

ンスローモビリティ」をターゲットの一つ

として、2026 年の社会実装に向けて活動

を推進しています。「AirFree」は3D形状

の樹脂スポークで荷重を支えるため、その

形状がタイヤの特性を大きく左右します。

当社独自のシミュレーション技術と機械学

習を組み合わせた「AirFree最適設計シス

テム」により、得たい特性を実現する最適

な樹脂スポークの3D形状を設計すること

で大幅な性能の向上と開発工数の効率化を

実現しました。

成果指標の設定

1. REGNO GR-XⅢ開発では、プレミア

ムタイヤ販売比率を成果指標に設定、23

年57%から24 年60%、26 年には70%

を目標としています。他の成果指標として、

各種タイヤ性能、環境負荷低減、試作回数

の低減や、デジタル技術を活用したモノづ

くりの改善による品質と生産性の向上とい

った項目を設定しました。

2. 次世代タイヤ「AirFree」開発では、成

果指標として樹脂スポークの耐久性10 年

10 万kmを設定、また2026 年の社会実

装の実現を設定しています。

ステークホルダーとの対話

　当社は、サステナビリティを中核に据え

た中期事業計画2024-2026(以下、24 中

計)の実行を進めており、四半期毎の決算

説明会等においては、決算だけでなくDX

戦略の進捗を含めた24 中計の進捗を定期

的に報告しています。決算説明会等におい

ては、Global CEOが自ら登壇しアナリス

ト・投資家の皆様と直接対話を行うことが

重要であると考えており、対話を通じて得

られた様々な示唆を経営戦略やIR活動に

活用し当社とアナリスト・投資家の皆様と

の相互信頼関係を構築できるよう努めてい

ます。

（図 2）DX の取り組み
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価値創造DXの推進

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　AGCは企業理念“Look Beyond”のも

と、「私達のパーパス」として「AGC、い

つも世界の大事な一部」を掲げ、先を見据

え、独自の素材・ソリューションで、いつ

もどこかで世界中の人々の暮らしを支える

ことを目指しています。そして、経営方針

「AGC plus 2.0」のもと、長期経営戦略と

して「2030 年のありたい姿」を、「独自の

素材・ソリューションの提供を通じて、サ

ステナブルな社会の実現に貢献するととも

に、継続的に成長・進化するエクセレント

カンパニーでありたい」と設定しています。

このありたい姿の実現に向け、2021 年よ

り「コーポレート・トランスフォーメーシ

ョン第二章」として企業変革のさらなる加

速に取り組んでいます。

DX戦略

　長期経営戦略「2030 年のありたい姿」

を確実に実現するため、中期経営計画

「AGC plus-2026」にて「“両利きの経営”

（図 1）価値創造 DX の推進

の進化」、「サステナビリティ経営の深化」、

「価値創造DXの推進」、「経営基盤の強化」

を主要戦略に掲げ、DXを「コーポレート・

トランスフォーメーションの梃子（てこ）」

と位置付けています。

　この価値創造ＤＸの主要な取り組み領域

として以下の３項目を設定し、AGCグル

ープの強みであるモノづくり力とデジタル

技術を掛け合わせることで社会やお客様に

新たな価値を提供し、企業価値の最大化を

目指していきます。

・ものづくり力：生産性の革新やコストダ

ウン、リードタイム短縮などを通してモノ

づくりの力を高める。

・競争力の強化：品質の向上や素材開発の

圧倒的なスピードアップ、商流・物流の変

革を通してAGCグループが提供する価値

を高め、素材メーカーとしての競争力を強

化する。

・ビジネスモデルの変革：ビジネスモデル

の変革をも視野に入れ、お客様やお取引先

様、ビジネスパートナーの皆様とも双方が

Win-Winの関係となることで、新しい価

値をお客様や社会に広く提供する。

組織づくり
 

　2015 年にスマート化の全社プロジェク

トを開始し、2017 年に経営企画本部のも

とにDX推進組織を設け、2023 年にはミ

ッションを拡張した新組織としてデジタ

ル・イノベーション推進部を発足しました。

本組織はCEO、CFO、CTOと定期的な議

論の場を持ち、経営層と一体で全社のDX

を推進しています。併せて、各カンパニー

や主要なコーポレート部門にDX組織を設

置するとともに海外にもDX推進拠点を設

け、すべてのビジネス軸・地域軸において

DXを推進しています。

デジタル人材の育成・確保 

　「価値創造のDX」の推進に向けた注力施

策の一つとして、AGCグループではデジ

タル人財育成に積極的に取り組んでいます。

職務に応じた多層的なデジタル教育カリキ

ュラムの提供や社内啓発活動を通して、業

務知識とデジタルスキルを併せ持つ「二刀

流人財」の育成と従業員のDXマインドの

底上げを図り、AGCグループのDX実現

能力の向上を推進しています。加えて、当

社の部門横断的ネットワーク活動CNA

（Cross Network Activity）にデータサ

イエンスをスキルとして登録し、社員が情

報交換、知見共有するための自主的なネッ

トワークを整備することで、データサイエ

ンティストのスキルアップ、人脈形成を促

進しています。
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ITシステム・
サイバーセキュリティ

　AGCグループでは、「統合リスクマネジ

メント」の取り組みを通じて、当社グルー

プのリスク管理を行うとともに、危機対応

の体制を整備しています。リスクの性質に

応じた管理をする目的で、重要リスクを７

つに分類し、その一つに「サイバーセキュ

リティ /情報セキュリティ」を設定してい

ます。サイバー攻撃によるオペレーション

の一時的な停止や情報資産の流出、災害、

不正アクセスその他不測の事態の発生によ

る情報セキュリティ上の脅威に対し、IT

システム及び生産システムやデータ等の情

報資産の保護に努め、またセキュリティイ

ンシデント予防対策及び発生時には影響を

最小限に抑える対策を講じています。

データ活用・連携、AI活用

　グローバルなデータドリブン経営を見据

え、当社の欧米、アジアのグループ会社を

含むグローバルなITインフラ、ITシステ

ムの標準化・統合化、クラウド化などを推

進しています。加えて、最新技術を社員が

活用できる社内デジタルプラットフォーム

を展開しています。研究開発分野において

は、素材開発を大幅に効率化するMI(マテ

リアルズ・インフォマティクス)の活用に

向け、MIデータベースシステムとMI分析

ツールを独自開発し、標準基盤システムと

して運用しています。生成AIの活用にも

積極的に取り組んでおり、セキュアな生成

AIの活用基盤「ChatAGC」を2023 年６

月から本格運用し、2024 年にはRAG機

能などを追加してデータ連携を含めた活用

が広がっています。　

DXの取り組み

■AI技術の導入による自動車用フロント

ガラスの品質向上

　AGCグループは、自動車用窓ガラスや

車載ディスプレイ用カバーガラスなどの製

品の製造・販売を手がけるオートモーティ

ブ事業を展開しています。自動車用窓ガラ

スの主力商品の一つである自動車用フロン

トガラスは、ガラスで中間膜を挟み込んだ

３層構造で構成されており、その積層状態

に起因する不良発生リスクの低減が長年の

課題となっていました。本不良の検出のた

めに、これまで目視による積層状態の検査

も行っておりましたが、さらなる検出精度

向上による品質改善を目指し、異常検知

AI技術とルールベースの画像処理アルゴ

リズムを組み合わせた独自の検査機モデル

を開発しました。これにより、高精度な不

良検出と検査工程の完全自動化が可能とな

りました。2024 年10 月より国内の一部

のラインにて、この独自AIモデルを活用

した無人自動検査の本格運用が開始され、

今後国内の他の製造ラインや海外工場への

展開も計画されています。本取り組みによ

り、年間約３万時間の検査作業時間の削減

が見込まれるとともに、品質向上によるお

客様との信頼関係強化にもつながっていま

す。

■ISOコンテナの内容量把握サービス

　AGCグループはエッセンシャルケミカ

ルズからパフォーマンスケミカルズに至る、

多様で高品質な化学製品を世界中のお客様

に提供しています。ガスや液体の状態でお

届けする化学製品は、お客様の保有する貯

槽や倉庫への荷卸時に発生する輸送トラッ

ク乗務員の待機時間と、在庫管理や容器ハ

ンドリングなどのお客様の作業負荷が業界

全体の課題となっていました。この課題解

決に向け、当社はISOコンテナとデジタル

技術を活用した新しい物流体制構築の取り

組みを開始しました。

　本サービスで使用するISOコンテナに

はセンサーが取り付けられており、センサ

ーが取得したデータを当社独自のアルゴリ

ズムによって解析することでISOコンテ

ナ内の製品の残量をリアルタイムに遠隔で

把握することが可能になります。このISO

コンテナを原料タンクとして利用いただく

ことでお客様は効率的な受入が可能になり、

トラックの乗務員は荷卸に要する待機時間

から解放されます。加えて、適切な製品納

入タイミングが把握できることで、輸送負

荷の平準化が見込めるとともに、お客様の

在庫管理や発注業務の省力化に貢献します。

成果指標の設定

　中期経営計画「価値創造DXの推進」で

掲げている主要な取り組み領域「モノづく

り力」、「競争力の強化」、「ビジネスモデル

の変革」と、DXのPHASE 4「DXの定常

軌道化」に向けた注力施策「お客様と連携

したデータ基盤の構築」、「デジタルツイン

による安定操業と最適化」、「生成AI等の

活用による業務改革」、「デジタル資産の地

域間、事業間の共用」に対し、これらにあ

てはまる主要な価値創造DX案件の進捗を

把握する取り組みを進めています。

ステークホルダーとの対話

　AGCグループのDXのビジョン・戦略、

推進体制、人財育成の仕組み、具体的な

DXの取り組み等について、当社ウェブサ

イトや統合レポートにて公開しています。

・DXへの取り組み：https://www.agc.

com/company/dx/index.html

・ 統 合 レ ポ ー ト：https://www.agc.

com/company/agc_report/index.html（図 2）ISOコンテナの内容量把握サービス
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サステナブル社会に向けて、
JFEグループの強みを活かした新たな価値を提供します

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　JFEグループは社会の持続的発展と

人々の安全で快適な暮らしに寄り添う「な

くてはならない」存在としての地位を確立

すべく、長期にわたって価値を提供し続け

る強靭な企業グループを目指しています。

鉄鋼・商社事業では、①最先端の「技術開

発力」、②製造現場で培われてきた「生産」

の実力、③お客様との信頼関係に基づく「販

売力」を、エンジニアリング事業では、①

生活インフラを「創る」力、②インフラ運

営を「担う」ノウハウ、③豊かなくらしを

未来に「つなぐ」人材とDX推進力を、競

争優位の源泉としてビジネスモデルを展開

しています。他社が容易に真似できない持

続的成長のドライバーとして新たな価値を

創造し、カーボンニュートラル社会の実現

とサーキュラーエコノミーの推進に貢献し

ています。

DX戦略

　当社ではDX戦略を重要な経営戦略の一

つと位置付け、事業競争力強化戦略の中心

に据えて取り組みを推進しています。JFE

グループは長年にわたり、鉄鋼、エンジニ

アリング、商社事業を中心に多彩な事業を

展開してまいりました。それら事業の中で

蓄積し続けてきた膨大な操業データやノウ

ハウ、技術は貴重な財産であり、世界最高

水準の技術で社会を支える当社の価値創造

の源泉です。これらの無形資産を活かし、

AI、IoT、データサイエンス等の最先端の

技術を組み合わせることで新たな価値を創

造し、「常に世界最高の技術をもって社会

に貢献します」という企業理念に基づき、

社会課題解決につながる様々な取り組みを

進めています。また、高度化するサイバー

攻撃や情報漏洩リスク対策はグローバルに

事業展開を行う上で避けて通ることのでき

ない極めて重要な課題です。セキュリティ

対応はDX戦略の推進と両輪をなす活動で

あり、JFEホールディングス直下に組織

化された「JFE-SIRT（※１）」を中心にグ

ループ一体となって推進しています。

※ 1  J F E - S I R T : J F E  S e c u r i t y 

Integration and Response Team

組織づくり 

■JFEスチール

　24 年４月にIT・制御・データサイエン

スの社内部門を統合したDX戦略本部を発

足し、「一貫したDX戦略の立案・実行」、「技

術開発・実装・展開・保守の効率化」、「ソ

リューションビジネス」を強力に推進する

体制を整えました。技術開発においては、

案件毎に適切なパートナーを選定し開発・

実装を加速させるとともに共同でソリュー

ション提供を実施しています。

デジタル人材の育成・確保 

■JFEスチール　

　全社員がDXを自分事と捉え積極的に参

画していけるような教育カリキュラムを提

供しています。「DXリテラシー基礎講座」

による全社員のDXリテラシーの底上げや、

役員を含むマネジメント層への教育によっ

て、新しいことに挑戦できる組織風土の醸

成を目指しています。また、DXコア人材

には、データサイエンティストやデジタル

デザイナーとしてのスキルを身に付けられ

る教育や社内ツールを提供し、ビジネスを

リードしている人々が自らデジタルを活用

し、イノベーションを追求していける環境

を作っています。年２回、製造プロセス分

野、業務プロセス分野あわせて10 件程度

の成果を、社長・役員、多数の社員に向け

てプレゼンする全社横断のDX成果発表会

を開催しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

■JFEスチール

　全世界従業員6.5 万人を有するJFEグ

ループにおいてはGr一体でのセキュリテ

ィ対応を行うべく、「JFE-SIRT」において

戦略立案と計画実行を担っています。定期

開催される重要会議体においてはGr全体

のセキュリティ対策状況について実効性の

ある議論と各種対策の検証を実施していま

す。サイバー攻撃やシステム不正利用を防

止し事業活動を安全に遂行するため「ガバ

ナンス強化」、「IT施策のGr共通化」、「セ

キュリティ事故対応体制整備」を実施し、

セキュリティレベルの継続的な向上を目指

しています。また24 年４月に新会社「JFE

サイバーセキュリティ＆ソリューションズ

㈱」を設立し、セキュリティ監視をGr内

にて自立運用することで対応の迅速化と人

材・技術の高度化を図っています。

データ活用・連携、AI活用

■JFEスチール

・新IT基盤としてプライベートの「J-OS 

Cloud」を構築、この環境とパブリックク

ラウドをAPI経由で接続したハイブリッ

ド環境によりセキュリティ確保と最新デジ

タル技術の活用を両立。当環境への全社基

幹システムの移行は25 年度末に完了予定。
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・製造プロセス（フィジカル）から収集し

たセンサデータをAIで解析して、独自の

手法によりデジタル空間に高度な仮想プロ

セス（サイバー）を再現。この２つをリア

ルタイムに繋ぐCPS（図１）を製鉄所に

導入し、生産性向上・安定操業を実現して

います。

・Microsoft社「Azure Open AI」をベー

スにセキュリティ対策を行った当社独自の

生成AIサービス「Chat JFE」を構築、活

用中。　

DXの取り組み

■JFEスチール

　IT領域に蓄積した生産実績・製品品質

データ等とOperational Technology領

域のセンサーデータ等の操業データの統合、

およびCPSの開発・実行をクラウド領域

で一元的に行うことができるプラットフォ

ー ム「J-Dnexus®（ 図 ２）」をJFEシ ス

テムズ㈱と構築し、運用中です。また、収

集した自動車用薄鋼板の製造工程に関する

操業データおよび品質データを基に、製鋼

から表面処理にわたる多工程間で鋼板長辺

方向位置を精緻に合わせた紐づけデータを

上記のプラットフォーム上に生成し、品質

に対する操業影響の解析を可能にする多工

程 一 貫 品 質 デ ー タ 解 析 シ ス テ ム

「J-astquad®」を構築し、運用を開始し

ました。データの解析においては、AI技

術に基づくモデルを用いることで、品質不

良要因の可能性がある操業条件の候補を推

定して提示することができます。

■JFEエンジニアリング

　「デジタル基盤整備」の一環として18 年

度に運用を開始したデータ解析プラットフ

ォームPla’cello®（図３）は、高度な「情

（図 1）

報学」や「統計学」の知識を持たない社員

でもデータの利活用ができるシステムです。

このプラットフォームは、ユーザーの要望

に柔軟に対応するため自社開発され、すで

に社内利用者は2,600 名を超えています。

プラント運営状況のレポート作成時間を約

１日から10 分程度に短縮したほか、プラ

ントの異常予兆検知やプラントの安定運営

に向けたデータ可視化、解析業務など、さ

まざまな用途で活用されています。今後も、

利用可能なデータ範囲の拡大や生成AIと

の連携など、継続的な機能強化を図りなが

ら、あらゆる業務でのデータ利活用を加速

させていきます。

■JFE商事

　24 年度から社内向け生成AI（ChatGPT

ベース）の業務活用を開始し、利用者は

500 名を超えました。部門代表者を通じ

たテンプレートや有効事例の共有、業務改

革活動の発表会において業務改善事例を披

露して貰う等、更なる利用拡大に向けた工

夫も行っております。一方、グループ会社

であるJFE商事エレクトロニクス㈱では、

現場作業員の「安全確保」とトラブル発生

時の「原因究明」への貢献を目的として、

機器・ソフトウェアの開発を含むシステム

全体、並びに協業先との分業体制を自らコ

ーディネートした「安全AIシステム」を提

供しており、顧客の生産現場における課題

解決とDX化をサポートしています。

成果指標の設定

■JFEスチール

　DXを活用した製造基盤強化のKPIとし

て、24 年度末の全社CPS導入率80%を

掲げ、概ね達成。DX人材育成結果は「市

民開発者数」630 名、「データサイエンテ

ィスト」660 名で、24 年度末目標を超過

達成。

■JFEエンジニアリング

　Pla’cello®社内利用者数を設定し、24

年 度 目 標2,400 名 に 対 し、 超 過 達 成

（2,600 名）。

■JFE商事

　生成AIは月間利用回数、安全AIは年度

販売計画等をKPIとして設定し、概ね達成。

ステークホルダーとの対話

　JFEグループでは社外HP上での様々な

IR情報の公開や、社外向け・投資家向け

説明会の開催等、双方向のコミュニケーシ

ョンの推進を図り、IR活動を通じてDX戦

略を積極的に開示することで、企業価値の

向上とステークホルダーとの良好かつ円滑

な関係性の維持に努めています。また毎年

発行しているJFEグループのDXの取り

組みをまとめた「DXレポート」を含め、

開示情報は英語でも公開するなど、海外投

資家も含めたステークホルダーへも国内同

様の情報提供に努めています。

（図 2）

（図 3）
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デジタル技術で環境と空気の新たな価値を提供し、
サステナブル社会へ貢献する

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　世の中がモノ売りからコト売りへシフト

する中、快適性を維持しながらのエネルギ

ー消費削減や新たな空気価値など、多様化

するニーズに適したソリューションを提供

するためには、デジタルで顧客とつながり、

得られたデータを活用することが必須です。

戦略経営計画「FUSION25」では、2023

年度から2025 年度までの３年間累計で

1,800 億円のデジタル投資を計画し、ビ

ジネスイノベーション、プロセスイノベー

ションそれぞれの領域で、デジタル技術の

活用を進めます。また、社内のデジタル人

材育成プログラム「ダイキン情報技術大学」

を中心に、社内でのデジタル人材の育成に

も注力します。

DX戦略

　ビジネスイノベーションでは、世の中の

変化のスピードに対応するためにデジタル

を活用した新しいビジネスの創出や既存ビ

ジネスの変革を目指しています。例えば家

電製品の領域では、AI・IoTの活用により、

（図 1）

プラットフォーマーが人々の暮らしの利便

性を高めることを実現しています。当社が

持つ膨大な空調の運転データを活用すれば、

最適なエネルギーマネジメントを自動で行

うことも可能です。そのためには、建物や

空間データ、そのほか様々なデータを組み

合わせることが不可欠になってきます。企

業や自治体との協業も進めており、データ

を活用してビジネスを変革していきます。

プロセスイノベーションでは、経営基盤の

高度化につなげるため、開発のリードタイ

ム短縮や、サプライチェーンの効率化に取

り組んでいます。既存の固定観念を払拭し、

抜本的な生産・開発・間接業務の改革を目

指します。

組織づくり 

　研究・先行開発機能を集約した技術開発

のコア拠点として2015 年にテクノロジ

ー・イノベーションセンターを設立。新た

な価値創出による持続的な成長・発展に貢

献する新たな顧客価値の創出を加速するた

めに、「顧客との協創」「社外（産官学）との

協創」「グループ内の協創」を実施中。さら

に、ダイキン全グル－プの業務、事業のデ

ジタル化を推進し、データを徹底活用する

ことで新たな価値を生み出し、ビジネスモ

デルや業務プロセスを変革することを目的

に2024 年にDX戦略推進室を設立しまし

た。

デジタル人材の育成・確保 

　デジタル活用を進める上で、重要なのは

「人」です。どれだけ良い戦略を描いても、

実行する人材がいなければ何も進みません。

しかし、デジタルに精通した優秀な人材の

確保は難しいのが現状です。そこで、当社

は2017 年に「ダイキン情報技術大学」を

設立し、空調技術も理解したダイキン独自

のAI・IoT人材の育成に取り組んでいます。

ダイキン情報技術大学に入学した新入社員

は、２年間通常業務は割り当てずに徹底的

にAIの基礎知識やデジタル技術の活用法

を習得します。また、新入社員向けのプロ

グラムだけでなく、一般社員や管理職層向

けのプログラムも設け、2026 年３月期末

にはデジタル人材を2,000 人育成する計

画を掲げています。すでに、プログラムを

終えた社員が現場第一線で、DX推進の中

核として活躍しています。
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ITシステム・
サイバーセキュリティ

　通信ネットワークやコミュニケーション

ツールなどのITインフラに関して、グロ

ーバル全体での共通基盤を提供し、円滑な

コミュニケーションを支えています。基幹

システムについては単なるバージョンアッ

プに留まらず、データの標準化やシステム

統合、業務プロセスの見直しと合わせて随

時更新を行っています。機器のインターネ

ット接続の増加に伴うセキュリティ範囲の

拡大に対しては、製品セキュリティガイド

ラインを策定・展開し、対策を進めていま

す。

データ活用・連携、AI活用

　空調機のオールコネクテッド戦略を掲げ、

多数の機器がクラウド接続されても安定し

て動作するように、100 万台の同時接続、

分単位のデータ取得、リアルタイム制御が

可能なプラットフォームを構築しました。

また、AIなど最新デジタル技術に関する

活用ニーズの高まりを受け、社内データが

活用できる生成AI環境を全社標準基盤と

して整備しています。　

DXの取り組み

　社会活動を支える重要インフラである空

調機は、求められる快適性を維持するため

の安定的な運用に加え、エネルギー消費量

削減などが期待されています。また、設備

管理者の人手不足に伴う管理工数の削減も

大きな課題となっています。当社では、空

調機の導入から、運用、保守、更新におい

て、顧客ごとの異なるニーズに応じた快適

性向上や、エネルギー消費量削減、管理工

数削減を実現するクラウド型空調コントロ

ールサービス「DK-CONNECT(ディーケ

ーコネクト)」を日本にて2021 年より展

開しています（図１）。また、2023 年度

からは国内で培ったノウハウをもとにグロ

ーバル展開を開始し、地域ごとに異なるニ

ーズへの対応にも取り組んでいます。

　今後は、さらなる社会課題の解決に向け

て、自治体や他企業と連携しながら、実証

実験および事業化に取り組んでまいります。

具体的な取り組みとしては、「2050 年渋

谷の空気をどう冷やすか」の課題認識をも

と に 立 ち 上 げ た「SHIBUYA GREEN 

SHIFT PROJECT」(※１)において、空

調機が街中に広く設置されているという特

性を活かし、室外機を環境センサーとして

活用。熱中症リスクの高いエリアを特定し、

該当エリアへの屋外用空調機（アウタータ

ワー）の設置するなど、現地の事情に合わ

せたクールスポットの提案を実施。人々が

安心して過ごせる涼やかな環境づくりに貢

献します。夏の屋外でも安心かつ快適に過

ごせる“涼”空間の創出や、街のホットス

ポットやクールスポット等をデータで可視

化することにより人の流れを変え、街全体

のクールダウンや脱炭素化といった価値創

出を目指しています（図２）。

　また、室外機周辺の緑化によって空調機

の運転効率が向上することも確認しており、

今後はデベロッパーやビルオーナー、屋上

緑化に取り組むベンチャー企業などとの連

携を強化し、取り組みのさらなる拡大に挑

戦してまいります。

※１：2024 年6 月に、渋谷未来デザイ

ンや大阪大学と産官学民連携し、渋谷にお

ける脱炭素アクションと社会実験を共創す

るため立ち上げたプロジェクト。

成果指標の設定

　空調ソリューション事業の拡大を目指し、

空調機の接続台数を成果指標に設定してい

ます。2021 年のDK-CONNECT事業を

上市し、また2023 年に海外拠点での上

市を開始して以降、接続台数は順調に増加

しています。

　さらに、コネクテッドにより得られた機

器データの活用に向け、自治体や他社との

協創により、データ活用のPoCを実施し

ています。

ステークホルダーとの対話

　FUSION25において、重点テーマの1

つとして「変革を支えるデジタル化の推進」

を掲げ、経営トップも登壇する投資家向け

説明会の中で説明を行っています。

統合報告書においても、デジタル化に関す

る直近の取り組みの進捗状況について報告

しているほか、機関投資家との個別ミーテ

ィングなど（年間400 回程度実施）におい

ても積極的にDX推進に取り組んでいるこ

とをご説明しています。

　また、デジタル人材の育成の面では、デ

ジタル人材育成プログラム「ダイキン情報

技術大学」の取り組みについて、統合報告

書で紹介していることに加え、卒業生の活

躍状況について、メディアで積極的に発信

しています。

（図 2）



48D X銘柄2025

DX銘柄企業

三菱重工業株式会社

─　機械　 ─　7011　 ─

DXでデジタル技術とモノづくりを「かしこく・つなぐ」
～多様な組み合わせで価値提供～

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　「AIの活用」「デジタル化」が急速に進む

現代では、人間の価値観や活動、暮らしも

大きく変化しています。気候変動や少子高

齢化、貧富格差拡大、そして新型コロナウ

イルス感染症への対応などさまざまな社会

不安を抱える中で、いかに皆が便利で快適

な生活を分け隔てなく共有し、サステナブ

ルに過ごすかが重要なテーマとなっていま

す。当社グループは、固定観念からの脱却

とAI・デジタル化の最大限の活用を通じ

て、経済発展と社会的課題の解決を両立す

る社会（Society5.0）を実現させ、「『人が

豊かに生活する』とはどういうことなのか」

を追求しています。

DX戦略

　現在推進している中期事業計画において、

事業ビジョン・ビジネスモデルを実現する

ためのDX戦略を策定しています。同計画

では当社が提供する「ΣSynX（シグマシ

ンクス）：多種多様な機械製品・サービス

等をデジタル技術で「かしこく・つなぐ」

ことにより新たな価値を創出するコンセプ

ト」を軸に、お客様に省人化・最適化・高

信頼性といった価値をデジタル技術によっ

て提供していく、としています。また、同

計画の推進にあたっては、2022 年7 月

にDX推進部門(=デジタルイノベーショ

ン本部)を新設し、当社グループ全体の

DXを加速させています。DX推進部門で

は、経営層や事業部との協議にて戦略や課

題に対するディスカッションを行っていま

す。具体的には、内部オペレーションの最

適化（IT領域）によるビジネスの競争力強

（図 1）デジタル人材の育成・確保

化・生産性向上と、製品事業の変革（OT

領域）による製品強化や新しいビジネスモ

デルの創出を推進しています。さらに、従

業員の体験価値向上やお客様とのタッチポ

イントの変革に伴う従業員・顧客エクスペ

リエンスの改革（EX、CX）を実施してい

ます。

組織づくり
 

　上記のDX推進部門を中心に、当社グル

ープ全体を俯瞰したデジタル戦略の方向性

決定、データドリブンの基盤構築と横断的

な運用、デジタル人材育成、ガバナンス、

リソース最適化などの取り組みに注力して

います。また、デジタルアセットの横断活

用やエコシステム構築を通じて価値創造を

目指し、ソフトウェア中心のモジュラーデ

ザインやデジタルプラットフォームの利用

を促進しています。事業部門のデジタルサ

ービス開発やアジャイル開発機能を取り入

れ、デジタルエクスペリエンスの向上にも

力を入れています。

デジタル人材の育成・確保 

　当社グループは「AI・デジタル化による

社会の変革」を重視し、デジタルイノベー

ションを推進しています。デジタル人材育

成プログラムを策定し、標準・ガイドライ

ンに基づく人材モデルを整備し、既に２万

人以上のデジタル人材育成を始動していま

す。研修センターではAI/IoT活用を含む

240 種の講座を年間500 回以上実施し、

社外教育プログラムも約2,000 種用意し

ています。AIに関連した教育は約15,000

人、デジタルリテラシー教育はグループ全

社員約75,000 名を対象に教育を行い、業

務変革のための基礎知識の向上を図ってい

ます。これにより、最新の事業ニーズに応

じた人材育成を進め、グループ全体のDI

推進を加速し、事業価値創造と成長を目指

しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当社グループは、企業活動における情報

保護の重要性を認識し、サイバーセキュリ

ティの確保と向上を目指しています。サイ

バーセキュリティ基本方針と戦略を策定し、

サイバーリスクを重要課題(マテリアリテ

ィ )として定期的にモニタリング。CEO

が戦略を監督し、CTOがサイバーセキュ

リティ委員会での審議結果を年１回以上経

営会議・取締役会に報告します。CTO直

轄の推進体制を構築し、統制やインシデン

ト対応、教育・訓練を実施。さらに、グロ

ーバルなフレームワークの構築にも貢献し

ています。
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（図 2）DX の取り組み内容 （図 3）DX の取り組み内容

データ活用・連携、AI活用

　現在、当社グループの基幹システム刷新

に合わせ、従来事業部ごとに個別最適され

ていたデータモデルやデータ管理の一元化

を実現し、経営・製造現場のデータ共有や

利活用の促進、コア機能の整備を進めてい

ます。

　利活用の事例として、O&M（Operation 

& Maintenance）でのデータ活用・連携

では、オペレーションデータを活用し、AI

や機械学習を適用したプラント性能向上、

O&M、運用性改善などのソリューション

を展開し、お客様の運転・運用を支援して

います。また、全世界に納入した設備に対

して、お客様からの問い合わせ等に迅速か

つ適切に対応するため、サポート体制を構

築しています。

DXの取り組み

　当社は、グループ全体のデジタル戦略を

策定し、データドリブンの基盤構築、デジ

タル人材の育成、ガバナンスの強化といっ

た多面的な取り組みを進めています。特に

デジタル人材育成には力を入れており、価

値創出やプロセス改革に関して三菱重工グ

ループ全体での取り組みを加速させていま

す。このような人材育成の結果、具体的な

事業におけるDXの実績が増加しています。

　GX（グリーントランスフォーメーショ

ン）の取り組みとしては、特に当社の成長

領域である水素バリューチェーンに注目し

ています。この領域では、最適な脱炭素化

ソリューションの検討や開発を行っており、

高砂製作所にある水素パークという社内検

証施設での実証を通じて、AIを活用した

予測や実データ、機器特性に基づく最適な

装置の運用を実現しています。これにより、

様々なデジタル技術を駆使して、効率的な

運用が可能となっています。

　さらに、サイバー・フィジカルの融合の

一例として、ガスタービンの実機やシミュ

レーション、大量のデータを組み合わせた

予測制御や制御の最適化に成功しています。

このような取り組みは、オペレーショナル

テクノロジー（OT）分野におけるAIの活

用を促進し、運用の効率化や生産性向上に

寄与しています。

　SX（サステナビリティトランスフォー

メーション）に関しては、財務・非財務項

目の因果関係分析を通じて、データ解析に

よる洞察を得ています。この結果、取り組

みの関係性を評価し、データドリブンの意

思決定や投資判断、さらには風土醸成に繋

げる活動を進めています。また、デジタル

技術を活用して従業員体験（EX）や顧客体

験（CX）の向上にも力を入れています。従

業員体験の向上においては、現場の社員が

自ら日常業務のデジタル化を進めることで、

必要なときに迅速に改善できる体制を整え

ています。一方、顧客体験の向上では、お

客様との接点を改善し、取引がしやすくな

るような工夫を行っています。これにより、

事業の価値を高めることを目指しています。

このように、当社はDXの取り組みを通じ

て、デジタル技術を活用した業務改善や新

たな価値創出を進めており、持続可能な成

長を目指しています。

成果指標の設定

　当社は、社会課題解決を通じた企業価値

向上を目指し、2020 年度に重要課題（マ

テリアリティ）を定義し、その中にDX関

連の成果指標を設定しました。進捗はKPI

で管理し、PDCAを実践しています。各

マテリアリティには責任者と担当部門を設

置し、2021 年10 月に設立した「マテリ

アリティ推進会議」にて目標達成に向けた

活動をフォローし、内容は定期的に取締役

会に報告しています。グループ全体へ多面

的に取り組みを行っている個別プロジェク

トも同様に、全社共通のIT施策としてそ

れぞれKPIを設定し、事業経営トップ層

とコミュニケーションしています。

ステークホルダーとの対話

　当社グループは、これまでに蓄積した高

信頼・高精度なAI・自律化技術や、セキ

ュリティ、複雑な制御や物理モデルシミュ

レーションなどを有しています。今後は、

複雑化する社会課題の解決のために、多種

多様な機械製品をかしこく・つなぎ、機械

システム同士が協調するエコシステムをお

客様へ提案していきたいと考えています。

さらには社会インフラのバリューチェーン

の最適化など大きな社会システムとしての

協調や知能化についても「ものづくり」を

起点としてハブになることをめざしており

ます。そのために当社グループは、DXに

取り組む多くの信頼できるパートナーとと

もにこれまでの枠にとらわれず果敢にトラ

イし、新たな価値創出に挑戦していきます。
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デジタル基盤 「Serendie®」により
「循環型 デジタル・エンジニアリング企業」への変革を加速

（図 2）DX 人財スキルセット

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　三菱電機グループは、社会・環境への貢

献と事業成長を両立する「トレード・オン」

の活動を通じたサステナビリティの実現を

目指し、「循環型デジタル・エンジニアリ

ング企業」をありたい姿として位置づけて

います。

　環境変化が激しく、将来の予測が困難な

中において、中長期的視点とグローバルレ

ベルのスピードを両立すべく、デジタル基

盤「Serendie」によるデジタル分野の強化

と事業ポートフォリオ戦略を推進し、三菱

電機グループの企業価値最大化とありたい

姿の実現に向けた取り組みを進めています。

　特に、「循環型デジタル・エンジニアリ

ング企業」への変革によって、グループ内

外の知見を融合し、進化した統合ソリュー

ションを提供します。

DX戦略

　三菱電機グループでは、お客様から得ら

れたデータをデジタル空間に集約・分析す

るとともに、グループ内が強くつながり、

知恵を出し合うことで新たな価値を生み出

し、社会課題の解決に貢献する「循環型デ

ジタル・エンジニアリング企業」への変革

（図 1）デジタル基盤「Serendie」

を進めています。

　これまで、三菱電機グループでは、コン

ポーネントやシステムからのデータ収集を、

事業領域毎に個別に実施していましたが、

「循環型デジタル・エンジニアリング」を

実 現 す る た め、 新 た な デ ジ タ ル 基 盤

「Serendie」を構築しました。「Serendie」

は、データ分析基盤やWebAPI連携基盤

を中心に、多様な人財がデータを活用し、

新たな価値を生み出すために必要な要素

（「技術基盤」「共創基盤」「人財基盤」「プロジ

ェクト推進基盤」）が体系化されたもので

す（図１）。「Serendie」を活用することで、

こ れ ら の デ ー タ の 集 約 と 分 析 お よ び

WebAPIによるアジャイル開発が可能と

なります。そうした分析結果から生まれる

アイデアをもとに、事業領域を横断した新

たなソリューションの提供や、コンポーネ

ントの進化に取り組んでいきます。

組織づくり
 

　2023 年４月に社長直轄組織としてDX 

推進の中核となるDXイノベーションセン

ターを設立しました。当センターでは、

「Serendie」の整備、デジタルサービスの

創出、DX人財の育成とともに、オープン・

イノベーションの推進拠点「Serendie 

Street Yokohama」の運営を推進してい

ます。異なった事業領域から約500 名の

DX人財を集め、さらに、社外との共創空

間をオープンし、顧客・パートナーとの共

創によるイノベーションを加速させていま

す。

デジタル人材の育成・確保 

　「Serendie」を活用したソリューション

創 出 に 必 要 な ７ つ のDXス キ ル セ ッ ト

（「DXマーケティング」「ソリューションク

リエイション」「データエンジニアリング」

「UI/UXデザイン」「DXアーキテクチャー

デザイン」「DXエンジニアリング」「DXク

オリティアシュアランス」）を定義しまし

た（図２）。これらを顧客との関わりに応

じた4 階層に分け、同じ階層に配置した

スキルセットがペアになって、密に連携し

ながら、ソリューション創出活動を推進し

ていきます。DX人財の育成には、認定制

度を含む「DXイノベーションアカデミー」

を設立し、産学連携による知見を活かした

育成を推進しています。また、グローバル

でのDX人財の獲得・配置活用を進め、三

菱電機グループ全体のDX推進を図ります。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　全社業務DXプロジェクトとして、個別
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（図 3）DX 取り組み全体
※「Serendie」「INFOPRISM」「BLEnDer」「Ville-feuille」「Linova」「e-F@ctory」は三菱電機株式会社の登録商標です。

最適化されている業務プロセスやコード・

マスタを全社で標準化し、社内ITシステ

ムの全体最適を図ることで、社内に散在す

る各種データの一元化を進めてます。また、

「Serendie」を連携させ、新しいビジネス

モデルに対応できる取り組みも進めていま

す。

　社長直轄組織として2020 年４月に設

立された情報セキュリティ統括室は、「企

業機密管理・個人情報保護」「情報システム

セキュリティ」「製品セキュリティ」の三機

能を統合し、情報セキュリティ管理活動全

般を統括しています。具体的には、サイバ

ーセキュリティ対策強化、グループ全体に

対 し て の ガ イ ド ラ イ ン の 発 行 や

e-learningなどによる人財育成を含めた

体制強化を進めています。

データ活用・連携、AI活用　
　「Serendie」の技術基盤として「データ

分析基盤」を構築し、事業領域ごとにこれ

まで個別で管理・運営してきた様々なデー

タを全社で共用できるようにデータプール

化します。次に、事業領域横断でデータを

分析して顧客の潜在課題やニーズを把握し

ます。これにより、新たな価値を創出し、

コンポーネント、システム、統合ソリュー

ションを進化させます。最後に、新たな価

値を幅広い顧客に還元し、社会課題の解決

に貢献します。

　事業領域横断的なデータ活用を加速する

ためには、AI技術の利用が欠かせないた

め、2024 年２月に「AI戦略プロジェクト

グループ」を発足し、生成AIを含むAI活

用の戦略を全社横断で推進しています。

DXの取り組み

　三菱電機グループは、12の事業領域が

あり、それぞれの事業領域では、「循環型 

デジタル・エンジニアリング」を実現する

ためにデータ活用とその結果に基づいたコ

ンポーネント・システム・サービスの開発

を行うためのプラットフォームを独自で展

開していました。

　これら各事業領域でサイロ化されていた

データおよび機能を、「Serendie」に集約

することで、事業領域の専門知識を掛け合

わせた新たなソリューション事業を創出し

ています。また、この事業創出は、三菱電

機グループ内にとどまらず、顧客・パート

ナー様との共創も含みます。この事業領域

横断での具体的な取り組みについて、紹介

します。

■鉄道向けデータ分析サービス

　鉄道車両や変電所、駅等のエネルギーに

関するデータを社会・電力向けIoTプラッ

トフォーム「INFOPRISM®」にて収集・

可視化し、設備の適切な配置場所や鉄道ア

セットの最適な運用方法や、鉄道運用に関

わるエネルギーの最適利用や鉄道アセット

の最適配置・運用に向けたデータ分析サー

ビスを提供しています。今後、電力ICTシ

ステム「BLEnDer®」と連携することで、

沿線地域全体でのエネルギー最適化への貢

献を目指します。

■ビル向け配送サービス

　自動搬送ロボットがビル周辺の商業施設

から飲食物などをビル内のテナント利用者

の手元まで配送するサービスです。本サー

ビスの実現によりテナント利用者の利便性

やテナント価値など、周辺施設を含めたビ

ルの価値の向上に貢献します。このサービ

スは、スマートシティ・ビルIoTプラット

フォーム「Ville-feuille®」、人位置検知シ

ステム、自動配送ロボット「CARTKEN」

等との連携により実現されます。

■IoTと生成AIを応用した空調機器制御

の実証実験

　パートナー企業との共同開発・実証から

快適性と省エネ性の両立技術の有効性を確

認しました。オフィス内の温度、照度、レ

イアウト、居住者の位置といった環境パラ

メータをリアルタイムで収集し、これらを

生成AIに入力データとして活用しました。

さらに、従業員の快適さに関するフィード

バックを収集し、AIモデルに人間の快適

性と省エネ性の両立を考慮した空調機器制

御を行わせました。その結果、従来のシス

テムと比較して、最大で約48％の電力消

費削減と約26％の快適度向上が見られま

した。

成果指標の設定

　データを活用したソリューションとデー

タ収集コンポーネントを「Serendie」関連

事業と定義し、三菱電機グループの収益の

柱とすることを目指します。具体的な成果

指標として、2023 年度実績売上高6400

億円・営業利益率16%に対して、2025

年度目標売上高7700 億円・営業利益率

21%、2030 年度目標売上高1.1 兆円・

営業利益率23%を目指しています。

　また、この目標を達成するため、現在の

6,500 人のDX人財を、2030 年度には

２万人に拡大する計画です。

ステークホルダーとの対話

　三菱電機のコーポレート・ガバナンスに

基づき、株主や投資家、アナリストとの建

設的な対話を重視し、積極的なIR・SR活

動を推進しています。経営方針や戦略、業

績などの情報を適時適切に開示し、資本市

場からの理解と信頼を得ることを目指して

います。また、対話を通じて得られたフィ

ードバックを真摯に受け止め、経営に反映

させています。
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自社での活きた経験を価値創造モデル「BluStellar」として
お客様・社会に提供

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　NECは安全・安心・公平・効率という

社会価値を創造し、誰もが人間性を十分発

揮できる持続可能な社会の実現を目指すこ

とを企業のPurposeに掲げています。こ

の実現に向け「2025 中期経営計画」にお

いて「社内のDX」「お客様・社会のDX」を

経営の中核に設定しています。2024 年度

に は 新 た な 価 値 創 造 モ デ ル と し て

「BluStellar」を発表し、中期経営計画達

成に向けた成長エンジンと位置づけていま

す。「社内のDX」でNEC自身がデジタル

の力で文化・経営基盤を変革し、得た知見・

経 験 を 基 に「お 客 様・ 社 会 のDX」を

「BluStellar」で支援することで、ICT企業

から社会価値創造型企業への変革に取り組

んでいます。

DX戦略

　「社内のDX」ではNEC自身が最先端の

テクノロジーを積極的に活用し、事業、人

事、組織、カルチャーにおける課題に取り

組むことで、全社の変革を推進しています。

「人・カルチャーの変革」をすると共に「ビ

（図 1）BluStellar

ジネスインフラの整備」として全社的なデ

ータドリブンな働き方を推進し、経営層か

ら一般社員まで同じデータを活用、経営と

マネジメントの質を高度化するなど、自ら

をDXの実験場とすることで、企業として

の競争力を上げています。

　「お客様・社会のDX」では自社の変革や

経験を通して得た知見を基にした価値創造

モデル「BluStellar」を提供し、お客様・

社会のビジネスの変革に貢献しています。

NECはDXに関して、ビジネスモデル、

テクノロジー、組織・人材の３軸で、戦略

構想コンサルティングから実装に導くオフ

ァリングなど、End to Endのサービスを

提供しています。さらに、従来型のSIer

から「Value Driver」への進化を目指し、

その価値創造モデルを「BluStellar」とし

て体系整理しました。業種横断の先進的な

知見と研ぎ澄まされた最先端テクノロジー

によりビジネスモデルを変革し、社会課題

とお客様の経営課題を解決に導きます。

組織づくり
 

　全社戦略の実行を一層加速・強化するた

め、事業部レベルの組織を関連する市場や

製品・サービス、機能の単位で大括り化し

組織数を約1/3に再編したほか、CEOか

ら担当者までのレイヤーを８階層から原則

６階層に集約しました。この体制改革に加

え、経営者から現場までが主体的に動ける

よう部門長をはじめとするリーダー層の権

限と責任を大幅に強化し、市場環境の変化

に応じた柔軟かつ迅速なリソース配分や、

現場起点での意思決定と実行のスピード向

上を図っています。

デジタル人材の育成・確保 

　経済産業省の「デジタルスキル標準」も

参照しながら、強みである生体認証技術や

クラウドコンピューティングに関する人

材・スキル定義を行い、現在８つのDX人

材を定義しています。

　DX人材の育成人数として、2020 年度

当初に2025 年度10,000 人を目標にし

ていましたが前倒しで達成。2025 年度延

べ人数12,000 人と新たに目標を設定し

て育成に取り組んでいます。

　 ま た、DX人 材 の 強 化 施 策 と し て、

2022 年度に各職種トップの役員が委員長

を務める職種別の人材育成委員会を新設、

NECグループ全体で人材育成を行う体制

を整備し、基礎的なプログラムから特化し

た専門のプログラムまで、人材タイプに合

わせて体系的な学びを得るための充実した

プログラムを展開しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　NECではDXをITインフラの整備やデ

ジタル化だけでなく、マネジメントの高度

化やエンゲージメントの向上など会社の変

革、経営の変革そのものと捉えています。

2019 年度に策定したNECグループの
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（図 2）社内の DX

ICTの目指すべき姿である「IT中期計画

（FY21-25）」のもと、経営を支える戦略

的ITシステムへの変革を目指し、働き方

のDX、基幹業務のDX、運用のDXにそ

れぞれ取り組んでいます。また、サイバー

セキュリティリスク分析にもとづく先進的

な対策を国内外で統一的に行うとともに、

CSIRT（Computer Security Incident 

Response Team）によりインシデントに

対応し、サイバーレジリエンスを確保して

います。

データ活用・連携、AI活用
　

　NECはビジネス環境の変化に柔軟かつ

タイムリーに適応するアジリティを持つ組

織への変革を推進するため「真のデータド

リブン経営」の実現を目指しています。多

様な経営データをひとつのプラットフォー

ムに集約、「経営ダッシュボード」で可視

化し、経営層から一般社員までの全社員が

同じデータに触れ、「2025 中期経営計画」

の進捗・成果を適時・継続的に把握してい

ます。生成AIも業務効率化と生産性向上

の強力な推進、イノベーティブな人材の育

成と企業文化の醸成を図ることを目的に、

2023 年５月からNEC国内グループ社員

向けに、グループ内で安全に利用できる生

成AI「NEC Generative AI Service」を

提供しています。

DXの取り組み

　「社内のDX」として「人・カルチャーの

変革」と「ビジネスインフラの整備」を重

視し、組織全体での変革を目指しています。

　「人・カルチャーの変革」では、エンゲ

ージメントスコア50％を目標に掲げ、多

様なタレント人材の活躍・タレントマネジ

メント、適時適所適材の実現、働き方マイ

ンドセット変革（働き方変革）に取り組ん

でいます。ジョブ型人材マネジメントシス

テムやロケーションフリーの働き方を導入

することでハイブリッドワークが定着しま

したが、コミュニケーション不足の課題も

浮上しました。これに対応するため、出社

を含む働き方を再構築し、デジタルとリア

ルを融合させた新たなワークスタイルを確

立しています。

　「ビジネスインフラの整備」においては、

NECグループ基幹システムのクラウドシ

フト、ITと一体でのプロセス・制度の再

設計、それに基づくデータドリブン経営の

移行に取り組んでいます。他社に先駆け

ERPをグローバルで導入し、会計領域を

中心に基幹システムを統合して成果を得ま

したが、プロセス全体の統制が不十分であ

り、膨大な手作業が発生するなど管理面で

の課題がありました。その解決に向けデー

タドリブンで経営の高度化を目指す「経営

ファイナンスプロセス刷新（KFP）プロジ

ェクト」を立ち上げ、業務プロセスのデジ

タル化とEnd to Endでの標準化を図って

います。また、FP&A部門の設置など経

営の質とスピードを向上させる体制も整え

ました。

　「お客様・社会のDX」では「BluStellar」

という新たな価値創造モデルを立ち上げ、

従来のシステムインテグレーターから社会

価値創造をリードするValue Driverへの

進化を目指し、AIやセキュリティなどの

高付加価値スキルを駆使した価値提供型ビ

ジネスモデルへのシフトを推進しています。

デジタル人材の不足などの市場環境を踏ま

えると、従来の工数提供型のビジネスモデ

ルではお客様が求めるDXの価値を提供で

きず、NEC自身のDX人材の不足による

変革の停滞、ひいては事業成長が停滞する

リスクがあります。NEC自身が最先端の

テクノロジーを活用した変革を自ら実践し、

そこから得る活きた経験を「BluStellar」

として価値提供するとともに、グローバル

なオープンエコシステムによる共創を推進

し、お客様やパートナーと共に成長を続け

る新たなビジネスモデルとして、市場での

競争力強化に取り組んでいます。

成果指標の設定

　2025 中期経営計画では戦略面として

EBITDA成長率 年平均９％（2025 年度

売上収益3.5 兆円、調整後営業利益率

8.6%）の目標を掲げており、成長のエン

ジンであるBluStellarは、2025 年度売

上収益6,240 億円、調整後営業利益率

13.2%の達成に向け順調に進捗していま

す。文化面ではエンゲージメントスコア

50％を掲げており、2024 年度は42％に

伸長しています。また、DX推進指標も活

用し自社変革の成熟度を確認しています。

ステークホルダーとの対話

　「2025 中期経営計画」の進捗状況につ

いて、ステークホルダーに対する説明と質

疑応答の機会を設定しています。投資家に

対してはNEC IR Day（事業戦略・進捗）、

ESG説明会（非財務領域の取り組み）、

NEC Innovation Day（研究開発の取り

組み）をそれぞれ年１回、オンラインで実

施しています。

　加えて、国内外のステークホルダーとの

スモールミーティング、個別ミーティング

を積極的に実施し、丁寧なコミュニケーシ

ョンに努めています。
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地球、社会に、すべての人に、笑顔広がる未来を届けたい

（図 2）ソフトウェア戦略の３つの柱

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　2030 年長期方針のスローガンとして

「地球、社会に、すべての人に、笑顔広が

る未来を届けたい」を掲げ、地球にやさし

く、安心と幸せを感じられるモビリティ社

会の実現を目指します。具体的には、環境

負荷の低減と高効率な移動を実現し、交通

事故のない安全な社会と快適な移動を提供

します。また、社会から共感いただける新

たな価値を創造し、持続可能な社会づくり

に貢献します。この実現に向け、これまで

注力してきたモビリティ領域だけでなく、

エネルギー、FA、食農などの新規事業領

域も強化していきます。さらに、それらを

支える基盤技術として半導体とソフトウェ

アの研究開発を加速させ、基盤強化を図り

ます。

DX戦略

　経営ビジョンの実現に向けて、①半導体

とソフトウェアを中心とした基盤技術の強

化、②モビリティの進化、③新価値創造を

重点戦略としています（図１）。特に①に

ついては、②③を支え、事業・DXを加速

（図 1）重点戦略

させる基盤として「ソフトウェア戦略」を

策定し、「実装力」、「人財力」、「展開力」

の３つの柱を強化していきます（図２）。

　「実装力」の強化では、車載ソフトウェ

アの実績と知見、知的財産として所有する

ソフトウェアIP、および半導体の知見を

活用し、カーメーカーのニーズを理解しな

がら最適なソフトウェアを設計し、ハード

ウェアと組み合わせて製品に仕上げ、統合

ECUの価値向上に取り組んでいきます。

　「人財力」の強化では、ソフトウェア事

業の拡大に伴い、開発量が３倍程度になる

と見込まれています。これを、ソフトウェ

ア人財の質と量の強化（1.2 万人→1.8 万

人）に加え、AI活用による開発効率化（効

率２倍）・品質強化（ヒューマンエラー低減）

で対応します。

　「展開力」の強化では、車載ソフトウェ

ア技術の業界全体の標準化・共通化に向け

た取り組みを進め、自動車業界全体に貢献

できるよう取り組みを加速していきます。

組織づくり
 

　DX戦略の実現に向け、グローバル開発

体制の強化に取り組んでいます。各事業部・

国内外のグループ会社それぞれの特性・強

みを踏まえ、役割を分担・定義し、連携し

ながらプロジェクトを進めています。例え

ば、欧州では車載ソフトウェアの仕様標準

化、中国では中国式のIT技術(電子決済、

画像解析など)、北米では最先端のIT技術

(AI、セキュリティなど)です。さらに、他

業種とのパートナーシップの構築も進め、

幅広いソリューション提供を実現します。

デジタル人材の育成・確保 

　当社グループは「AI・デジタル化による

社会の変革」を重視し、DXを推進してい

ます。デジタル人材育成プログラムを策定

し、標準・ガイドラインに基づくモデルを

整備し、既に２万人以上のデジタル人材育

成を始動しています。研修センターでは

AI・IoT活用を含む240 種の講座を年間

500 回以上実施し、社外教育プログラム

も2,000 種用意しています。AIに関連し

た教育は15,000 人、デジタルリテラシ

ー教育はグループ全社員75,000 名を対

象に教育を行い、業務変革のための基礎知

識を向上させています。これにより、最新

の事業ニーズに応じた人材育成を進め、グ

ループ全体のDX推進を加速し、事業価値

創造と成長を目指しています。
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（図 3）実在する森林をセンシングし構成した 3D モデル

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　デンソーグループ全体のリスク低減を目

指し、グループ各社を統制する体制を確立

しています。また、社外コンサルタントを

活用した最新セキュリティ動向の入手や第

三者評価を行っています。従業員の情報セ

キュリティリテラシー向上のため、経営層

向け教育や標的型攻撃メール訓練を実施し、

階層別教育を充実させています。取引先へ

の支援も実施し、サプライチェーン全体の

セキュリティ強化に取り組んでいます。製

品領域ではサイバーセキュリティ管理体制

（CSMS）を品質保証プロセスに組み込み、

監査とアセスメントを実施しています。さ

らに、ネットワーク、メール、サーバ、デ

バイス等への多層防御策を展開し、SOC・

CSIRTの専門チームが24 時間365 日の

監視体制を構築しています。

データ活用・連携、AI活用

　日々の業務から生まれるデータを蓄積す

る仕組みと、活用できる仕組みを構築し、

全社で活用しています。

　M365をグループ全体の共通OA基盤と

することで会社を跨いだ情報の連携を実現

しています。また、生産現場には「１人１

台デジタルデバイス・M365」導入も進め、

グローバルでオフィス・工場を繋いでいま

す。M365の 情 報 は 生 成AI(Copilot for 

M365)で全社員が情報検索や要約などに

活用しています。さらに、基幹システムの

情報を活用するためのデータ活用基盤も整

備し、システムを跨いだデータ活用に取り

組んでいます。部材費などの高騰により圧

迫された収益の改善を目指し、部材から製

品までをデータで繋ぎ、費用逓減・価格反

映のプロセス改革を推進しています。

DXの取り組み

　デンソーは、モビリティ領域と新事業領

域の両方でDXを加速しています。

　モビリティ領域では、SDV時代の到来

に伴い、ソフトウェア開発の大規模化・複

雑化が進んでいます。これに対応するため、

工程自動化とAI活用により開発の効率化

を図っています。クロスドメインの大規模

ソフトウェア開発の進展に伴い、SSoT

（Single Source of Truth）を支えるエン

ジニアリング基盤を導入し、組織間や工程

間の情報の不整合や必要情報の欠落を防ぎ

ます。これにより、ソフトウェア設計者の

作業効率と作業品質を向上させ、ソフトウ

ェア開発工程全体の自動化範囲拡大にも寄

与しています。AI技術については、設計

の上流工程である要求分析・仕様検証、設

計の下流工程であるコード生成、テスト工

程に対しても積極的に導入を進めています。

生成AIや機械学習による用途特化型AIを

併用し、各課題に対応しています。さらに、

車載ソフトウェア開発で培ったノウハウを

形式知化し、デジタルデータ化されたナレ

ッジとして組織全体で活用しやすくするこ

とで、組織としての開発力を高め、他社と

の差別化を実現しています。

　新事業領域では、モビリティの進化を支

え培ってきた強みを活かし、社会課題解決

に取り組んでいます。エネルギーの分野に

おいて、CO₂ 吸収量の向上によるカーボ

ンニュートラルの実現に取り組んでいます。

CO₂ 吸収量の向上には、適切な森林管理

で生み出されるカーボンクレジットの創出

に注目しています。世界中で脱炭素に向け

た取り組みが進む中、森林を活用したカー

ボンクレジットの創出が積極的に行われて

います。しかし、森林の所有境界確認作業

は高齢者や遠隔地の在住者を含む森林所有

者が現地で立ち会う必要があり、精神的負

担や環境面への負荷が懸念されています。

日本には多くの森林がありますが、これら

が足かせとなり、森林のカーボンクレジッ

ト登録が進んでいないという課題がありま

す。さらに、森林の状態を把握し適切に管

理することも課題です。デンソーは、モビ

リティ領域で培ったセンシング技術を活用

し、森林のデータ化と計測データを森林

3Dモデル化して立ち会いの代替と境界の

明確化、および計測データの活用による森

林管理の高度化を自治体と共同で推進して

います。これにより、カーボンクレジット

を獲得し、カーボンニュートラルの実現を

加速させます（図３）。

成果指標の設定

　５年ごとの中期計画・年度計画として成

果指標を設定し、四半期ごとに売上・利益

率を算出し目標値と比較することで、進捗・

成果を把握しています。また、これらを支

えるDX戦略は、進捗を集約・可視化し、

会社全体で把握しています。加えて、主に

全社のデジタル基盤やDX・デジタルツー

ルを活用する実ユーザである従業員に対し

ては、年に一度、効果確認を行うことで、

期待した経営・事業への貢献が実現できて

いるかを把握すると共に、活用加速を促し

ています。

ステークホルダーとの対話

　投資家への定期的な情報発信として、デ

ンソーは統合報告書の発行や年１回の事業

説明会を行っています。

　2022 年 度・2023 年 度 は、「DENSO 

DIALOG DAY」で経営方針・戦略を発信

し、2024 年度は「ソフトウェア戦略説明

会」で具体的な内容を提供しました。統合

報告書は「WICIジャパン 統合リポート・

アワード」を３年連続で受賞しています。

また、証券アナリストとのスモールミーテ

ィングを通じて、DXなどの取り組みを共

有しています。
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私たちは「“移動”に感動を、未来に笑顔を。」提供し続けます

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　アイシングループは「“移動”に感動を、

未来に笑顔を。」を経営ビジョンに掲げ、

移動に関するソリューションを提供し、社

会課題の解決を目指しています。環境負荷

の低い製品を通じて社会貢献を果たすとと

もに、多様性と主体性を促進し、社員の成

長と働きがいを重視した企業文化を醸成し

ています。また、グループ一体経営への変

革を進め、成長戦略を加速させています。

　電動化などの変革に立ち向かうために、

生成AIなどの技術革新を活用して迅速か

つ柔軟に対応していくなど、地域社会やパ

ートナーと一体となり、人間中心の新しい

移動価値の創造と持続可能なビジネスモデ

ルの構築を目指しています。

DX戦略

　アイシンのDX戦略は、これまでに培っ

た位置情報活用技術やソフトウェア開発技

術、分析技術を基盤に、迅速なソフトウェ

アやサービスの提供を目指す「プラットフ

ォーム構築」を中心に展開しています。

　ものづくりにおいては、フィジカル空間

をデータでサイバー空間に表現・分析する

Cyber/Physical Information Factory

（CPIF）コンセプトに基づき、生産情報と

3D情報を一元化したバーチャル検証を活

用し、リードタイムの短縮と商品力の強化

を図ります。さらに、位置情報をはじめと

するアイシンの技術力を活かした「ソリュ

ーション型サービス」をAI技術で加速さ

せ、お客様に新たな付加価値を提供しつづ

けます。

　また、「全員参加のDX」を基本方針とし、 アイシンの DX 全体構想

自らがデジタル技術を駆使して業務や組織

を変革する「マインド」を育成します。

　電動化への対応と成長領域へのシフトを

加速するため、組織を横断して戦略的にプ

ロセスの革新を推進し、社会課題の解決に

向けて継続的に取り組んでいます。特に生

成AIの活用については、生産・技術・事

務のすべての部門で取り組み、働き方の革

新を実現することを目指しています。

組織づくり
 

　 ア イ シ ン で は、「Chief Technology  

Strategy Officer（CTSO）」が商品軸を

超えた製品戦略のマネジメントを担ってい

ます。この戦略を支える形で、全社横断組

織である「DX戦略センター」は、設計開

発や製造の各領域のDX推進チームと連携

してデジタルによる業務改革を推進してい

ます。同時に、生成AIのコミュニティ活動、

産官学との共同研究やオープンイノベーシ

ョン活動を促進しています。

デジタル人材の育成・確保 

　電動化・知能化への対応と成長領域への

シフトを加速させるため、リソーセスシフ

トやリスキルを促進しています。

　具体的には、全社員のデジタルリテラシ

ーを向上させる教育プログラムを実施し、

2030 年までに14,000 名の受講を目指

しています。また「すべての現場にAIを」

をスローガンに、間接職場への生成AIリ

テラシー教育は2024 年度までに100%

を達成しました。AI専門人材の育成も進

めており、2030 年までに7,000 人を育

成する方針です。全社横断タスクのために

各部門から担当者を選任し、実践による人

材育成を行っています。さらに、立命館大

学等との連携により、イノベーティブな視

点・技術力を磨くことで、新たな移動の価

値創出を目指しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当CPIFに基づいたITプラットフォーム

を構築し、AIを用いた分析・活用により

迅速な課題解決や品質・生産性の向上、全

体最適化などの効果を生み出しています。

またサービス間連携やデータ連携が複合的

に行われることで、新たな価値提供を実現

します。

　サイバーセキュリティでは、リスクマネ

ジメント委員会の下に全社横断組織を設置

し、グループ全体における情報漏洩やサイ

バー攻撃、製品セキュリティへの対応を一
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モビリティサービスプラットフォーム AI を活用した取り組み

元化しています。第三者監査を実施し、サ

イバー攻撃への対応訓練も実施しています。

また、ISO27001やTISAX認証を取得し、

サプライチェーン全体のセキュリティレベ

ル向上に取り組んでいます。これらにより、

安全なデジタル環境を確保し、持続的な成

長を支えています。

データ活用・連携、AI活用

　アイシンは、CPIFを活用して製造現場

をデータで再現し、AI分析によって検査

工程の自動化や設備異常検知を実現してい

ます。画像や異音の解析により検査のバラ

つきを減少させ、品質保証能力を向上させ

ています。

　また、モビリティサービスの根幹となる

位置情報を車の様々なデータと組み合わせ

て価値あるサービスに活用できるMobility 

Service Platform（MSPF）を 構 築 し、

AIオンデマンド交通や道路保守の最適化

を進め、移動に伴うあらゆる社会課題活動

に貢献しています。

　加えて、生成AIなどの利活用を促進す

るために、安全な利用環境として社内用

ChatGPT「アイサポチャット」を整備し

ています。

DXの取り組み

■AIの積極活用

　アイシンは、CPIFで得られたデータを

使い、AI分析・活用ノウハウを深化させ

ることで「ものづくりの力」を強化し、グ

ループ全体の効果を最大化することを目指

しています。例えば、AIによる製造品の

検査工程の自動化や設備の異常検知を組み

合わせて「不良を出さない」工程構築に取

り組んでいます。安全行動解析では、作業

員の動作をカメラで解析し、作業負荷を数

値化することで、作業者への配慮と従業員

エクスペリエンスの向上を図っています。

　生成AIの活用も進めており、業務効率

化に向けた強度解析CAE支援や特許内容

の要約・分類など、すべての部門で利用が

拡大しています。また、自社開発の音声認

識技術「YYSystem」はすでに市場での展

開が進んでおり、さらに対話型AIエージ

ェントへの高度化を進めています。これに

より、ユーザーに寄り添った対話型HMI

（Human-Machine Interface）の車載提

供を目指しています。

■移動促進ソリューションの拡大

　AIオンデマンド交通「チョイソコ」は、

2018 年の開始以来、全国90の自治体で

20 万人以上の会員に利用されています。

この取り組みは国内最大規模で、年々サー

ビスが拡大しています。「チョイソコ」は

MSPFを活用し、位置情報と車両のコネ

クティッドデータを連携させることで、移

動困難者へ最適な交通ソリューションを提

供しています。

　また、車両の運行データや画像データを

収集・活用することで、道路補修支援サー

ビス「みちログ」や、自治体のごみ収集管

理を効率化するサービス「ReGoMe」など

につながっています。「ReGoMe」は社会

課題への貢献が評価され、2024 年にグッ

ドデザイン賞を受賞しました。

　音声認識システム「YYSystem」は、音

声を可視化し、耳の不自由な方などの意思

疎通を支援するツールです。高い音声認識

性能に加え、多言語対応のリアルタイム翻

訳機能を備えており、企業や官公庁、自治

体での導入や、鉄道駅での採用も進んでい

ます。本システムは2023 年度グッドデ

ザ イ ン 金 賞 を は じ め、World Summit 

Awards 2024、台湾のデザインアワード

などを受賞しており、国際的にも高く評価

されています。

　これらの取り組みを通じて、アイシンは

持続可能な社会の実現に向けた貢献を果た

していきます。

成果指標の設定

　DXの成果を評価するために具体的な

KPIを設定しています。例えば、検査工程

の知能化促進により国内外合わせて約50

％の省人化を目標としています。またリソ

ーセスシフトによる成長領域への投資、デ

ータ分析・活用を高度化し「不良を出さな

い」仕組みづくりなど、2030 年をめどに

生産コスト30％低減を目指します。

　これらの指標を定期的に評価し、DXの

進捗状況を把握し、経営戦略の見直しに活

用しています。

ステークホルダーとの対話

　アイシンは、統合報告書、社内メディア

「AI Think」、SNS等を通じて情報を発信

しています。また、投資家ミーティングを

開催し、直接対話の機会を設けています。

これにより、DXが単なる新規事業や効率

化施策にとどまらず、「移動」に関連する

新しい価値の創造や社会課題の解決に貢献

することを目指しています。これらの取り

組みを通じて、透明性を高め、あらゆるス

テークホルダーとの信頼関係の構築を図っ

ています。
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─　その他製品　 ─　7936　 ─

デジタルとデータをフル活用し、アシックスを次のステージへ

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　創業哲学「Sound Mind Sound Body

（健全な身体に健全な精神があれかし）」を

中 心 に 据 え、「Performance Athletes」

から「Lifetime Athletes in All of Us」を

VISION 2030では掲げています。これま

で事業の中心であった競技スポーツで培っ

た知見を、「誰もが一生涯運動・スポーツ

に関わり、心と身体が健康で居続けられる

世界の実現」に活かすことを宣言し、その

ビジョンの実現に向けてデジタル・サステ

ナブル・パーソナルの３つドメインを組み

合わせて企業価値の向上を目指しています。

DX戦略

　経営ビジョンの達成に向け「オペレーシ

ョナルエクセレンス」と「ブランド体験価

値向上」の２つの柱を定めています。オペ

レーショナルエクセレンスは、さらに２つ

の方向性（①既存業務・プロセスの効率化

②データ活用による業務改善）に分解し、

①長年構築してきたグローバル統一のシス

テムで、各地域特有のプロセスをできるだ

け排除し、標準的な業務プロセスを基本と

した効率化の徹底と、②データ経営を継続

的に促進し、その一例として全社在庫とサ

プライチェーン全体の最適化を図った

SCM改革を行っています。

　「ブランド体験価値向上」では、DTCチ

ャネルを通じた顧客接点の拡大、エコシス

テム拡充による高付加価値的なブランド体

験の提供、革新的なプロダクト・サービス・

ビジネスモデルの創出を戦略の中心として

います。これにより、顧客との直接的なコ

ミュニケーションを拡大し、一貫したブラ

ンドイメージを提供するとともに、顧客体

験価値の最大化を目指します。

　また、中期経営計画2026の方針である 

Global Integrated Enterprise（GIE）へ

の変革を推し進め、グローバル最適化をグ

ローバルタレントで実行し、成熟したグロ

ーバル組織への変革を継続しています。

組織づくり
 

　全社的なDX推進のため、ビジネス部門

とデジタル部門の協働を重視します。デジ

タル出身の社長主導で経営トップからの

DXが加速し、CIO・CDO組織の約700

名のデジタル人材が変革をリードしていま

す。デジタル人財の内製化を重視しつつも

最先端技術の導入には外部リソースも活用

しています。経営層は全社視点で投資決定、

キーマンがDX施策を提案・実装、現場の

改善提案も受け入れる仕組みを通じ、トッ

プダウンとボトムアップの両面からDXを

推進する体制を構築しています。

デジタル人材の育成・確保 

　デジタルスキルを基礎から高度なレベル

まで４段階に分類し、全社的なデジタルリ

テラシー向上を目指した「ASICS Digital 

Knowledge Run」プログラムを2024 年

に開始しました。経営陣も率先してプログ

ラムに参加しており、2026 年までに全社

員のレベル１・２完了、上位レベルの人材

育成を目標としています。人財の確保につ

いては、日本・アメリカ・オランダの主に

３拠点を中心に、特定のマーケットに依存

しない柔軟でタイムリーな人材獲得を行い、

デジタル人財をグローバルに横断させてい

ます。AI・データサイエンス人材の採用も

積極的に進めており、グローバルな人財交

流・人財派遣も実施しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　GIE実現に向け、システムのグローバル

化と一元化を基本方針とし、グローバルで

ワンストップのデータの可視化、それによ

る経営判断のスピードアップを推進してい

ます。「Yakushin（躍進）」プロジェクト

では、既存ERPから最新クラウドベース

ERPへ移行開始し、よりリアルタイムで

ビジネスの状況把握と柔軟な在庫調整を実

現します。並行して、IT投資においては

グローバルで一貫したIT実装を行う仕組

みも整っています。セキュリティでは、測

定指標をもとにスコア化することで自社の

リスク管理状況を把握しており、「TAN-

REN （鍛錬）」プロジェクトでは、サイバ

ーディフェンスの高度化、クラウドインフ

ラストラクチャーの推進、セキュリティの

一元管理をグローバルで行っています。

データ活用・連携、AI活用
　

　上記方針の下、グローバルシステムで蓄

積したデータをアシックスデータプラット

フォームというデータ基盤で大規模な統合

管理し、データの可視化、分析、AI活用

に活かしています。品質基準を設定し、デ

ータ品質とセキュリティを確保するための

仕組みも整えています。これにより、経営

判断の迅速化、顧客ニーズに沿ったコミュ

ニケーション、メンバーシップの予測モデ

ル開発、顧客生涯価値（LTV）予測などが

可能になりました。

　AI活用においては、社内における業務

効率化（フットウェアデザインプロセスの
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効率化など）、ECサイトでのチャットア

シスタント導入、トップランナーの競技力

向上サポート（AIによるデータ分析を行い、

レース戦略やトレーニング案提供）等を行

っています。

DXの取り組み

　アシックスは「OneASICS」プログラム

を通じて、データをフル活用し、顧客体験

価値の最大化を目指しています。アシック

スが保有するマラソンレース登録プラット

フォームやランニングアプリをEC、CRM

システムと統合し、それぞれのプラットフ

ォームに蓄積されているデータを一元化す

ることで、顧客を多角的に理解し、個別の

ニーズに応えるサービスの提案をしていき

ます。

　2024 年７月にCDP（Customer Data 

Platform）を稼働し、それぞれのプラッ

トフォームごとに別々に管理されていたラ

ンニングシューズ・アパレルの購入情報、

トレーニング履歴、レース登録データを統

合し、ランナーのシューズの買い替えのタ

イミングや個人の好みに合わせた製品の提

案などが可能になりました。

　こうした個別のニーズに応えるサービス

の提供は顧客のエンゲージメントを向上し、

ロイヤリティを高め、結果的にECやリテ

ール店舗での継続的な購入を促進するとい

う、「OneASICS」プログラムを強化する

循環につながります。また、顧客データの

詳細な分析を可能にするCDPはランニン

グカテゴリーにとどまらず、今後カジュア

ルシューズを扱うスポーツスタイルや、テ

ニスなどのコアパフォーマンススポーツと

いった他のカテゴリーでも活用していく計

画です。

　上記のような顧客データを活用した

「OneASICS」プログラムの深化とともに、

アシックスでは幅広い顧客層に新たなスポ

ーツ体験を提供するための新規事業の展開

も進めています。創業理念に基づき、健全

な心身を維持するための運動機会を増やす

ことが、社会に対する重要な価値であると

認 識 し て い ま す。 こ の 新 規 事 業 で は、

Meta社と戦略的パートナーシップを結び、

バーチャル空間で臨場感あふれるスポーツ

体験ができるオンラインゲーム「DISC」を

提供します。

　フライングディスクのような形のDISC

を競技相手のゴールに向かって弾くような

動作を通じて得点を競いながら身体を動か

し、個人でのプレーはもちろん、オンライ

ンで世界中のプレイヤーと対戦することも

できます。

　DISCは、屋外での運動が難しい、ハン

ディがあり運動機会が限定されているとい

ったお客様にも運動機会を提供することが

できます。従来とは異なる新たなスポーツ

の楽しみ方を提供することで、社会に貢献

していきます。

成果指標の設定

　OneASICS戦略に関しては、次の成果

指標でモニタリングしています。

・会員基盤の拡大（OneASICS会員数）

・エンゲージメントの獲得（アクティブユ

ーザー率）

・収益性への貢献（自社ECでの会員購入

率）

　DISCサービスに関しては、2025 年の

リリースから、１年でまず数億円の売上に

つなげることを成果指標に掲げています。

 

ステークホルダーとの対話

　アシックスは、ステークホルダーや投資

家にDXの取り組みを多様な方法で情報発

信しています。年次統合報告書やアニュア

ルレポートではDX戦略を報告し、四半期

ごとの決算報告書で最新のKPIを公開し

ています。また、インベストメントデイで

はデジタル技術を活用し、成長戦略を体験

的に伝えています。これらの取り組みによ

り、2024 年には「IR優良企業賞」と「共

感！ IR賞」を受賞し、高い透明性を示し

ました。
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Bringing value to life.

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社グループは、「Bringing value to 

life.」を企業理念に掲げ、重要課題である

マテリアリティ (安全・環境・人材)への

対応・強化に取り組み、NYKグループバ

リューである「誠意・創意・熱意」を実践

することで企業価値の向上と社会価値の創

出を目指します。

　 中 期 経 営 計 画「Sail Green, Drive 

Transformations 2026 - A Passion 

for Planetary Wellbeing - 」では、長期

の事業環境予測を踏まえ、2030 年に向け

た新たなビジョン「総合物流企業の枠を超

え、中核事業の深化と新規事業の成長で、

未来に必要な価値を共創します」を掲げ、

その実現を目的とした活動を実施していま

す。

DX戦略

　当社のDX戦略は、中期経営計画を実現

するための重要な柱として位置付けられて

います。この計画の具体的な方向性とロー

ドマップは、デジタル基盤の整備を推進し、

既存中核事業の効率化や競争優位性の獲得、

新規ビジネスの創出を支えることを目指し

ています。DX推進のために掲げられてい

る５つの基盤整備は次の通りです。①デジ

タル人材の育成②自律自走のDX型組織作

り③データの蓄積・活用④基幹システムの

更新⑤ITセキュリティのアップデート

　ここで、他の変革戦略を実現させる役割、

Digital as a Transformation Enabler

として、デジタルを明確に位置付け、さま

ざまな課題解決に活用しています。

　これらの基盤整備に対する予算配分は、 （図 1）NYK 中期経営計画

全従業員を対象としたデジタル技術の教

育・研修プログラム、DX推進のための組

織体制の整備、新基幹システムの導入、デ

ータ基盤の構築やデータガバナンスの強化、

そしてサイバーセキュリティ対策の強化に

重点を置いています。

組織づくり
 

　当社は、本店技術本部内にDX推進グル

ープを設置し、データ管理やシステム連携、

ITインフラ政策、ガバナンスを含むIT全

般統制を担っています。また、DX施策の

リードや人材育成も行っています。さらに、

グループ会社の株式会社NYK Business 

Systemsは、グローバル環境でのITイン

フラの企画・構築、物流基幹業務系システ

ムの開発・保守、データ基盤の整備、デー

タ分析や生成AIの導入を通じて、業務効

率化と持続可能な成長を支援しています。

デジタル人材の育成・確保 

　全社的なDX促進のため、非IT部門の社

員向けにITデジタル・リテラシー向上を

目指す「Project Mt. Fuji」を実施してい

ます。このプログラムでは、社員をリーダ

ー層、中腹層、フォロワー層に分け、各層

に応じた研修を提供しています。リーダー

層はNYKデジタルアカデミーで経営学や

デザイン思考を学び、中腹層は様々な研修

プログラムでデジタルツールの使い方やデ

ータ分析手法を学び、実際の業務へのデジ

タル技術の活用を試みています。フォロワ

ー層はメールマガジンの配信などを通じて

デジタルやサイバーセキュリティへの関心

を高めています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当社グループは、リスク管理方針および

リスク管理規定に基づき、リスク管理委員

会を年２回実施しています。この委員会で

は、当社の経営に大きな影響を与え得る重

要リスクの管理状況の報告と評価を行い、

その結果を取締役会に報告しています。委

員会で選定する「最重要リスク」の一つに

サイバーリスクが含まれており、サイバー

セキュリティリスクとして守るべき情報を

特定し、リスクに対応するための計画（シ

ステム的・人的）を策定しています。具体

的には、「サイバーレジリエンス」に基づ

く対策構築と、クラウド化やテレワークに

応じたネットワークの境界防御に依存しな

い「ゼロトラスト」ベースの対策構築を進

めています。
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（図 2）NYK DX Strategy

データ活用・連携、AI活用

　当社は、船舶の運航管理、海運事業の深

度化、グループ事業管理の３つの領域でデ

ータレイクの整備と活用を行っています。

この取り組みが評価され、2024 年３月８

日に「データマネジメント大賞」を受賞し

ました。

　また、AIの利活用に関する取り組みと

して、株式会社NYK Business Systems

が開発した汎用生成AI、社内ルールの検

索効率化を目的とした「社規則の扉」など

のアプリが展開されています。汎用生成

AIは、様々な業務の効率化と精度向上に

寄与し、「社規則の扉」は、社内ルールの

検索を迅速かつ正確に行うことができるア

プリであり、社員の業務効率を大幅に向上

させています。

DXの取り組み

■船舶の安全運航と効率運航の支援

　当社は、陸上でのIoTデータ監視やサイ

バーリスク監視を強化し、デジタル面での

安全性とサイバーセキュリティを向上させ

ています。また、データを「見える化」す

ることで運航オペレータの業務を支援し、

当社グループの知見を活かして海事産業全

体の進化に貢献しています。

■船舶における業務効率の向上と船舶の運

航業務支援

　当社システムのNiBiKiは、船舶管理業

務の電子化により業務負荷軽減と安全運航

に寄与しています。

■新造船設計と船舶管理業務の改革

　設計情報を3Dデジタルシミュレーショ

ンでステークホルダーと共有し、設計効率

を向上させています。また、3D設計情報

を活用したデジタル完成図書の整備も進め

ています。

■顧客サービスの向上と顧客基盤の開拓

　当社グループ会社の郵船ロジスティクス

株式会社が提供するデジタルプラットフォ

ーム「Yusen Vantage Focus」は、国際

貨物利用運送のビジネスモデルにおいて、

オンラインでの見積、ブッキング、貨物の

追跡サービスを無料で提供しています。

　このサービスをトリガーとして、より高

度なサプライチェーンマネジメントを求め

る顧客に対して、必要な機能を組み合わせ

た ソ リ ュ ー シ ョ ン「Yusen Vantage 

Performance」も提供しています。

■新規成長事業の開拓と投資

　フィリピン人船員コミュニティの生活水

準向上を目指し、2019 年に設立した船員

向けライフサポートプラットフォーム

「MarCoPay」は、2021 年に電子給与と

しての決済サービスを開始しました。その

後も進化を続け、住宅や自動車のローン、

保険サービスの提供を実施し、さまざまな

企業と提携して多様なサービスを展開して

います。

■自動運航船の実用化

　自動運航船の開発と社会実装に向けた挑

戦により、新たなビジネスモデルの創出が

期待されています。「MEGURI2040」プロ

ジェクトに参画し、無人運航船の商業化を

目指しています。

■戦略的事業への挑戦

　当社は、新ブランド「HULL NUMBER 

ZERO」を立ち上げ、船舶の設計・建造・

運航・メンテナンスにおける技術力を活用

し、ステークホルダーの課題解決を目指し

ています。また、NYKデジタルアカデミ

ーから生まれたアイデアを基に、ロケット

の洋上打ち上げと回収、衛星データの活用、

GHGのモニタリングなど、幅広いサービ

ス提供を視野に入れています。

■脱炭素に向けた船隊の整備

　次世代燃料として期待されるアンモニア

を燃料とする船舶の開発を進めています。

3Dデジタルシミュレーションを活用し、

船体やエンジンの耐久性を評価し、安全な

貯蔵・供給システムを構築しています。

■持続可能性の推進

　AIの活用やインターネット通信量の増

大に伴い、データセンターの電力消費量が

増加する中、環境に配慮した洋上風力発電

の需要が高まっています。当社は、洋上風

力発電のバリューチェーンを支える船舶の

運航や新造船の発注、訓練センターの設置

を進めています。また、GHG排出量の包

括的な可視化のためにデジタル技術を活用

し、2050 年のネットゼロエミッション達

成を目指しています。

成果指標の設定

　当社グループのIT戦略に関する会議で

は、DX戦略で掲げた５つの基盤の整備、

特に、情報システムガバナンス体制や情報

管理規則体系の整備、リソース調達と人材

育成・確保といったテーマの達成度を評価

し、必要に応じてDX戦略の見直しに反映

しています。

ステークホルダーとの対話

　当社グループの社外ステークホルダーに

対しては、経営ビジョンやビジネスモデル、

DX戦略と具体的な活動内容をメディア、

講演を通じて積極的に情報発信しています。

一方、社内においては、DX推進の文化醸

成を目的として開催したイベント「DX 

Festival」にて、役員３名が参加するパネ

ルディスカッションを通じて、「経営者は

デジタルガバナンス・コードの意義を深く

理解し、DXを経営戦略の中心に位置づけ、

組織全体での推進をリードすることが重要

である」ことを強調しました。
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─　倉庫・運輸関連業　 ─　9301　 ─

「いつもを支える。いつかに挑む。」
トータルロジスティクスと街づくりを世界で展開し、

社会のいつもを支え非連続な成長を実現

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　2019 年に「MLC2030ビジョン」を公

表し、2030 年に目指す姿を「『お客様の

価値向上に貢献する』を第一に、お客様の

パートナーとして調達から流通・販売まで

のサプライチェーンを一貫で担うロジステ

ィクス企業」と定め、これまで物流事業の

収益力強化、ビジョン実現のための取り組

みを進めてきました。

　2024 年に「いつもを支える。いつかに

挑 む。”Supporting Today, Innovating 

Tomorrow.”」というパーパスを策定した

ことに伴い、経営計画［2025-2030］に

おいてMLC2030ビジョンを発展的に見

直し「トータルロジスティクスと街づくり

を世界で展開し、社会のいつもを支え、非

連続な成長を実現する」と定義しなおし、

この実現に向けてグループ全体でDX推進

及びサステナビリティ経営の推進に取り組

んでいます。

DX戦略

　前経営計画［2022-2024］では「先端

技術を積極的に導入することにより物流・

不動産両事業での社会課題解決と事業成長

の実現を図る」という全社方針のもと「物

流業務・施設運営の効率化・高度化」と「物

流プラットフォームサービスの開発」を進

めてきました。

　本年２月に発表した経営計画［2025-

2030］で は 新 た に 策 定 し な お し た

MLC2030ビジョンに基づき「先端技術の

活用等による業務プロセスの改善と新ビジ

ネス創出」を成長戦略の１つに掲げ、具体

的な施策として以下を実行していくことと

しています。

①先端技術活用の深化と拡大

　労働人口減少に伴う働き手不足等の社会

課題を解決

②物流プラットフォームの高度化

　お客様のサプライチェーン全体のデジタ

ル化を推進し課題を解決

③データサイエンスを活用したCX

　ビッグデータを活用して最適なサービス

や新たな体験価値をお客様へ提供

④オープンイノベーションの推進

　ビジネス機会やパートナーシップを探索

し、新たなビジネスモデルを構築

組織づくり
 

　DX推進のために、社長および全常務執

行役員が参加する「サステナビリティ委員

会」を設置し、半期に一度、先端技術活用

の施策の承認や経営戦略との整合性を確認

しています。また、この委員会内に各事業

部門の部門長とDX推進担当者で構成した

「先端技術・イノベーション分科会」を設け、

情報システム部門と連携しながら、グルー

プ全体および各事業部のDXを推進してい

ます。

デジタル人材の育成・確保 

　企業内大学「MLCアカデミー」を開校し、

DX人材育成研修プログラムを設けていま

す。このプログラムでは、DX基礎知識、

セキュリティ・関連法令、DX新技術、デ

ザイン思考、BIツール操作、データサイ

エンス等の集合研修を実施し、受講者が職

場でDXを実践できるよう支援しています。

また、キャリア採用やリスキリングを通じ

て専門知識を持つ人材の確保に努め、デジ

タルスキル標準に基づく社員のスキル可視

化や、経営層・管理職の意識改革に向けた

取組を実施すると共に、全社員に向けてデ

ジタル・リテラシー向上のためのリスキリ

ングやリカレント教育の仕組みを整備し、

生成AI等の最新技術の動向も踏まえつつ、

DX推進を支える人材の育成・確保を進め

ています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当社グループではビジネス環境の変化に

迅速に対応するため、DXの推進を既存の

ITが阻害することのないようIT環境の整

備を進めています。

　整備にあたっては、レガシーシステムの

刷新に取り組みました。長年のメンテナン

スにより複雑化したシステムについては再

構築、パッケージソフト利用、専任の保守

要員による内製化でブラックボックス化を

防止等の措置を講じ、現在はマルチクラウ

ド環境とオンプレミス環境を組み合わせ、

ハイブリッド環境を適材適所で使い分けて

います。

　また、サイバーセキュリティ対策につい

てはCSIRT主導のもと、CSF2.0に基づ

くポリシーや規定の見直し、インシデント

発生前、発生後の体制・対応計画の整備、

第三者による脆弱性診断の利用等により継

続して強化を図っています。

データ活用・連携、AI活用

　業務プロセスの見直し、サービス品質・

生産性向上には社内外の多様なデータを収

集・分析・活用することが不可欠と考え、

2021 年に全社で利用可能なデータ分析基

盤（MLC Digital Platform）をクラウド上
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に構築し、倉庫の拠点再配置シミュレーシ

ョン、お客さまへの安全在庫分析結果提供

等で効果をあげています。今後もデータ活

用人材の育成、データマネージメント、デ

ータガバナンスの確立等と並行して基盤の

増強を図っていく予定です。これと並行し

て貨物蔵置ロケ・ピッキング順序最適化な

どの取り組みから特化型AIの利用を開始

し、現在は対話型生成AI「MLC-AI Chat 

[Powered by ChatGPT API]」と用途に

応じて使い分けています。

　また、このMLC-AI Chatについては

RAGを介してチャットボットと連携させ、

社内規定を自動応答させる取り組みなども

開始しました。

DXの取り組み

　 三 菱 倉 庫 グ ル ー プ は パ ー パ ス や

MLC2030ビジョンのもと、2030 年ま

での期間を「先端技術活用体制の構築」、「先

端技術を活用した高付加価値ソリューショ

ンの開発」、「物流業務・施設運営の効率化・

高度化実現と物流プラットフォームサービ

スの展開」という３段階のステップに分け

てDXに取り組んでいます。

　現在は「物流業務・施設運営の効率化・

高度化実現と物流プラットフォームサービ

スの展開」に取り組んでいる段階です。こ

の期間の施策の詳細は以下の通りです。

■先端技術利活用の深化と拡大

(1)現場を動かすアナログの知恵「現場力」

と「先端技術」を掛け合わせサービス品質

及 び 生 産 性 向 上 を 目 指 す 取 組「Smart 

Hybrid Warehouse」を全店展開、倉庫

内オペレーションの集約・効率化を実現

(2)自動倉庫やロボット等の導入により倉

庫内作業の自動化・省人化を推進

(3)生成AI・RPAの利用拡大、市民開発の

推進により事務作業の自動化・効率化を推

進

■物流プラットフォームの高度化

(1)医薬品物流データプラットフォーム

ML Chainの機能強化と利用ユーザー拡大

(2)国際輸送におけるデジタルプラットフ

ォームの構築によりフォワーディング業務

をデジタル化

■データサイエンスを活用したCX

(1)グローバルでの輸送状況や温室効果ガ

ス排出量等の可視化、サプライチェーン分

析ツールを活用したコンサルティングサー

ビス等の提供

(2)拠点配置分析や在庫管理の最適化によ

り顧客の意思決定を支援

■オープンイノベーションの推進

(1)出資先、協力会社、顧客等とのパート

ナーシップを強化し、共創によるイノベー

ションを推進

(2)CVCを通じて新たなスタートアップ企

業との連携を強化（50 億円規模の投資フ

ァンドを運営中）

(3)食と医を支える新しい物流プラットフ

ォーム等、エコシステムを形成し、新しい

ビジネス機会を創出し、高付加価値サービ

スを提供

　また、これらの施策を着実に推進するた

め、デジタル技術利活用基盤の構築、サイ

バーセキュリティ対策の強化、組織全体に

デジタル変革への意識を根付かせるDX推

進マインドの醸成、デジタル人材育成プロ

グラムの充実等、DX推進の基盤となる施

策にも並行して取り組んでいます。

成果指標の設定

　三菱倉庫グループではDX推進全体での

評価指標として2021 年度から10 年間で

DX推進に係る投資額500 億を掲げてい

ます。この中には様々な施策が含まれてい

ることから、個々の施策については内容に

応じて個別に評価指標を設定し、取り組み

を進めています。

(例)

・労働人口減少に対応するためのSmart  

Hybrid Warehouse：倉庫事務・作業の

自動化・省人化率

・AI-OCR：年間の利用枚数

・RPA：年間の事務削減時間

・ML Chain：利用ユーザーの増加数など

ステークホルダーとの対話

　ステークホルダーとの対話を重視し、経

営ビジョンやDX戦略について積極的に情

報発信を行っています。経営トップ自らが

メッセージを発信し、株主・投資家との対

話を通じて長期的な信頼関係を構築してい

ます。また、統合報告書やニュースリリー

スを通じて、DX戦略に基づく具体的な取

り組みや進捗状況、成果を広く公開してい

ます。ステークホルダーとの対話を通じて

得られた意見を反映し、DX戦略の改善や

新たな施策の検討を行っています。

（図 1）物流プラットフォーム
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KDDI株式会社

─　情報・通信業　 ─　9433　 ─

通信とAIで未来を創る

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　KDDIは「KDDI VISION 2030」を掲げ、

通信を通じて社会全体のデジタル化への貢

献を目指し、通信とAIの融合を基盤とし

た新たな価値創出と事業領域の拡大を推進

しています。生成AIの社会実装に向けて

は約1,000 億円の設備投資を行い、AIデ

ータセンター（AI-DC）を構築します。また、

三菱商事・ローソンとの提携により、デジ

タルとリアルの融合による新たな価値創出

とサステナブルな社会の実現を推進します。

法人事業では業界課題や社会課題の解決に

向けてAI時代のビジネスプラットフォー

ム「WAKONX」を展開し、ソーシャルイ

ンパクトのある取り組みを通じて、地域社

会や環境へ貢献すること、持続可能な未来

を創造することを目指します。

DX戦略

　KDDIにおいては、法人事業がDXを担

っており、「日本のデジタル化をスピード

アップする」というコンセプトから生まれ

たAI時代のビジネスプラットフォーム

「WAKONX」をエンジンとして各領域、

テーマごとに最適なサービス・ソリューシ

ョンを展開しています。具体的には、生成

AIの社会実装に向けて、GPU設備投資を

行いAI-DCを構築し、日本語LLMの開発

に注力しています。もちろん、日本語

LLMは企業や自治体にも広く活用されて

います。「WAKONX」を通じて、最適化し

たネットワークの設計・構築やデータの蓄

積・融合・分析、AIが組み込まれたサー

ビスやソリューションを各業界に最適化し

て提供することで、法人のお客さまの事業

成長と社会課題の解決を支援していきます。

さらに、データコラボレーション構想とし

て、社内外でのデータ連携を進め、データ

クリーンルームのサービス化を推進してい

ます。これにより、プライバシーとデータ

セキュリティを担保しつつ、会社間を越え

たデータの活用を実現していきます。DX

戦略の実現に向けて、全社的なデータ基盤

戦略立案やデータマネジメントに対するル

ール策定を行い、効率的・安定的にデータ

活用できる仕組みと基盤を整えています。

組織づくり
 

　KDDIはDX推進のためにグループ会社

連携を強化しています。DX人財の強化は

もとより、DX支援専業の「KDDI Digital 

Divergence Holdings」 で は 生 成 AI

（LLM）、データ分析、クラウド、アジャ

イル開発をはじめとするケイパビリティを

持つ事業会社を傘下に置いています。特に、

グループ会社のFLYWHEELやELYZAと

共にAIやデータ利活用を推進し、次の事

業の柱となる利益の源泉を見出すことを目

指します。

デジタル人材の育成・確保 

　経験・スキルを活かす採用制度（WILL

コース）を拡大し、中途採用ではDX職種

を含めて積極的に採用しています。社内育

成機関「KDDI DX University」を設立し、

DXコア人財の育成を行い、全社員向けの

DX基礎スキル研修も実施しています。

2024 年度には、生成AIの基礎知識習得

と利活用の促進に向けた研修を開始し、延

べ約8,000 人が受講しました。これによ

り、社員のスキル向上と業務効率化を図り、

DX戦略の実現を目指しています。また、

社内フリーエージェント制度を導入し、社

員のキャリア形成を支援しているほか、地

方自治体へのDX人財派遣を通じて地域の

DX推進も行っています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　DX戦略の推進に必要なITシステム環境

の整備とサイバーセキュリティ対策を強化

しています。ITシステムにおいては、全

社のITシステムの定期的な評価と改善を

行い、UIの改善だけでなく障害の発生を

防止する取り組みを実施しています。シス

テム開発工程だけでなく、全社的な生成

AIの活用による業務効率化を行うためセ

キュアな環境下においた生成AIを社員へ

提供し、活用事例などを展開しています。

サイバーセキュリティに対してはリスクへ

の認識を深め、CISO等の責任者を任命し、

管理体制を構築しています。情報セキュリ

ティ委員会を設置により統一的な情報セキ

ュリティを確保し、社員への教育や第三者

による監査を実施しています。

データ活用・連携、AI活用

　データコラボレーション構想として、各

種データの融合をするうえで重要となるデ

ータクリーンルームを構築し、プライバシ

ーとデータセキュリティを担保しつつ、会

社間を越えたデータの連携や活用を実現し

ます。また、社員１万人が利用できる

「KDDI AI-Chat」を2023 年５月から利用

開始し、教育プログラムを活用しながら社

員のAIスキル向上および業務効率化を進

め、全社員の７割以上が業務で生成AIを

活用しています。さらに、通信障害を自動
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検知するシステムの商用運用開始や、CS

領域でのオペレーター業務サポートなどさ

まざまな分野でAI活用を進めており、ネ

ットワーク運用高度化・業務コスト削減・

お客さま満足度の向上に寄与する実践事例

をもとにお客さまのDX支援にも展開して

いきます。

DXの取り組み

　法人企業が直面する課題は個社課題から

業界課題、社会課題へと複雑さを増してお

り、その解決にはデジタル化・DX化が急

務です。KDDIが始動したAI時代のビジネ

スプラットフォーム「WAKONX」は、個

別の課題解決を目的とするソリューション

やサービスの提供にとどまらず、モビリテ

ィ、リテール、物流、スマートシティ、

BPO、ブロードキャストといった領域特

有の課題や社会課題の解決に貢献していく

ものです。2030 年度に１億回線超を目指

すIoTやモバイルなどを組み合わせ、業界

別に最適化したネットワークの設計・構築

から、企業間データの蓄積・融合・分析を

行います。また、膨大な計算が必要となる

AI開発のための基盤としての大規模計算

基盤（GPU）を整備し生成AIモデルを構

築します。「WAKONX」を基盤として様々

な領域で新たなビジネスモデルを展開して

おり、例えば、リテール領域における新規

ビジネスモデル創出に向けて取り組んでい

ます。全国に14,600 店舗あるローソン

自体をDX化するだけでなく、地域におけ

るデジタルデバイドの解消や災害時におけ

る支援拠点にしていきます。また、ローソ

ンで実践した新たなスタンダードを他の小

売業者へも還元し、サプライチェーン全体

への課題解決の貢献を目指しています。２

点目は物流・倉庫事業における業態変革で

す。マテハン事業を得意とする椿本チエイ

ンと共に新会社「Nexa ware」を設立し、

倉庫内DXにより省人化・効率化はもとよ

り、物流問題の解決に貢献すべく取り組ん

でいます。３点目は新規ビジネスとなる

AI基盤の構築です。AIを日本の社会イン

フラとして整備し、日本全体の競争力を上

げていくため、従来の強みであるデータセ

ンター事業のノウハウを活かし、大阪堺で

の最新のGPUを搭載した大規模AI-DCの

構築、GPUのサービス化を進めていきま

す。４点目は、eSIMによる新規ビジネス

モデルの創出です。製品やサービスに通信

を 一 体 化 さ せ る ビ ジ ネ ス モ デ ル

「ConnectIN」を始動しました。法人企業

がIoT製品の実現に必要となる煩雑な回線

管理や運用に加え、エンドユーザーに向け

たコンテンツ配信などを実現するサーバ

ー・システム開発をKDDIが提供します。

またお客さま製品に一定期間の通信料を内

包することができるため、月額料金請求の

仕組みをもっていない売り切り型の製品・

サービスを提供する企業にとっては、エン

ドユーザーとのタッチポイントを有するこ

とを可能とします。

成果指標の設定

　KDDIは、DX戦略の達成度を測る指標

を定め、指標に基づく成果についての自己

評価を行っています。全ての取り組みに

KPIを設定し、評価しています。KPIと

KGI（最終財務成果指標）を連携させてお

り、実際に財務成果をあげています。DX

戦略の進捗や成果把握を即座に行うことが

でき、経営者がデジタル技術に係る動向や

自社のITシステムの現状を踏まえた課題

を把握・分析し、DX戦略の見直しに活用

しています。

ステークホルダーとの対話

　KDDIは、経営ビジョンやDX戦略の推

進に対するメッセージを社内外に発信し、

ステークホルダーとの対話を重視していま

す。投資家をはじめとした複数のステーク

ホルダーに対して、DX戦略や実行上の課

題、具体的施策について発信し対話を行う

など、多くの機会を活用しています。また、

取締役会・経営会議で頻繁に報告・議論さ

れ、取締役に対してDXに関する研修等の

教育機会を提供し、モニタリング能力の向

上を図っています。

（図 1）WAKONX
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─　卸売業　 ─　2768　 ─

Digital-in-Allで事業や人材を創造し続ける総合商社へ

（図 1）Digital 開拓期からDigital in All へ

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社は2030 年の目指す姿として、「事

業や人材を創造し続ける総合商社」を掲げ

ています。Next Stageとして企業価値２

倍成長を見据え、マーケットニーズや社会

課題に応える価値(事業・人材)創造を通

じ、企業価値の向上に取り組んでいます。

中期経営計画(中計2026)では、「双日ら

しい成長ストーリー」の実現を掲げ、①既

存事業の強化、②事業の成長戦略の徹底、

③人材の魅力強化への積極投資、④デジタ

ル技術の徹底活用、⑤サステナビリティ経

営・ESGの深化の５つの基本方針を策定

しました。また、「脱炭素社会実現」と「サ

プライチェーン上の人権配慮」を当社の責

務と考え、2050 年に向けたサステナビリ

ティチャレンジを推進いたします。

DX戦略

　当社は全ての事業とデジタルの一体化を

前提とした「Digital-in-All」を掲げ、デジ

タル技術の徹底的な活用を経営戦略の中心

として据えています。中計2023では、

Digital-in-Allの準備期間であるDigital開

拓期と位置付け、DX推進体制の整備、社

員のマインド変革、デジタル人材育成、

DXリードPJの推進などの取り組みを着

実に進めてきました。中計2026では、①

デジタルビジネスの収益化(100%子会社

の双日テックイノベーション、国内最大級

のAI計算基盤を有するさくらインターネ

ット、AIスタートアップ企業などのデジ

タルパートナーとの共創)、②既存ビジネ

スの価値向上・競争力強化(当社の独自性・

強みに基づきこれまで蓄積してきた７営業

本部の事業基盤とデジタルの掛け合わせに

よる深化)、③ ①と②の推進に不可欠とな

るデータ・AI活用のためのデジタル基盤

の整備・構築の3 本を柱とし、各組織に

配置されたデジタル人材を中心に、デジタ

ル技術を活用した新たなビジネスモデルの

創出や既存事業の価値向上を推進していま

す。

組織づくり
 

　当社はDX推進を効果的に進めるため、

社長を議長とするDX推進委員会を月次で

開催し、全社横断的なDX施策の報告・議

論を行っています。また、CDO兼CIOが

DX実装の最高責任者として、営業本部長

との定期MTGを行い、各組織のDXの取

り組みについて迅速に協議・意思決定を行

いながら推進しています。更にデジタル人

材育成にてエキスパートレベルを修了した

管理職を、組織のデジタル専任部隊のリー

ダーとして登用し、多様な事業・業務に対

するデジタル活用を加速させています。

デジタル人材の育成・確保 

　当社は中計2023にてITパスポート試

験のほぼ全社員の合格、デジタルの基礎学

習(e-learning)の全総合職の修了が完了し

ています。さらに教育パートナーの支援を

得ながら、応用人材の育成カリキュラムを

独自に開発し、展開しています。具体的に

は、ビジネス課題に対してデータから施策

提案するデータ分析やデジタル活用で新た

なビジネスモデルを構想するビジネスデザ

インについて実践的な研修を実施していま

す。中計2026では応用レベル人材を全総

合職の50%、うち組織の牽引役を担うエ

キスパート人材を全総合職の10%育成す

るべく進めています。また、継続的なキャ

リア採用に加えて、デジタルインターンシ

ップなどによりデジタル領域にバックグラ

ウンドを持つ新卒採用を強化しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当社は、Microsoft Azureを共通イン

フラ基盤として採用し、環境変化への迅速

な対応・セキュリティの強化・コストの最

適化を追求しており、各営業本部・事業会

社はこの基盤上でアプリケーションの開

発・運用を行い、事業のデジタル化を推進

しています。サイバーセキュリティ対策で

は、CISOを委員長とする情報・ITシステ

ムセキュリティ委員会にてグループ全体で

のセキュリティ課題の対策検討を行うほか、
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双日およびすべての連結子会社の共通の技

術的なセキュリティ対策、情報資産の管理・

運用ルールの設定・運用、役職員に対する

教育や定期的なセキュリティ訓練の実施、

定期的な内部監査などを行うことにより、

グループ全体でのセキュリティ対策の品質

強化に努めています。

データ活用・連携、AI活用

　データドリブンな意思決定を行うため、

デジタル人材育成プログラムにてデータ分

析人材を育成し、各事業や業務でのデータ

活用を促進しています。例えば事業会社の

事業データをダッシュボード化し、日々主

要なKPIのモニタリングをしながら収益

向上やコスト削減のための施策検討や意思

決定に活用する取り組みを行っています。

AI活用では、DXリードPJの推進に加え

て、社内情報を安全に活用できる社内専用

の生成AIツール(Sojitz AI Chat)を導入

し、多様な業務に活用することで業務効率

化を図っています。また、これらのデータ

活用やAI活用を双日グループ全体で推進

できるようにするため、グループ経営管理

の在り方に即したデータ基盤設計を進めて

います。

DXの取り組み

　本マグロの養殖事業において、デジタル

ツインやAI画像解析、IoT技術を活用し、

本マグロの遊泳シミュレーションによる尾

数カウントや満腹状態を判断するシステム

を開発中です。また、赤潮を予測するアプ

リを開発し、環境変動に迅速に対応できる

体制を整えています。これらの取り組みに

より、迅速な経営判断やコスト削減、生産

性向上など、養殖事業における経営管理高

度化を推進しています。本件で蓄積したデ

ジタルアセットは、他事業への展開が可能

と考えています。例えば、デジタルツイン

技術を応用し、ベトナムのリテール事業に

おける牛飼育の管理高度化についても構想

を開始しています。また、同じくベトナム

の小売事業では、事業者のデジタルネット

ワーク化のためのアプリ開発を進め、販売・

流通や在庫情報などを可視化することで、

収益向上、コスト削減、在庫効率化などの

経営管理の高度化を目指しています。

　自動車販売事業では中古車スキャナーの

開発を進めており、デジタルスキャン技術

によって中古車を画像データ化し、AI解

析することにより、中古車の傷の状態など

を正確に把握することが可能となります。

この車体情報を価格予測モデルで分析する

ことで、より透明性の高い車両査定の自動

化・均一化を行い、これを基軸とした中古

車の流通プラットフォームを構築していま

す。

　肥料事業からアグリプラットフォーム事

業への拡大を目指すタイのアグリビジネス

事業では、農業シミュレーションモデルを

活用し、天候・苗・土壌データから単収を

最大化するための施肥設計を行うプログラ

ムを大学機関とともに開発しました。同プ

ログラムに当社が有する農家データを蓄

積・活用することで双日独自のメソッドを

構築しています。また、土壌の衛星画像を

AI解析することで、土壌成分や病害非感

染農地を把握するシステムについて研究中

で、これらを組み合わせることで農家の営

農を支援するための総合的なサービス提供

を実現し、更にオフテイクまでつなげるア

グリ(農業)プラットフォームの構築を目

指しています。

　化学事業では多様な外部情報を非構造デ

ータとして蓄積し、生成AIを活用するこ

とで化学製造チェーンの構造を可視化し、

パラダイムシフトによる連鎖的な影響を把

握することで、新たなビジネスチャンスへ

と繋げる取り組みを行っています。これに

より、業界に精通するベテラン社員の経験・

知識を体系化し、組織全体として社会のニ

ーズに柔軟かつ迅速に対応できる体制を整

えていきます。

成果指標の設定

　当社は、事業や業務ごとに複数のKPI

を設定しています。主要な指標としては、

デジタルビジネスの収益化、既存ビジネス

のデジタル化による収益増加、データ活用

による業務効率化の度合い、デジタル人材

の育成人数や、カリキュラム修了後のデジ

タル活用の取り組み状況等です。これらは、

DX推進委員会や経営会議にて定期的に進

捗状況をモニタリングし、改善を図りなが

ら持続的な成長へと繋げています。

ステークホルダーとの対話

　経営戦略の中枢としてDigital-in-Allを

掲げて以降、最高責任者である社長自らが

当社HPやメディア媒体を介して双日らし

い成長ストーリー実現のためにデジタル活

用が不可欠であることを発信しています。

また、その具体的な取り組みとして、DX

最高責任者であるCDO兼CIOからDXリ

ードPJやAIなどを活用した事業創出の進

捗を株主総会や記者向け説明会、その他多

数の登壇で情報発信を継続しており、今後

もステークホルダーの皆様の理解を深めて

いきます。

（図 2）Digital in All のための人材育成の拡大と強化 （図 3）農業エコシステムの概略図
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DXで加速させる「顧客時間価値」の最大化

（図 1）成長連鎖経営

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社は成長連鎖経営という経営方針を掲

げ、顧客であるインダストリアル・オート

メーション（IA）産業の非効率を解消し、

時間の価値を高め、当社、IA産業、社会

がともに成長・発展することを目指してい

ます。その実現に向けて、顧客の手間削減・

確実短納期という２つの考え方の下、ビジ

ネスモデルを進化させてきました。1970

年代からデジタルテクノロジーを取り入れ、

近年は「デジタルモデルシフト」という成

長戦略を掲げ、デジタルテクノロジーへの

対応力とIA産業のものづくり対応力を掛

け合わせることで、さまざまな新商品・新

サービスを提供しています。当社は成長連

鎖経営を通じて、これからも顧客の時間価

値を最大化するための挑戦を続け、グロー

バルでIA産業を成長させ、社会の発展に

貢献してまいります。

DX戦略

　グローバルで多様化が進む自動化関連の

顧客ニーズへの対応に加え、自社の競争力

強化を図るべく、当社は成長戦略「デジタ

ルモデルシフト」を推進しています。デジ

タルテクノロジーへの対応力と、IA産業

のものづくり対応力の観点で、製造業に関

わる当社を含めた各アクターをポジショニ

ング。その上で、対競合・サービス比較で

当社の競争優位性を高めるサービスを相次

いで投入しています。①機械部品調達の

AIプラットフォーム「meviy（メビー）」

②早まる商品ライフサイクルに対応し価格

感応度を高めた「エコノミーシリーズ」③

ITによるサプライヤーネットワークの構

築で中・大口購買の需要に応える「D-JIT

（ディージット）」④工場の間接材調達と在

庫管理をデジタル化する「MISUMI floow

（フロー）」により、顧客時間価値の最大化

に貢献しています。これらのサービス提供

に際しては、いわゆる「ビジネスプロセス

リエンジニアリング」の発想を持ち、各組

織のリーダーが戦略を描くビジネスプラン

策定の中で経営陣と徹底的に議論され実現

しました。また事業の急拡大に対応するた

め、基幹システム「NEWTON（ニュート

ン）」を内製開発により刷新し、グローバ

ルで導入を進めることで事業の成長を支え

ています。

組織づくり
 

　2020 年10 月に当社全体のDX推進を

担う主管組織「デジタルトランスフォーメ

ーションシステムプラットフォーム」を立

ち上げるなど、組織体制を強化してきまし

た。この組織は「NEWTON」の開発を内

製化するなど全社共通基盤のDX推進をリ

ード。グローバルでもIT組織の横串連携

を行い安定したIT基盤構築に取り組んで

います。さらに開発サイクルの高速化やセ

キュリティ強化など多岐にわたる取り組み

で、当社の使命であるグローバル確実短納

期の実現を支えています。

デジタル人材の育成・確保

　当社が志向する「成長連鎖経営」と人材

戦略を連動させた上で、デジタルスキル標

準も参照しながら社員のスキルを可視化し

ています。全てのデジタル人材に求められ

る共通要件と、職種ごとに求められる知識・

技能に関する個別要件に分けて定義してい

ます。人材育成では、ITスキルを持つ人

材に留まらず、全社員がデジタル技術を活

用して業務プロセスを改革し、新たな価値

創造を担うことが期待されています。人材

評価では、スキルと成果のバランスをよく

見たうえで、特にDXスキルを活用しプロ

ジェクト成功に貢献した実績などが評価さ

れます。人材の獲得と定着も重要です。当

社のDX戦略やイノベーションへのコミッ

トメントを明確に伝えるなどの取り組みを

行っています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　「NEWTON」は、SAPと疎結合のマイ

クロサービスを取り入れ、マルチクラウド

で構成された柔軟性のあるシステムです。

旧基幹システムが新しいビジネスモデル実

現の足かせになっていることを深刻にとら

え、開発４か年で約200 億円を投じ開発

しました。2024 年３月に日本で本格稼働。

全13 現地法人への導入を進めております。

また、サイバーセキュリティは、経営リス

クの１つとして認識し、対策への予算と人

材を確保しています。「情報セキュリティ

基本方針」をはじめとした情報管理ルール

を制定。全社情報セキュリティ責任者であ

るCIOをトップとして、組織ごとに情報

セキュリティ統括責任者を置き、実施責任
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者、現場責任者を配置する管理体制を構築

しています。

データ活用・連携、AI活用

　当社では、経営陣がデータを重要な経営

資産と位置づけ、企業価値向上のためにデ

ータに基づく意思決定を推進しています。

成長連鎖経営の実現や各事業におけるビジ

ネスモデル磨き込みのためのデータ活用や

デジタル技術の導入に関して、具体的な行

動指針を策定し社内で公開しています。社

内のDXを戦略的に進めることで、すべて

の部門でデータの価値を最大限に引き出せ

る体制を整備しています。またAIについ

ても徹底的な活用方針を掲げています。社

内セキュリティで守られた当社専用生成

AIを提供するなど、情報漏洩対策を講じ

た上で、組織・個人の各レベルで活用・共

有・研修等を行っています。これらにより

顧客へのさらなるサービス向上、また日々

の業務の労働生産性向上に寄与しています。

DXの取り組み

　当社は創業以来BtoB市場における顧客

の時間価値創出を目指し、市場に先駆け最

新のテクノロジーを活用することで新たな

サービスを展開してきました。モデル進化

を使命とする社員が製造業などのIA産業

の顧客における時間価値創造の新たなイン

サイトを見出し、そこにデジタル技術を活

用して革新的なサービスを生み出すプロセ

スは、当社の持続的な成長のために必要不

可欠な取り組みとなっております。創業以

来、テクノロジーを活用し新たな進化を志

向している当社にとっては、DXは成長連

鎖経営を加速させる装置と位置づけられて

います。

　当社の事業は「顧客が必要とする商品を

タイムリーに届ける」ことであり、そのた

め常に「顧客により近づく」ことを目指し

てきました。当社の事業を「商品」×「売

り場」×「納品プロセス」の３つの要素に

分解してみると、「商品」は3,000 万点超、

サ イ ズ 違 い を 含 め る と800 垓（が い、

１兆の800 億倍）のバリエーションを展

開し、さらにmeviyによって一品一様の

図面品においても確実短納期を実現してい

ます。

　「売り場」は商品カタログ→ECサイト→

設計CAD画面（meviy、RAPiD Design）

への発展。「納品プロセス」では受注生産に

おいても標準２日以内で納期遵守率99.7

％を実現しています。このように当社のデ

ジタルテクノロジーを活用した絶え間ない

革新は、すべてDXの活用により実現した

ビジネスモデル進化であり、当社が「顧客

により近づく」ために不可欠な戦略と言え

ます。さらに2024 年９月、当社は需要

サイドと供給サイドの間に立ち、顧客とサ

プライヤーをマッチングする日本最大級の

製造業マーケットプレイスをmeviyのサ

ービス拡大として立ち上げました。今後も

DXを一層加速させ、プラットフォーマー

として「顧客により近づくとともに、サプ

ライヤーにも近づく」ためのモデル進化を

実現していきたいと考えています。当社が

顧客に近づく新しいサービスを展開し、そ

れをサプライヤー・自社工場と連携するこ

とでバリューチェーン全体におけるスピー

ド化、自動化を推進し、IA産業、社会へ

の貢献につなげていきたい。それが当社の

成長戦略「デジタルモデルシフト」で目指

す姿です。

成果指標の設定

　各プロジェクトには、進捗上重要なポイ

ントをマイルストーンとして、BNI（ボト

ルネック・インディケーター）という進捗

率がスタート時に設定されます。このBNI

に基づき報告と対策が共有されます。また

特別な支援を要するプロジェクトに関して

は個別に議論されるという仕組みで運用し

ております。効果測定では初回評価、中間

評価、投資回収完了時と最低３回の投資対

応効果を計測確認するプロセスが運用され

ています。

ステークホルダーとの対話

　投資家やアナリストに向けて、国内だけ

でなく海外の工場見学を定期的に行い、生

産現場のDX化を紹介するほか、取り組み

(戦略）理解促進のため、マネジメントや

施策責任者との対話機会の拡大を図ってい

ます。このほか2024 年度に当社初の統

合報告書(オンライン、日英）を刊行しま

した。統合報告書やメディアのマネジメン

トインタビューなどで当社の考え方を発信

しています。

（図 2）デジタルモデルシフト
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オフィス通販からのトランスフォーメーションを掲げ、
AIなどのテクノロジーの進化・活用によりデータドリブン企業への転換を目指す

（図 1）DX の考え方

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社は、1993 年にオフィス向け通販

「ASKUL」を立ち上げ、今年で創業32 年

目になります。今では医療機関や製造業な

どあらゆる業種、また中小事業所から中堅・

大企業まであらゆる企業規模、さらには個

人のお客様まで幅広くご利用いただいてい

ます。当社の強みは、商品、サイト、調達、

物流など、ECの全てのバリューチェーン

を自社で運営しており、各業務プロセスか

ら取得したビッグデータを、さらなる事業

の進化に持続的に還元できるデジタルプラ

ットフォームを構築していることです。「仕

事場とくらしと地球の明日に『うれしい』

を届け続ける。」のパーパスのもと、最も

効率的で、お客様にも地球にも「うれしい」

サステナブルな流通プラットフォームの実

現を目指します。

DX戦略

　当社独自のサプライチェーンの優位性

（商品から物流まで一気通貫で運営してい

る）を最大限に活かし、全体にシナジーを

発揮させる上で、DXが中心的役割を果た

すと考えており、マテリアリティの一つ目

に「DXによるサービスの変革」を掲げて

います。当社はこれまでもデータ活用を積

極的に進めてきましたが、従来型のアドホ

ック中心のデータ活用では知見や効果の蓄

積が難しく、作業の自動化が進まないこと

から、目指す姿としては、データがダッシ

ュボード化され、データに基づいて意思決

定を行うことが企業文化となっている、デ

ータドリブン企業への転換です。社会環境

や市場の変化に伴い、商品の需要やUIUX

の要件も大きく変化していることから、

DXを既存ビジネスの深化のみにとどめず、

新規ビジネスモデルの創出の実現に向けた

牽引役と捉えています。最新のテクノロジ

ーへの更新やサイバーセキュリティ対策も

必要です。まず、当社の強みである商品力

を支えるマーチャンダイジングとお客様の

ご評価が高い物流領域のDXに注力して取

り組んでいます。あわせて、DXを支える

基盤として、DX人材育成、データ基盤強

化、ビジネスパートナーへのビッグデータ

のオープン化と共創を進めています。

組織づくり
 

　 全 社 のDXに 責 任 を 持 つ 職 責 と し て

CDXO を 設 置 し、CDXO、CTO、CHO

が三位一体でDXを推進する体制を構築し

ています。2022 年に設立した「DX審議

会」は、経営陣や社外有識者を交えて四半

期に一度開催されており、DX戦略につい

て経営戦略との整合性や投資対効果の視点

で精査を行うほか、最新のデジタル技術や

活用事例なども情報交換しています。議論

の内容は取締役会でも定期的に報告され、

DXをトップダウン・ボトムアップの両軸

で推進しています。

デジタル人材の育成・確保 

　全社のデジタルプラットフォームを構成

するシステムごとにプロダクトマネージャ

ーを配置しています。プロダクトマネージ

ャーがシステムの進化計画の策定から実行

まで主体的に推し進めることにより、シス

テムの進化スピードを向上させるとともに、

経験を重ねやすくすることでデジタル人材

の育成を図ります。物流などのフィジカル

領域においても、データサイエンティスト

やエンジニアを配置し、全社横断的にデジ

タル人材が活躍しています。また、データ

分析のノウハウを教える育成プログラム

（データサイエンス教室）を継続的に実施

しており、約２割の社員が受講し、SQL 

の基本的な使い方、社内データの特性、デ

ータのビジュアル化などを習得しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　2021 年12 月、当社が保有するビッグ

データプラットフォームとして「ASKUL 

EARTH」を構築しました。このデータ基

盤により、会計などの基幹データだけでな

く、お客様の検索・購入履歴、仕入、在庫、

出荷、配送などのデータが一元化され、経
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営陣を含むすべての社員がデータドリブン

で意思決定できる環境が整いました。また、

サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ に つ い て は、

I S O 2 7 0 0 （ J Q A ）、 J I S Q 1 5 0 0 1

（JIPDEC）の要求事項に基づいた対策実

施と外部審査の受審及び両規格に準拠した

内部監査を実施しています。また、これま

でのISMSを主軸とした対策に加えて、

NIST CSFをベース基準として、リスクを

可視化し、優先度をつけて対策を実施する

など、強化を図っています。

データ活用・連携、AI活用

　東京大学などの複数の学術機関と連携や、

ベンチャー企業への投資や業務提携など、

技術を試す場を提供すると同時に、ビジネ

スモデルの進化を図っています。2021 年

から東京大学大学院田中研究室との共同研

究により、膨大なデータを分析し、配送個

口をまとめる手法の確立や配送ルートの最

適化を実現してきました。また、AI活用

で は、 自 社 専 用 対 話 型 生 成AIツ ー ル

（ASKUL GPT）を全社に導入し、実業務

での活用を開始しています。Azure Open 

AIを利用することでセキュリティ面での

安全な環境を担保しつつ、社員のデジタル

リテラシーの向上や様々な業務でのAI活

用に役立てています。

DXの取り組み

■既存ビジネスの深化

・マーチャンダイジングDX

　お客様のニーズにスピーディーに対応し、

効率的に商材拡大や価格決定ができるよう、

MDの商品選定や価格設定業務のDXに取

り組んでいます。これまでMDが手動で対

応していた作業をAIにより自動化し、独

自価値を発揮できる商品開発に転換するこ

とを目指します。

・物流DX

　物流における各プロセスにおいて、物流

負荷軽減や作業時間短縮のための自動化を

進めています。物流センター内の重労働工

程をロボットにより自動化するほか、入荷

バース予約システム導入によるトラック待

機時間の短縮、発注量の平準化AIによる

車両・物量の削減、配送パートナーの配送

管理業務を支援するドライバーアプリ（と

らっくる）の開発、物流センターの在庫配

置と在庫量の最適化、おトク指定便（出荷

や配送負荷の分散）などを進めています。

・新アスクルWebサイトへの統合

　中小事業所向けサイト「ASKUL」と中

堅大企業向けサイト「ソロエルアリーナ」

の統合に向けて、まずはソロエルアリーナ

のお客様移行を進めており、2025 年５月

期中での移行完了を予定しています。統合

完了により、お客様の利便性向上とともに

当社としても効率的なサイト運営が可能と

なります。

■新規ビジネスの創出

・「オフィス通販からのトランスフォーメ

ーション」を掲げ、物販以外の事業領域の

拡大を目指しています。具体的には、サイ

ト内広告ビジネス、中小企業のDXを支援

するSaaSビジネス（ビズらく）を展開し

ています。

・ビッグデータの社外オープン化

　2014 年に「LOHACO ECマーケティ

ングラボ」を開設し、参加サプライヤー向

けにデータを開放してきましたが、2024

年 にBtoBの ビ ッ グ デ ー タ も 開 放 し、

「ASKUL EC マーケティングラボ」とし

てリニューアルスタートしました。データ

ドリブンなマーケティング活動を支援し、

業種や企業の垣根を超えた学びの場となっ

ています。また、アスクルエージェント向

けにもデータ分析支援サービス「ASKUL 

Data Solution for Agent（ADSA）」 を

開始し、データドリブンな営業活動を支援

しています。

・EC物流テクノロジーを活かした3PLプ

ラットフォームサービス

　物流DXで得られた設備・システムのテ

クノロジー知見を活かし、2020 年からメ

ーカーなどのEC物流を担う3PL事業を

展開しています。

成果指標の設定

　中期経営計画や単年度予算と連動して

KPIを設定しています。現在、主に以下を

指標としています。

・新アスクルWEBサイトへのソロエルア

リーナのお客様移行を2025 年５月期中

に完了すること。

・ASKUL関東DCを2026 年５月期初に

稼働開始させ、関東圏の基幹センターとし

て拠点集約により変動費削減効果が発現す

ること。

・マーチャンダイジングDXによる価格最

適化では、売上高伸長などの有効性を確認

し、2026 年５月期より本格実装、MD業

務の生産性向上に繋げること。

ステークホルダーとの対話

　投資家向けには、決算説明資料内「DX

トピックス」での進捗紹介や、物流センタ

ー見学会の実施など、積極的な発信に努め

ています。一般向けには、企業サイトにお

いて物流センター動画や最新のDX情報を

掲載し、取り組みを理解していただけるよ

う 努 め て い ま す。 ま た、「 統 合 報 告 書

2024」では、経営トップ自ら「データド

リブン発想の強化」を打ち出すなど、「オ

フィス通販からのトランスフォーメーショ

ン」を目指した戦略ストーリーに基づき、

DXをメインテーマに据えています。

（図 2）バリューチェーン DX の全体像
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Beyond＆Connect～
失敗を恐れない企業文化により、金融の枠を超えた業態変革を推進

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　SMBCグループのビジョンである「最高

の信頼を通じて、お客さま・社会とともに

発展するグローバルソリューションプロバ

イダー」には、あえて「金融機関」「銀行」

といった表現を用いず、経営環境が変化す

る中においても、金融・非金融問わず質の

高いソリューションの提供によって、お客

さまと社会に貢献する、という想いを込め

ています。

　このビジョンの実現に向けて、現中期経

営計画においては「社会的価値の創造」「経

済的価値の追求」「経営基盤の格段の強化」

の３つを基本方針として掲げました。これ

らを満たしながら、「質の伴った成長」を

実現していくとの強い思いを込め、経営計

画に「Plan for Fulfilled Growth」という

名称を付けました。

DX戦略

　SMBCグループでは、DXの進展による

ビジネスモデルの転換や業界地図の塗り替

えを機会・脅威と認識し、DX戦略として、

銀行・金融業界の枠を超えたビジョンを描

き、プロダクト・サービスの高度化、新た

なビジネスモデルの創造に取り組んでいま

す。

　具体的には、デジタルが持つ様々なもの

を 超 え て い く 力・ 結 び つ け て い く 力

「Beyond ＆ Connect」と、イノベーシ

ョンを加速する枠組みの強化「Empower 

Innovation」の２つを掲げ、多様なパー

トナー企業と連携し、業態・企業・地域等

の壁を超えたソリューションの提供を行う

ことでお客さまの利便性をより高めるビジ

ネスの創出・育成を行うとともに、グロー

バルベースでのインキュベーションハブや

CVC設立といった新規事業立ち上げのた

めの基盤整備、生成AIの利活用に向けた

ケーパビリティの獲得、機動的な事業の見

直しや方針転換を可能とするガバナンス体

制、社長製造業・社内SNSなどを通じた

失敗や試行錯誤を許容するカルチャーの醸

成により、社内外から新規ビジネスの種が

生まれる仕組み作りと金融ビジネスの変革

を加速しています。

組織づくり
 

　2017 年８月よりDX推進を目的とした

経営会議「CDIOミーティング」を毎月開

催しDX案件への投資決定等を機動的に行

える体制とするほか、グループ全体のデジ

タル戦略推進を担うデジタルソリューショ

ン本部を設置するとともに、各事業部門に

もDXを推進する組織を設置し、トップダ

ウン・ボトムアップ双方から事業創出を可

能としています。またグループ会社の日本

総合研究所にDX開発システム部を組成し

アイディエーションから開発まで一気通貫

で迅速に対応しています。

デジタル人材の育成・確保 

　IT・ デ ジ タ ル 人 材 の 確 保 に 向 け て、

2023 年よりIT・デジタル、データサイ

エンス、サイバーセキュリティの３つの領

域で新卒向けインターンシップ等コース別

採用を実施し、2025 年４月は60 名が新

入社員として入社しました。またキャリア

採用強化のため2025 年４月にIT人材確

保・育成を専担とするグループを新設した

ほか、IT企画・開発人材のみならず、サ

イバーセキュリティ、データサイエンス人

材の確保・育成に注力しています。育成施

策については、全従業員向けの教育組織で

あるデジタルユニバーシティ等を通じてグ

ループ横断的にIT案件の企画人材・開発

人材やデータ人材の育成カリキュラムを実

施しており、全社的なスキル向上に取り組

んでいます。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　お客さまの利便性向上に向けDXを進め

る一方で、システム障害やサイバーインシ

デントが発生した場合の影響は広範に及ぶ

可能性があります。そのため、システムの

安定稼働の重要性はより高まっており、シ

ステムリソースの増強等のシステム障害の

未然防止策に取り組むとともに、障害発生

時の影響を極小化していくため、コンティ

ンジェンシープランの継続的な改善等、レ

ジリエンスを強化しています。加えて万が

一のサイバーインシデントに備え、各種セ

キュリティ対策サービスの運用により、外

部からの不審な通信を検知・遮断し、多層

的な防御体制を敷いています。また、ネッ

トワークの監視および分析を行う専門組織

を設置しており、24 時間365 日の監視

体制を確立しています。

データ活用・連携、AI活用

　個人向けビジネスでは、マーケティング

プラットフォームに集約した顧客データを

分析し、デジタルチャネルの抜本的な改革

を実施しています。また法人向けビジネス

では、経営情報システム（MIS）に蓄積さ

れたデータの分析に基づき、営業活動の高

度化を実現しています。AI活用について
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は、社内専用の生成AI「SMBC-GAI」に

よる業務効率化のほか、お客さま向けに、

AIを活用した契約締結プロセスのデジタ

ル化サービスの開発や、顧客企業のCFO

をサポートする「CFOダッシュボード」の

生成AIを用いた高度化など、積極的に推

進しています。一方で、AI活用の拡大に

合わせ「責任あるAIポリシー」を公表し、

社内ではAI案件の事前審査等を行う体制

を構築することで、攻めと守りの両立を図

っています。

DXの取り組み

■モバイル総合金融サービス「Olive」

　23 年３月にローンチした、銀行口座・

カード決済・証券・保険を１つに集約した

総合金融サービス「Olive」について、グ

ループ外のパートナーとの提携戦略、リア

ル店舗とのハイブリットチャネル戦略によ

り、顧客基盤の更なる拡大を推進していま

す。提携戦略としては、24 年４月、従来

SMBCグループで提供していたVポイン

トとTポイントを統合した「青と黄色のV

ポイント」をリリースし、ポイントの貯ま

りやすさ・使いやすさを大きく引き上げま

した。24 年12 月には「マネーフォワー

ド ME」でのアクションに応じてVポイン

トが貯まる「ポイントが貯まる家計簿」の

提供を開始しています。25 年３月には、

Oliveの非金融サービスの第一弾として、

カ ナ ダ の オ ン ラ イ ン 専 業 旅 行 会 社

Hopper,Incと提携し、会員向け旅行予約

サイト「Vトリップ」の提供を開始してい

ます。チャネル戦略としては、Oliveアカ

ウントを保有しているお客さまが特典を感

じられる新たな空間として、24 年５月、

カフェやシェアラウンジ併設の新型店舗

「Olive LOUNGE」を渋谷にオープン。デ

ジタルとリアルの双方のチャネルを通じて

顧客基盤を拡大しています。

■AI・データを活用した情報産業化への

挑戦

　SMBCグループでは、これまでAI・デ

ータの積極的な活用による業態変革に取り

組んできました。2014 年にIBM Watson

の技術をコールセンター業務で活用を開始、

2018 年に自社開発した自動応答照会によ

る社内効率化、現在では米国スタートアッ

プ企業Allganize社との提携によりグルー

プ各社で100 業務以上の自動応答照会を

実現しています。組織面でも2016 年に

データマネジメント部を設置するほか、経

営情報システム（MIS）を構築するなど、

基盤ツールの導入を進めてきました。これ

らをベースとして、国内外の法人ビジネス、

個人ビジネスにおいて業態変革を実現して

います。近時は生成AIの活用を強く推進

しています。専用環境上でのみ動作する従

業員専用AIアシスタントツール「SMBC-

GAI」を開発し１日２万件以上の利用実績

を有するほか、24 年10 月には生成AI活

用のさらなる推進を目的とし、現・次期中

計合算で500 億円の生成AIに係るIT投資

を行う枠組み（AI-CEO枠）を整備してい

ます。

成果指標の設定

　各事業部門で立案した主要施策をロング

リストとして一覧化し、経営層含め定期的

にモニタリングしています。各施策の実施

前には、経営会議で、実現に必要となる費

用（IT投資・物件費・委託費など）と施策

によりもたらされる効果（収益額の向上な

ど）を踏まえ、施策実施の判断をしていま

す。また、実施した施策は、経営会議で定

期的に効果検証、進捗（資源投入状況や効

果発生状況など）をモニタリングし、内外

要因の分析を踏まえ施策の継続・縮小・廃

止の判断をトップダウンで行っています。

ステークホルダーとの対話

　SMBCグループのDXの取り組みについ

ては、半期ごとに開催する投資家説明会や

年１回開催するIR Dayで戦略や各事業部

門の取り組みを発信するほか、経済メディ

アやイベントに経営トップが自ら登壇し情

報発信する機会を年に数十回ほど設けてい

ます。また、2021 年にはオウンドメディ

ア「DX-link」を開設し、SMBCグループ

のDXへの取り組みに関する記事を週１本

ペースで発信しており、多くのステークホ

ルダーの方々にご覧いただいています。
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お客さま本位を徹底し金融機関の枠を超えて新たな価値を提供

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　ふくおかフィナンシャルグループ(FFG)

は「あなたのいちばんに。」という従業員一 

人ひとりが持つ価値観と、「一歩先を行く

発想で、地域に真のゆたかさを。」という

存在意義をグループ経営の基本として、ス

テークホルダーの皆さまとともに、「経済

的・物質的・精神的にゆたかな地域社会」

の実現を目指しています。その実現に向け

た長期戦略（2025 年４月～）では、「デジ

タル／ AIでお客さまを深く理解し、人の

きめ細やかさでニーズに応えるサービスを

提供すること」を基本方針の１つに掲げま

した。FFGが持つ多様なグループ機能を

活用し、お客さまのライフイベントや事業

活動に合わせて、タイムリーで高品質なソ

リューションを提供してまいります。

DX戦略

　デジタル社会の進展が急速に進む中、将

来にわたってFFGが選ばれ続けるために、

わたしたちはどのようなサービスを提供し

ていくべきか。FFGでは最も大切なのは

お客さまを深く理解することだと考え、

DXを「お客さまを中心に据えた自己変革」

と定義しました。第７次中期経営計画では、

個人向けバンキングアプリ、事業者向けポ

ータル「BIZSHIP」、従業員向け営業支援

システム「SFA」といったデジタルツール

の内製開発を起点に、「既存ビジネスモデ

ルの変革」に取り組んできました。これら

のデジタルツールでお客さまの利便性を高

めながら、デジタル接点を通じて得られた

データからお客さまの理解を深めるととも

に、リアルの場においてもお客さまとの対

話の中から得られた情報について、貴重な

資産として蓄積を進めてきました。こうし

て得られた情報やデータを組織として有効

活用し、より高品質で均質化されたソリュ

ーションの提供につなげています。このよ

うに今後も「お客さま本位」を徹底的に追

求し、デジタルの力を活用しながら銀行自

らが変革することで、金融の枠を超えて新

たな価値を提供し、真にゆたかな地域社会

の実現に貢献してまいります。

組織づくり
 

　2022 年に社長直轄・全社横断の横串組

織として「DX推進本部」を組成し、DX戦

略の全体統括および企画・立案、ならびに

先進的な金融テクノロジーの調査・研究・

実用化などを進めてきました。施策の推進

にあたっては、外部の共創パートナーの知

見を取り入れるとともに、銀行本体の外で

新規ビジネスを展開してきた「出島」組織

（みんなの銀行、iBankマーケティングな

ど）のノウハウも活用しグループ全体とし

てDXを推進してきました。

デジタル人材の育成・確保 

　FFGでは、真に価値あるサービスを迅

速かつ低コストで提供するため、社員と外

部パートナーが連携しながら、ビジネス企

画やシステム開発に取り組んでいます。一

方で、中途採用や挙手制の人事異動を実施

することで、社内人財だけでシステム開発

が可能な体制を徐々に整えています。今後

も中期的な人員計画に基づき、デジタル人

財の継続的な拡充を進める計画です。また、

開発したデジタルツールを活用するために

は、社員一人ひとりがデジタルの素養を身

に着ける必要があります。FFGでは、DX

リテラシーの向上や社内カルチャー、組織

風土の改革にも全社を挙げて取り組んでい

ます。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　FFGでは、銀行ビジネスをお客さま起

点で再構築することを目指し、アジャイル

開発体制を整えるとともに、クラウドを活

用した開発・サービス提供基盤の構築を推

進しています。また、次世代基幹系システ

ムの構築にも取り組んでおり、1stフェー

ズで勘定系の機能高度化とDX基盤の強化

を行い、2ndフェーズではオープン・ク

ラウド基盤を含む多様な選択肢を考慮し、

自社の戦略に最適なハイブリッドプラット

フォームを構築する計画です。加えて、ゼ

ロベースでの新しい金融サービスの提供や

BaaS事業の展開に向けて、グループ内で

次世代バンキングシステムを構築し、複数

の企業にAPI連携による機能提供を行っ

ております。

データ活用・連携、AI活用

　データ活用においては、銀行内外のデー

タを集約・分析するデータ利活用体制を整

備しています。具体的な事例として、営業

支援システム「SFA」におけるNext Best 

Action（次行動示唆）が挙げられます。ハ

イパフォーマー分析やお客さまの顕在・潜

在ニーズの特定を通じて、営業担当者に次

の具体的なアクションを示唆し、営業生産

性を向上させています。また、2024 年4

月、DX推進本部内に「AI戦略グループ」

を立ち上げ、組織としてAI活用体制を構

築しています。各所管部における具体的な
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AIX（AIトランスフォーメーション）推進

施策の旗振り役を「AIXオフィサー」とし

て任命、社長・担当役員が一堂に会し、 

DX・AIXについて見識を深める「AIX協

議会」を設置し、全社横断で取組状況を共

有しながらAI活用を進めています。

　具体的なAI活用においては、「稟議意見

書 AI補助サポートシステム」を導入、案

件情報や営業店行員が普段蓄積している日

誌（交渉記録）などを主な情報源として、

これらを生成AIに要約させることで、融

資稟議書における意見欄のドラフトを自動

作成し、行員の作業時間を大幅に削減して

います。

DXの取り組み

　個人向けバンキングアプリでは、残高照

会や振込、金融商品へのアクセスなど、基

本機能を中心にサービスを拡充中です。デ

ジタル接点を強化し、対面から非対面への

チャネルシフトを推進することで、顧客体

験の向上を図ります。将来的には地域企業

との連携を通じて、非金融領域のサービス

も提供予定です。また、「BIZSHIP」は、

事業者向けのデジタルチャネルとして、経

営診断やデジタル通帳、オンライン手続き

などの機能を実装しています。デジタル接

点を活用し、顧客との関係を強化しつつ、

業務効率化を実現します。特に、経営診断

機能は営業ツールとしても活用可能で、課

題特定からソリューションの提案まで一気

通貫で提供しています。一方で、新たなビ

ジネスの創出に向けては、次世代型の銀行

サービス「みんなの銀行」と、金融機関発

の総合商社「FFGインダストリーズ」を展

開しています。「みんなの銀行」は、デジタ

ルネイティブな思想でゼロベースから設計

された新しい銀行で、2021 年５月に全国

エリアで個人のお客さま向けのサービスを

開始しました。スマートフォン上で完結す

る利便性を提供し、従来の銀行の枠にとら

われず、デジタル時代に即したサービスを

展開しています。具体的には、デジタルネ

イティブ世代をターゲットにしたB2C事

業、APIを介してパートナー企業に金融機

能を提供するB2B2X（BaaS）事業、そ

して銀行業参入を目指す事業者にシステム

を提供するバンキングシステム提供事業を

推進しています。また、2023 年５月に設

立したFFGインダストリーズは、日本で

唯一の金融機関発の総合商社として、九州

全体の生産性向上を目指しています。約

10 万社の広域ネットワークを活用し、製

造業の発注企業と協力工場をつなぐことで、

信用補完の役割を果たしています。受発注

システム「Finds」を基盤に商流を効率化

し、取引先の事業成長を本質的にお手伝い

するとともに、取引先に対する理解を深め、

FFGとしての「本業支援」をさらに加速さ

せています。

成果指標の設定

　お客さま向けのデジタルチャネルについ

ては、個人バンキングアプリの口座登録ユ

ーザーが2025 年３月時点で約126 万人、

BIZSHIPの利用ユーザーが約33,000 先

に達し、順調に利用者数を増やしています。

また、社内の業務システムである稟議意見

書 AI補助サポートシステムについては、

年間3,500 時間の業務削減を達成し、AI

を活用した業務効率化は今後も積極的に推

進してまいります。

ステークホルダーとの対話

　FFGは、ステークホルダーとの対話を

重視し、統合報告書への記載や会社説明会、

機関投資家向けのスモールミーティング、

セミナーを通じて、情報発信と意見交換を

積極的に行っています。また、YouTube

での動画配信を活用し、デジタル化支援サ

ービスや各種サービスの案内を行うことで、

幅広い層への情報提供も強化しています。

今後も、これらの取り組みを通じて、透明

性のあるコミュニケーションを実現し、ス

テークホルダーとの信頼関係を強化してま

いります。
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DXで、クルマに関わる全ての人に寄り添う未来のカーライフを共創する

（図 1）

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　プレミアグループは、長期ビジョン

「ONE＆ONLYのオートモビリティ企業」

と中期ビジョン「カープレミア事業モデル

の確立」の実現に向け、DXを不可欠な戦

略と位置づけDXビジョンを策定していま

す。業務のデジタル化による「既存事業の

伸長」を着実に進めながら、当社独自のプ

ラットフォームを通じて推進している「ビ

ジネスモデルの変革」「新規ビジネスの創

出」により創造される新たな価値が、思い

描く「エンドユーザー、モビリティ事業者

とプレミアなカーライフを共創する」とい

うDXビジョンの実現につながるよう、変

化を楽しみながらプレミアグループが一体

となってDXに取り組んでおります。

DX戦略

　プレミアグループでは、中期ビジョンお

よびDXビジョンを実現するための柱とな

る、３つのコアビジネス戦略を掲げ推進し

ています。

①モビリティ事業者（当社グループの重要

な顧客である中古車販売店及び自動車整備

工場）の経営効率を高め、エンドユーザー

に「安心・便利」をお届け

　カープレミアが提供するモビリティプラ

ットフォーム上で、あらゆるモビリティサ

ービスを享受できる環境を構築し、モビリ

ティ事業者とエンドユーザーをリアル・デ

ジタル問わずプラットフォーム上でマッチ

ングする仕組みを提供することで、取引機

会の最大化を目指しています。プラットフ

ォーム構築を通じて新たなビジネスモデル

（B2B2C）の創出を目指しており、利用で

きるサービスを順次リリースし、深化を図

っていきます。

②従業員のWell-being

　従業員があらゆる制約から解放され、主

体性を持って働ける環境を目指し、「デジ

タル化による業務の省力化、自動化及び高

度化」「BIツール及びAIを活用した迅速な

意思決定の実現」「レガシーシステムの脱却

によるビジネススピードの加速」に取り組

んでいます。

③次世代モビリティサービス（CASE・

MaaS）の実現

　自動車業界の変革にも対応できる次世代

プラットフォームの構築を目指し、取り組

みを開始しています。

組織づくり
 

　過去の経験も踏まえ、DX推進を効果的

に進めるための組織として、経営直下の

DX専任組織とプロジェクト推進をミッシ

ョンとする部署を設置し、ハイブリッド体

制で推進しています。

①DX推進部：グループ全体のDXビジョ

ン、戦略を策定、戦略の推進

②DX推進プロジェクト：責任の所在を明

確にする目的で主要３子会社にプロジェク

ト推進部署を組成し、DX推進部のメンバ

ーの参画を必須としたうえで、グループ横

断で業務改革、ビジネス伸長、新規ビジネ

スの創出を推進

デジタル人材の育成・確保 

　プレミアグループは、DXを成功に導く

人財を４段階で定義し、DX推進に不可欠

なマインドセットの醸成、各レベルに求め

る具体的なスキルセットを習得するための

研修の拡充、実践的な能力開発支援、育成

効果を最大化するための評価制度の確立を

通じて、体系的かつ継続的な人財育成を目

指しています。また、人財確保は２つの軸

で取り組んでいます。①最新技術に対する

見識を持つITマネージャークラスを中途

採用。②業務理解のある中堅若手社員を

DXプロジェクトへ専任・兼務でアサイン

し、OJT中心に育成・融合を図ります。

これらの取り組みにより、実践的なDX人

財を着実に育成・確保し、全社的なDX推

進力を高めてきます。
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ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当社はサイバーセキュリティを経営上の

重要課題と認識し、セキュリティ対策推進

をミッションとする専任組織を中心に体系

的な対応計画に基づき継続的改善に取り組

んでいます。計画は最新脅威やリスクアセ

スメントを踏まえ毎年見直しています。定

期的なリスクアセスメントで情報資産、脅

威、脆弱性を分析し対策を実施するととも

に、定期的に外部アドバイザーによる妥当

性や進捗の評価も行っております。

　具体的な取り組みとしては、最新動向の

継続的把握と規程改訂、セキュリティ能力

評価に基づくサプライチェーン保護、重要

システムの定期的な脆弱性診断、定期的な

内部監査と外部監査、全従業員への定期的

な研修と標的型攻撃メール等の訓練を実施

しています。

データ活用・連携、AI活用

　当社では、変化の激しい市場環境におい

て迅速かつ的確な意思決定を一つのゴール

として、これまで各事業で利用する業務シ

ステムに散在していたデータの利活用及び

BIの浸透に取り組んでいます。散在する

データはデータの種類に応じて最適な連携

方式、基盤を整えることで鮮度の高いデー

タのスピーディーな連携の実現に着手中で、

最終的には、事業横断でデータを管理し、

意思決定スピードの向上を通じて競争優位

性の確立に繋がる価値創出につなげていき

ます。また、生成AIを含むAI技術も積極

的に活用し、業務効率化、顧客体験向上に

挑戦しております。特にオートクレジット

事業における重要業務である与信業務にお

いて、AIを活用した自動審査の導入を進

めており、一定の成果がでています。

DXの取り組み

　当社では、DX推進のための予算をその

他システム関連予算とは別に確保し、継続

的な変革を進めています。

■モビリティプラットフォームの構築、深

化

　自動車領域に特化した当社の強みを生か

しながら、当社プラットフォームサービス

これまで直接リーチできていなかったエン

ドユーザーとの接点の創出、エンドユーザ

ーとモビリティ事業者を繋ぐプラットフォ

ームの構築を通じた新たなビジネスモデル

（B2B2C）の創出を目指し、2021 年より

「モビリティプラットフォーム」の構築に

着手、2022 年７月に第一弾となるサービ

スサイト「クルマのことならカープレミア」

をローンチいたしました。

　このサイトは、「クルマに関する悩みを

抱えるお客様と、クルマに関するサービス

を提供するカープレミアクラブ会員（自動

車販売店様、整備工場様の会員制サービス）

様を繋ぐサービスサイト」として位置づけ

られ、全国どこにいてもオンラインで、車

の検索や審査・購入、その後の車検や修理・

買取までを叶えるワンストップサービスと

して提供しています。また、お客様と会員

様がLINE上でやりとりが可能なコミュニ

ケーションツールの提供、モビリティ事業

者と当社が運営する様々のサービスを繋ぐ

ポータルサイトを提供するなど、「安心・

便利」なカーライフを共創するための取り

組みを継続的に実施しています。さらに、

今年は当社初のスマホアプリである「カー

プレミアアプリ」のリリースを予定し、プ

ラットフォームを通じたエンドユーザーと

の更なる接点強化を図っていきます。この

プラットフォームを通じて、中古車を購入

されるお客様の利便性の向上、中古車販売

店様・自動車整備工場様の経営効率の向上、

当社ビジネスの拡大を同時に達成し、「唯

一無二」のオートモビリティ企業を目指し

ます。

■オンライン申込サービス「POC」「POL」

「P-Warranty」の提供

　今までFAXが主流であったオートクレ

ジット、故障保証の申し込みをともに

WEB化し、ペーパーレスを実現。故障保

証においては、保証料の自動計算や顧客管

理機能も実装することで、お客様のデジタ

ル化へのニーズにお応えしながら、当社と

加盟店の双方における大幅な業務の効率化

に成功しました。WEB申し込みの利用率

は順調に伸長しており、今後は申し込みだ

けではなく、その先のフロー（故障時の顧

客対応等）においても、AI等を駆使したデ

ジタル化を進め、更なる利便性向上と機能

拡充を目指します。

成果指標の設定

　KGIを中期ビジョンの実現、CSFを中

期ビジョン実現に向け中期経営計画で掲げ

た重要課題の達成としたうえで、DX推進

におけるKPIとして以下３点を設定し、モ

ニタリングを行っていきます。

①業務プロセス改善による工数削減率

②モビリティプラットフォームの3R：流

入 率（Inflow rate）、 サ ー ビ ス 利 用 率

（Utilization rate）、 継 続 率（Retention 

rate）

③DX適合人財認定社員

ステークホルダーとの対話

　当社では、持続的な成長を目指し、以下

の取り組みを通じて、ステークホルダーと

の双方向のコミュニケーションによる価値

共創を積極的に図っております。

・DX推進戦略や、施策、人材育成、ガバ

ナンスといった具体的な取り組みについて、

統合報告書・IRリリース等を通じた積極

的な情報開示

・個人投資家向け説明会や、四半期ごとに

約80 件の機関投資家との個別面談を通じ

た対話（図 2）
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基幹システム領域も含めた内製開発の拡大により事業改革を推進

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　クレディセゾングループは、2030 年に

目 指 す 姿 と し て、「GLOBAL NEO 

FINANCE COMPANY ～金融をコアとし

たグローバルな総合生活サービスグループ

～」を掲げています。

　単なるファイナンスカンパニーの領域に

留まることなく、パートナーシップで創る

「セゾン・パートナー経済圏」で、グロー

バルにシナジーを発揮してまいります。

■2030 年に向けたグループ全体の取り

組み

1. 国内・海外のターゲット顧客層におい

て存在感を発揮している

2. 金融サービスをコアとする総合生活サ

ービスを展開している

3. グローバルな金融事業プレイヤーとし

て「セゾン」が認知される

DX戦略

　2019 年よりスタートしたCSDXの取

り組みは、３つのフェーズで進化してきま

した。

■フェーズ1（2019-2021）

　内製開発チーム「テクノロジーセンター」

を ス モ ー ル ス タ ー ト で 立 ち 上 げ、

CX(Customer Experience)のための内

製開発を推進しながら徐々にその範囲を広

げていきました。この期間に総合職社員の

公募による配置転換を開始し、研修や

OJTを通じてデジタルスキルを習得する

ことで、事業部とシステム開発の両方を理

解する人材を育成しました。

■フェーズ2（2021～）

　従来のIT部門とテクノロジーセンター

を統合し、CSDX推進部を設立しました。

安定性を重視するモード１と、速度と柔軟

性を重視するモード２の両方の強みを持つ

組織へと進化したことにより、CXに加え

てEX(Employee Experience)の向上を

目指した社内システムの伴走型内製開発を

推進しています。

■フェーズ3（2023～）

　CSDX推進部だけでなく、内製開発や

人材育成で蓄積したナレッジを全社展開し、

生成AIやノーコード・ローコードツール

を活用して全社員が自らの業務をデジタル

化していく体制を目指しています。

組織づくり
 

　2019 年に立ち上げた内製開発チーム

「テクノロジーセンター」を組織風土改革

なども含めた企業変革のキードライバーと

位置付け、200 名近い組織へ発展してい

ます。従来のIT部門とテクノロジーセン

ターをCSDX推進部という組織の一つの

傘の下に置き、安定と確実性を担保するモ

ード１、速度と柔軟性を担保するモード２

とが互いに力を合わせ、新規システムだけ

でなく既存の基幹・周辺システムの内製化

にも取り組める、全社レベルのDXを実現

する推進体制を構築しています。

デジタル人材の育成・確保 

　クレディセゾンでは、スキルレベルに応

じて、デジタル人材を３階層に定義してい

ます。

■コアデジタル人材：システム開発やデー

タ活用に深い知識や経験を有し、全社のデ

ジタル化をリードする人材

■ビジネスデジタル人材：ビジネス部門の

業務経験に加えて、システム開発やデータ

活用をリスキリングし、全社のデジタル化

を推進する人材

■デジタルIT人材：自らの業務に活用す

るために、デジタルスキルを一部身に付け、

市民開発を行っていく人材

　コアデジタル人材の獲得や育成により高

い専門性を持つ人材を抱えると共に、ビジ

ネスの知識とデジタルスキルを兼ね備えた

ビジネスデジタル人材・デジタルIT人材

を育成することで、技術と業務の間のギャ

ップを埋めることに成功しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　昨今のサイバー攻撃の多様化・内部不正

等により、当社におけるセキュリティリス

クは、その深刻度が増しています。当社の

サイバーセキュリティ体制は取締役会をト

ップとし、その監督下に代表取締役社長が

委員長を担う危機管理委員会内の組織とし

て「サイバーセキュリティ対応チーム

（CSIRT）」を設置しています。その実行責

任を担うCISOのもと、セキュリティ脆弱

性に関する情報収集、サイバー攻撃やトラ

ブルの監視、対応方針や手順の策定を行い、

インシデント発生による被害を最小限にと

どめたうえで状態の復旧を目指すための体

制整備を進めているほか、各部門長をコン

プライアンス責任者に任命することで、全

社的な情報セキュリティ体制の構築を推進

しています。

データ活用・連携、AI活用

■データ活用・連携

　あらゆる部署や領域に紐づくデータの活

用を推進するため、CoEチームを組成。
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経営重要度の高い全社的なダッシュボード

の構築やデータ分析、コミュニティの立ち

上げによる市民開発者の育成・支援体制を

整えています。

■AI活用

　従来のクレジットカード申込フォームで

はお客様に一律の情報入力をお願いしてお

り、入力にかかる時間が１つの障壁となっ

ていました。この課題を解決するため、AI

を活用しお客様に合わせて入力項目と審査

を最適化する新しいカード申込フォームの

提供を開始し、入力項目を最大で従来の３

割超削減することに成功しました。またカ

ード申込後、業界初となる最短０秒でのカ

ード審査が可能となり、お客様の入会体験

の向上を実現しました。

DXの取り組み

　クレディセゾンではクレジットカード基

幹システムの更改に2008 年に着手し、

10 年後の2018 年にカットオーバーを迎

えました。着手当時の設計思想を踏襲して

完成した基幹システムはメインフレームな

どで構築しており、安定性や堅牢性を非常

に重視した基幹システムとなっています。

　2019 年から開始した内製開発を武器と

したDX推進の中で、クレジットカード事

業をいかに競争力あるものにしていくこと

ができるか、ということが最重要課題のひ

とつでした。

　そこで、2022 年にこの基幹システムを

ラッピングする社内API基盤「オープン

GW」を内製開発かつクラウドをフルに活

用して構築しました。当初の計画では基盤

はメインフレーム、開発も100%ベンダ

ー開発で進められていた中、バックエンド

システムの中核をなすシステムであり、何

としてでも内製開発に切り替える必要性が

あるとCTOが判断し、経営層とも交渉の

上、開発工程半ばまで進んでいたプロジェ

クトを中止する決定がなされました。その

後、内製開発かつクラウドをフル活用した

開発へと180 度方針転換を実施しました

が、カットオーバー時期を変更することな

く、リリースを完遂しました。2022 年に

このシステムが完成したことで、機能追加

において、社内API基盤だけで完結する案

件については大きくコスト削減を実現して

います。また、ランニングコストについて

も日々のトランザクション処理数などを自

動監視し、継続的な最適化を実現していま

す。この社内API基盤の内製化に成功した

ことで、クレジットカード事業基幹システ

ムに、フットワークの軽さとクラウドなら

ではの伸縮性をもたらすことに成功してい

ます。

　2024 年度はこうした内製化の取り組み

が実を結び、社内API基盤を活用した基幹

システムと受託先システムとを連携するシ

ステムの構築が完了し、システム外販がス

タートしました。約３年間にわたり総勢約

300 名の社員が関わる長期プロジェクト

でしたが、基幹システムを有効活用するこ

とでペイメント事業の基幹機能を充足させ

るとともに、社内API基盤も活用すること

で受託先システムとの連携を可能とし、受

託先固有機能の構築を実現しています。今

後、この社内API基盤の活用を拡げていく

ことで、当社の更なる収益拡大に繋がるこ

とを期待しています。

成果指標の設定

　以下の４項目を中長期的に目指すべき定

量/定性指標「CSDX TARGET」として設

定しています。

1.デジタル人材1,000 名創出

2.クラウド利用率80%達成

3.業務プロセスの完全デジタル化

4.セゾン・データプラットフォーム構築

　加えて、AI・デジタル活用による「業務

削減時間」についても重要な成果指標とし

て位置づけており、目標の達成に向けて取

り組んでいます。

ステークホルダーとの対話

　代表取締役社長が率先して投資家向け説

明会などで発信、またCDO兼CTOが様々

なイベント、セミナー、講演、パネルディ

スカッションに登壇することで、DXの取

り組みを情報発信しています。現場のエン

ジニアからも情報発信を行っており、内製

開発の取り組み成果やその舞台裏を社内外

に伝える活動として、クレディセゾン公式

noteで「内製開発戦記」の発信を開始しま

した。IRサイトにもDX特設ページを作成

し、CSDX戦略の説明を詳細に記載して

います。
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─　不動産業　 ─　8802　 ─

オフィスや住まいの利便性を飛躍的に向上させる
次世代のまちづくりを推進

経営ビジョン・
ビジネスモデル

　当社グループは、「まちづくりを通じた

真に価値ある社会の実現」を基本使命とし

て掲げており、まちの利用者や従業員を含

む全てのステークホルダーへの価値提供を

基本方針とする社会価値向上、および高効

率かつ市況変化に強い事業ポートフォリオ

への変革を基本方針とする株主価値向上を

両輪とする経営を推進しています。また、

既存事業であるアセット事業に加え、デジ

タル技術やフィービジネスを活用したノン

アセット事業にも注力することで、「膨大

なエンドユーザーとの接点」と「膨大な不

動産への関与」という当社グループならで

はの強みを活かした幅広い事業ポートフォ

リオの構築を図っていきます。

DX戦略

　当社グループは、2021 年６月にグルー

プ全体のDX戦略として、様々なオフライ

ンとオンラインでの接点をシームレスに繋

げた顧客体験を実現する「三菱地所デジタ

ルビジョン」を策定しました。その中で、

共通認証基盤「Machi Pass」と丸の内ポ

イントアプリなどのオンライン顧客タッチ

ポイント、オフライン空間での顧客接点を

デジタル化する顔認証プラットフォームを

開発・活用し、オープンなエコシステムを

実 現 す る ネ ッ ト ワ ー ク「MELON」

（Mitsubishi  Estate Local  Open 

Network）を構築しており、多様なプレ

イヤーとの協創により生活者のQOL向上

につながる新規事業・サービスを創造する

方針を示しています。

　また、テクノロジーを活用した不動産関

連業務の効率化・高度化を推進する上で不

可欠な、生産性向上に向けた業務改革であ

るBPRを実現するための新規システム導

入、新規事業・サービスや多様な働き方を

支えるITインフラ整備、コーポレートIT

から新規事業までの安全な環境構築に欠か

せないサイバーセキュリティ強化等、IT

企画・開発・運用にも注力しています。

組織づくり
 

　当社グループ全体のDX戦略の立案・推

進はDX推進部が担っており、2019 年に

部署設立、2020 年に全社横断的な新事業

創出機能を担う「新事業創出機能グループ」

としてコーポレート部門から独立しました。

一部部員については他事業部やグループ会

社との兼務という体制をとることで、各事

業との連携強化を図っています。

デジタル人材の育成・確保 

■全社員を対象とした育成

　グループ会社を含む全社員を対象とした

DX人財育成 プログラムを開設し、全グル

ープ社員のデジタル・データリテラシーの

底上げを目的としたベーシックプログラム、

および 個々のスキルレベルに応じたアドバ

ンスドプログラムを展開することで、 高度

なデータの分析・利活用を通じた各事業領

域でのサービス品質向上や 事業・経営判断

高度化の実現を目指しています。 

■デジタル人材の採用

　専門領領域毎・等級毎に期待される知識・

スキル・実績を定義し、専門性が適性に評

価される仕組みを整備しています。また、 

採用力強化のため専用の採用サイトを運営

し、当社の企業理念や事業部理念と、本人

の長期的なキャリアビジョンが合致する人

材の獲得を推進しています。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

　当社グループでは、クラウドやデータ分

析基盤といったグループ共通インフラの整

備を通じて、事業・サービス創出の迅速化

と収益向上に貢献するとともにITの安定

運用とコスト最適化を実現することにより、

安全・安心かつ合理的に活用できる環境づ

くりを進めています。また、年々増加・巧

妙化するサイバー攻撃に対する発生の回避

および発生時の被害を極小化するため、

DX推進部内にセキュリティ推進組織を設

置しており、適切なセキュリティ対策が実

施されるように平時から部門横断的な統制

を行うとともに、当該専門領域での実務を

担い、グループ全体のセキュリティレベル

の強化を進めています。

データ活用・連携、AI活用

　各事業部で取得したデータを単一データ

ベースに統合し、全社員が自由に利活用可

能にすることでグループ横断での効率的な

データ収集・分析を実現する「データの民

主化」に取り組んでいます。また、同時に

デジタル人財育成方針を定め、社員のレベ

ル別にオンライン講座受講を中心とする座

学研修・ハンズオン研修・DX推進部への

短期兼務等を活用し、知識・スキルを習得

する体系的な人財育成プログラムを整備・

運用することで、データドリブンな事業推

進を支えています。

　また、生成AIの活用にも積極的に取り

組んでおり、社内情報の検索等の業務効率

化やデータの集計・可視化・分析等、幅広



81 D X銘柄2025

DX銘柄企業

三菱地所株式会社

（図 1）デジタルビジョン概要図

いユースケースの開発・探索を進め、一部

はすでに社内向けサービスとして運用され

ています。

DXの取り組み

■データドリブン経営の高度化

　下記の通り、データの収集、保守、活用

体制を整備することによってデータの民主

化を進めるとともに、データを利活用可能

な人材の育成を実施することにより、断片

的な施策に留まらず一連のつながりをもっ

てデータドリブン経営を推進しています。

・当社グループが運営する共通認証基盤

「Machi Pass」・ならびに顧客とのタッチ

ポイント開発。これにより、様々な当社運

営サービスを１つのユーザー IDで管理す

ることが可能になり、サービス横断でのユ

ーザ行動分析・施策立案が可能。

・データ分析基盤の開発により、グループ

内外の様々なデータの蓄積、分析が可能な

環境を整備。

・グループ社員を対象とした人材育成を実

施し、全社員必須受講のプログラムを通じ

て全社員のリテラシーの底上げを図るとと

もに、個々の社員のスキルレベルに応じた

プログラムも提供し、高度なデータの分析・

利活用を通じた各事業領域でのより良いサ

ービス提供や事業・経営判断の精度向上の

実現を目指す。

■HOMETACT・顔認証等の新規事業創

出

　当社が開発した総合スマートホームシス

テム「HOMETACT」は、当社グループ物

件のみならず、大手不動産デベロッパーを

はじめとした他社にもサービス提供を行う

SaaSモデルの新規事業です。従来のスマ

ートホームサービスは「機器販売」に関す

るメーカー機能と密接に結びつくため、家

電メーカー主体となりオープンな座組を作

ることが困難でしたが、不動産デベロッパ

ーである三菱地所がオープンプラットフォ

ーム構想を基にシステム開発を推進したこ

とで、どのメーカーでも・どんなサービス

でも連携可能なスマートホームプラットフ

ォームを実現しました。

　また、従来のオフィスやまちづくりにお

ける認証・本人確認の運用には、カードキ

ー紛失リスクや生体認証導入時の運用負荷、

公共サービスの利便性等の課題がありまし

た。これを受け、顔認証を活用した入退室

管理や本人確認を実現することで、利便性

向上と運営コストの削減を図っています。

将来的なシステム外販による対価収受も視

野に入れ、自社アセットを通じて精力的に

効果検証を行っています。

■生成AI活用

　生成AIを活用した業務効率化・顧客接

点改善を実現するため、社内情報の検索や

データの集計・可視化・分析等、幅広いユ

ースケースの開発・探索を進めています。

成果指標の設定

　主要な取り組みについての進捗や成果を

確認するための指標を年次計画の中で策定

し、半期に一度見直すことで進捗管理を行

っています。

　また、モニタリング体制としましては、 

DX推進部担当役員と経営者との間で月に

1 回程度の報告会を実施しており、軌道修

正が必要と判断された場合、即時に反映し

た計画にてプロジェクト推進を行っていま

す。経営計画に影響する大幅な変更が生じ

る場合は、別途経営会議にて審議を図り修

正しています。

ステークホルダーとの対話

　当社は、2020 年代における丸の内エリ

ア（大手町・丸の内・有楽町地区）のまち

づくりを「丸の内NEXTステージ」と位置

づけ、「丸の内Reデザイン＝人・企業が

集まり交わることで新たな「価値」を生み

出す舞台づくり」を長期のビジョンとして

発信し、推進しています。

　また、定期的なコミュニケ－ションの場

で、投資家からの質問を受け、統合報告書

や当社のデジタルビジョンの内容、ＤＸ組

織体制等を中心に説明・意見交換を行って

います。
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─　サービス業　 ─　4544　 ─

DXで技術革新基盤を構築し、  
すべての人に最適なヘルスケアサービスを届ける

（図 1）H.U.グループ事業とDX の全体像

経営ビジョン・
ビジネスモデル

■経営Mission

　ヘルスケアにおける新しい価値の創造を

通じて、人々の健康と医療の未来に貢献す

る

■経営Vision

　人々の健康に寄り添い、信頼とイノベー

ションを通じて、ヘルスケアの発展に貢献

するグループを目指す

DX戦略

■H.U.デジタルVision

(1)合理化・効率化を追求したリーンオペ

レーション。

(2)デジタル技術を活かし個々に寄り添っ

た価値の創造。

　上記(1)(2)に加えて、新たなデジタルヘ

ルスケアを目指すための人材・技術革新基

盤の構築。

■本年DX戦略の注力ポイント

　 本 年 のDX戦 略 で は、H.U.デ ジ タ ル

Visionに基づくこれまでの取り組みを通

じて(1)のリーンオペレーションを基盤と

して、(2)の価値創造の実現に向かうため、

『社会と連携したヘルスケア情報プラット

フォームの構築』が必須と認識し、この実

現に注力。具体的には、他業種と協業した

イノベーションの創出を後押しするシステ

ムプラットフォームの構築や、医療機関等

との連携によるゲノム解析技術を用いた先

進医療サービスなどの提供を進める。

組織づくり
 

　DX推進に関わる組織のミッションを明

確化し、組織変更・新設により強化。

■株式会社医針盤

　生活者様が検体検査の結果や健康データ

を自身で把握し利活用できるプラットフォ

ームの開発と運営、および医療/在宅向け

ヘルスケアICTサービスの開発を担う。将

来的には、地域医療および在宅医療の場に

おいて、多職種間のさらなる連携や医療業

務の効率化を支援するためのヘルスケア

ICTツールの開発を目指す。

■H.U.POCkeT株式会社

　付加価値の高いPOCT(Point of Care 

Testing)等の簡易迅速検査に関連する製

品やサービスを提供。通常の医療現場に加

え、医療過疎地域における医療へのアクセ

ス向上を支援。

デジタル人材の育成・確保 

■求めるDX人材の定義

(1)横串DX人材：グループのビジネスや

業務を全社視点でつなげ、改革できる人材。

(2)データ活用DX人材：データサイエン

スや機械学習などの専門技術を駆使して課

題を科学し、解決できる人材。

(3)不連続DX人材：事業環境や技術の動

向を俯瞰し、次なる事業の発展を見据えて

形作っていける人材。

　最終的な理想としては、企業内のアント

レプレナー精神を持って、ITをテコにし

て事業を生み出すような人材を育成。

■育成・確保

　基礎教育と、専門教育を組み合わせた

DX教育プログラムを策定。

(1)基礎教育：全従業員を対象に、デジタ

ルリテラシーの向上などを目的としたDX

教育プログラムを構築。

(2)専門教育：DXを用いて業務上の課題

を解決できる人材を育成。

　専門人材については、実際の現場課題解

決を通じて、より実践的なDXスキルを習

得する『現場伴走DXプロジェクト』を開始。

ITシステム・
サイバーセキュリティ

■DXを実現するためのITシステム

・ 新 ラ ボ 新 シ ス テ ム（H.U. Bioness 

Complex）の検査の自動化ライン、AIシ

ステム（画像・検査判定支援など）

・検査機器・試薬の需要変動に柔軟対応可
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能なAIとBI機能を搭載したサプライチェ

ーンプランニングシステム

・医針盤によるヘルスケア×ICTサービス

・H.U.POCkeTによる、郵送検査等での

検査データ管理・報告システム

■サイバーセキュリティ

　H.U.グループのリスクマネジメントに

おいて、特に重要なリスクに「情報の取扱

および情報システムに関するリスク」を掲

げ、グループでの管理体制・ルールに基づ

いたセキュリティ対策を実施。

データ活用・連携、AI活用
　

■データ活用・連携

(1)行政・薬局などと連携した生活者様の

ヘルスケアにつながるアプリの提供。

　医針盤を中心にPHRを活用した生活者

様への健康管理アプリの提供に加え、マイ

ナポータル（マイナンバー制度の発足に伴

って開設された、政府運営の行政サービス

プラットフォーム）とつなげた新サービス

や、薬局などと連携したヘルスケアサービ

スを推進。

(2)膨大なデータ解析による検査サービス

を可能とするシステムプラットフォームの

開発。

　先端医療領域では、難病・希少疾患領域、

およびがん領域でのゲノム解析をはじめと

するオミックス解析プラットフォームにつ

いて、高品質な検査サービス提供を可能と

する統合的システムの開発・実装を推進。

■AI活用

(1)特殊検査における自動化の推進。

　一般検査に加えて、機械化・自動化が難

しい特殊検査の領域でも、AI利用等、工

夫をしながら現場業務の効率化を推進。

(2)業務効率化。

　生成AIを使って、人事システムの検索

機能を効率化するなど、新たな技術導入に

向けた環境を整備。

DXの取り組み

　労働集約型の臨床検査の自動化という既

存ビジネスのDXによる合理化・効率化の

深化を進め、全国展開を行う。また、既存 （図 2）H.U. Bioness Complex

の業界構造を超えた検査プロセスの改革と

標準化を進めるため「ヘルスケア情報プラ

ットフォーム」を構築する。さらにこのプ

ラットフォームをベースとしてBtoBから、

BtoBtoC、BtoCへの業態変革を伴う新た

なビジネスモデルを創出する。

■既存ビジネスの深化

　世界最大規模の臨床検査ラボを含む

H.U. Bioness Complex（ 検 査・ 研 究・

製造のイノベーションを実現するための複

合施設）を全面稼働。今後は、下記施策に

より更なる既存ビジネスの深化を実現する。

・一般検査の完全無人化による検査の24

時間稼働および１日数十万検査の大量処理

を実現し、さらなる高品質・高速・高効率

といった当社の優位性となるオペレーショ

ナルエクセレンスを追求するとともに、全

国ラボへ展開。

・特殊検査は、遺伝子検査など最先端の検

査項目に対応しつつ、ロボティクス・AI

等の導入で徹底した自動化・業務効率化を

追求し、さらに、ITや人工知能の活用に

よりヒューマンエラーを防ぐことで、TAT

（お客様から検体をお預かりしてから、検

査結果がお客様に届くまでの時間）の短縮

を実現し、検査の高品質化と効率性を両立。

・ゲノム・ニューロなどに関する大量デー

タ解析のために、高速かつ高度な分析に関

する海外の先進技術の導入・検査事業のカ

バー範囲を拡大。

■社会と連携したヘルスケア情報プラット

フォームへの進化

　H.U. Bioness Complexで構築した最

先端の検査システムを、業界各社・病院・

研究機関等と連携し、国が主導する医療

DXをテコに、デジタル化・自動化・標準

化を進めるべく検査共通プラットフォーム

として、サービス提供を行う。

・政府が推進する医療DX（標準電子カル

テ・マイナポータルなど）との連携推進

・ヘルスケア情報プラットフォームを活用

してデータを収集・蓄積（データウェアハ

ウス・PHRのプラットフォーム）

■新規ビジネスモデルの創出

　上記プラットフォームで蓄積されていく

データ（臨床検査・診断・投薬等）や他社・

個人とのネットワークを活かし、個々に寄

り添った価値の創造へつなげる。

・難病の人のためのゲノム解析などの高度

な医療データ分析サービスなどを実施。

・予防医療として医針盤を中心とした

PHR・POCT・TaaS（Testing as a 

Service）等を展開。

成果指標の設定

　１検査あたりのコストおよびTATなど

定性・定量的な成果指標に加え、「売上高

CAGR」「EBITDAマージン」「営業利益率」

などの財務指標を設定。

ステークホルダーとの対話

■ステークホルダーへの情報公開・対話の

取り組み例

(1)対面でのH.U. Bioness Complexの見

学ツアー：あきる野での見学会を随時実施。

産学連携にも注力。

(2)バーチャル見学ツアーおよび各社事業

紹介での動画活用：遠隔地の方など、現地

での見学が難しいステークホルダーに向け

て、H.U. Bioness Complexのバーチャ

ル見学ツアー、360°VR、を公開。加えて、

グループ各社ホームページにて、事業内容

の紹介に動画を活用し、検査機器の「バー

チャルショールーム」を設置するなど工夫。
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清水建設株式会社

─　建設業　 ─　1803　 ─

マルハニチロ株式会社

─　水産・農林業　 ─　1333　 ─

86D X銘柄2025

DX注目企業

DX注目企業

経営におけるDXの位置づけ

　この先100 年、未来を豊かなものにす

るため、「食」を通じて人々と地球の健康

に向かう課題解決を行うソリューションカ

ンパニーとしてグループ中期経営計画

「For the ocean, for life 2027」を掲げ、

代表取締役社長と全執行役員で構成する

DX推進委員会にて「MNDX*¹」を推進。

これまで以上に業務標準化による生産性向

上を図り、経験や勘だけに頼らない、デー

タによる意思決定を導くデータドリブン経

営の基盤強化を推進しています。また「新

たな食の可能性」に挑戦する事業のDXと、

社員の意識改革を行う「社員が主役のカル

チャー改革」を実行。その施策の一つとし

て2026 年 ２ 月 に 本 社 をTAKANAWA 

GATEWAY CITYへ移転し、アカデミア

やスタートアップ企業との共創による価値

創造を加速していきます。
※1：マルハニチロDXの略称。単なるIT化やシステム導入ではなく、 
         デジタル技術を「利用」し「変化し続ける」企業を目指す取り組み。

　DXの取り組み紹介

■データドリブン経営プロジェクト

　意思決定の高度・高速化を目的に、蓄積

データの見える化から着手。可視化した定

量情報を基に議論・仮説を立てながら推進

しています。例えば養殖事業では、船上で

スマートフォンで入力した給餌（きゅうじ）

量・内容、斃死（へいし）数等の情報をリ

アルタイムにタッチパネル式大型モニター

に連携・ダッシュボード化し、デバイスに

不慣れな社員でも操作・議論し、データを

もとにした意思決定が可能な状態としてい

ます。

■プラネタリーヘルスダイエットへ挑戦

　TAKANAWA GATEWAY CITYが掲げ

る「100 年先の心豊かなくらしのための

実験場」に賛同し、JR東日本と東京大学

と共に「プラネタリーヘルスダイエット」

の創出に挑戦しています。具体的には、「魚

食のリデザイン」「パーソナル・スーパーフ

ード」といった、食を通じて次の100 年

を見据えた地球益の実現検討をしています。

■DX人財育成

　画一的なDX研修の実践ではなく、社員

のスキルを調査から始め、そのスキルセッ

トに応じ、最初に変革思想（X）の育成を、

その後に技術（D）の育成研修を組み立て

実践しています。

経営におけるDXの位置づけ

　長期ビジョン「SHIMZ VISION 2030」

の 達 成 に 向 け、 中 期 経 営 計 画〈2024-

2026〉では「デジタル」と「DX」を重要な

機能として認識しています。この計画の下

で、デジタルゼネコンとしてのさらなる進

化を遂げ、データドリブン・DXによる経

営・事業推進体制を強化するため、中期

DX戦略〈2024-2026〉を策定し、全社的

に推進しています。事業や組織の枠を超え

てデータを活用し、時代を先取りする価値

を創造し、持続的に高い収益力を生み出す

企業へと変革することを目指しています。

具体的な目標を設定して人とデジタルの力

を最大限に発揮できる企業文化へと変革し、

建設業界のDXを牽引するリーディングカ

ンパニーを目指します。

DXの取り組み紹介

　中期DX戦略<2024-2026>では、【業

務プロセス改革の実行】と、【データを活

かしきる経営】の２つを目標に掲げ、以下

の重点施策に取り組んでいます。

１.組織横断体制の構築

　経営視点でのDXを強化するため2024

年10 月に社長直轄で組織横断型の推進体

制「DX経営推進室」を新設しました。こ

れにより、データとデジタル技術を活用し

た経営・事業推進体制の強化を図っていま

す。

２.人財の育成・採用

　役員・従業員のデジタルリテラシーの底

上げ教育とともに、データとデジタル技術

を活用し業務変革／新規ビジネス創出をリ

ードするDXコア人財の育成を図っていま

す。

３.環境変化に強い基盤の整備

　機能・業務ごとに分散するデータを集約

し、プロセスをワンストップで繋げ、さら

なる価値づくりを促進するデータ利活用基

盤を構築するとともに、AI等の最新技術

の業務適用及び多様化する脅威に対応した

次世代のセキュリティ対策を行っています。

（図 1）DX 戦略について

（図 1）データドリブン経営 （図 2）プラネタリーヘルスダイエット



東レ株式会社

─　繊維製品　 ─　3402	　 ─

花王株式会社

─　化学　 ─　4452　 ─
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DXの取り組み紹介

①石川工場のスマート化と繊維産地活性化

　当社石川工場では衣料用繊維を生産して

おり、自工場内のDX活動によって、現場

密着型の改善からスマート化を進めていま

す。加えて、北陸の繊維関連企業による「東

レ合繊クラスター」のDX推進部会と連携

して、有力顧客との品質連携を開始してい

ます。原糸をお使いいただくお客様のトラ

ブルをいち早く検知することで、これまで

にないレベルでの安定化を目指す取り組み

です。サプライチェーン全体で、より高い

レベルでの製造を実現することで、日本の

代表的な北陸繊維産地全体を活性化し、産

業としての強化を目指しています。

②心電図検査サービスの創出

　当社グループは、ウェアラブル心電図測

定システムを用いた検査サービスを提供し

ています。これは受診者と医療機関を心電

図記録データおよび解析レポートでつなげ

るDXにより、受診者の通院負担を軽減し、

医療機関の資材購入・管理や心電図データ

取得・解析の手間を抑制する革新的な事業

モデルです。現在、医療機関と連携して有

用性の検証を進めています。

DXの取り組み紹介

　生活者一人ひとりと直接つながる双方向

デジタルプラットフォーム「My Kao」を

構築し、利活用を進めています。このプラ

ットフォームは、メーカー発の信頼できる

生活情報や製品開発に込めた想いを伝える

オウンドメディアの役割に加え、新たなマ

ーケティング基盤としての役割も担ってい

ます。社内のさまざまな部門が生活者と直

接対話できるコミュニティ機能を備え、ア

ジャイルなモノづくりやパーソナライズさ

れたUX（顧客体験）提供により、生活者

一人ひとりのLTVを最大化することを目

指しています。

　また、「皮脂RNAモニタリング技術」を

活用し、肌・毛髪・身体状態を遺伝子レベ

ルで解析。取得したパーソナルデータをも

とに、最適な美容ソリューション（製品・

サービス）を提供する新たなビジネスモデ

ルも展開しています。「肌遺伝子モード」と

いう客観的な新基準を制定し、複数の企業

間で標準化することで、企業の枠組みを超

えて「自分にあうモノ／あわないモノ」を

お客様に提案できる仕組みづくりを進めて

います。

経営におけるDXの位置づけ

　中期経営計画「K27」を達成するために

「グローバル・シャープトップ」戦略を掲

げており、それを加速させる重要な経営の

中核に「DX」を位置づけています。デジタ

ル技術を活用して企業活動の本質である

「よきモノづくり」サイクルを超高速化し、

お客さまに強く支持されるシャープな価値

を提案しつづけることで、世界の中で唯一

無二の存在となることを目指しています。

具体的には、３つの資産（基幹システム、

データ活用プラットフォーム、デジタル人

財）の深化を土台として、2027 年にかけ

て、AI活用を中心におきながら、「データ

ドリブン経営の推進」「オペレーショナル・

エクセレンスの推進」「顧客体験価値の向

上」「グローバル最速展開」の４つのイニシ

アティブを順次進め、グローバル・シャー

プトップ企業への変革を加速します。

経営におけるDXの位置づけ

　当社では、2020 年からデータとデジタ

ル技術による価値創出力と競争力の強化、

経営の高度化を狙った「TDX推進プロジ

ェクト」を推進しています。中期経営課題 

“プロジェクト AP-G 2025”では、さら

なる拡大を目指し、データ解析・シミュレ

ーション融合による新材料・新ビジネス創

出、徹底的な競争力強化と働きやすい職場

を目指したスマートファクトリー構想の展

開、戦略的プライシングによる管理高度化、

サプライチェーンなど顧客連携強化などの

取り組みを行っています。活動の基盤とな

るDX人材は、DX人材体系とそれに紐づ

く社内研修制度を構築し、それを元に計画

的な育成を進め、現在当初計画を上回る

DX人材が育成され、データとデジタル技

術を活用した現場密着型の取り組みを進め

ています。

DX 人材体系 石川工場の DX の取り組み



塩野義製薬株式会社

─　医薬品　 ─　4507　 ─

株式会社資生堂

─　化学　 ─　4911　 ─
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経営におけるDXの位置づけ

　資生堂は2030 年に向けたビジョン

「 P e r s o n a l  B e a u t y  W e l l n e s s 

Company」の実現のため、デジタル戦略

を重要な施策と位置づけています。当社の

強みであるサイエンスとテクノロジーをか

け合わせたデジタル技術の開発と社会実装

のサイクルを強化し、６つの主要戦略（デ

ジタルコマース、CRM、データ分析、人

材開発、ビューティーテクノロジー、メデ

ィア分析）に取り組んでいます。加えて基

幹系業務プロセス・データのグローバル標

準化やレガシーシステムの統廃合に注力し、

業務データと研究開発データや顧客データ

を組み合わせ、需要予測精度向上やオムニ

チャネルでの体験強化、新製品・サービス

開発等、データに基づく迅速な経営判断に

より効果を最大化します。デジタル戦略に

より、持続可能かつ顧客ニーズに合ったビ

ジネスモデルの進化を進めています。

DXの取り組み紹介

　従前より取り組んできたデジタルマーケ

ティング強化、Eコマース拡充に加え、デ

ータ活用にも積極的に取り組んでいます。

顧客データや市場データの他、当社の強み

である研究開発データを活かし、AIやビ

ッグデータも活用しながら新製品・サービ

スの開発に貢献しています。こうした活動

で生まれた「鼻骨格チェック」（鼻骨格から

未 来 の 肌 悩 み を 予 測 す る ツ ー ル ）は、

「CES2024」で高い評価を得ました（図

１）。この技術は本年よりサービスを開始

した「Shiseido Beauty Diagnosis Lab」

にも活用されています。また、デジタル人

材育成においては子会社の資生堂インタラ

クティブビューティーに専門人材を集約、

IT・DXに必要な30の人材像を定義し、

専門スキル研修と成果測定のアセスメント

等の独自の人事モデルを構築。育成と評価

報酬の連動を図り、採用力強化にも努めて

います。同社の先進的なモデルは他のグル

ープ企業でも活用され、グループ全体のデ

ジタル人材強化に貢献しています(図２）。

経営におけるDXの位置づけ

　SHIONOGI Group Vision「新たなプ

ラットフォームでヘルスケアの未来を創り

出す」を掲げ、ビジネスモデルを設計して

います。様々な情報・データ・技術が溢れ

る中、機微情報に配慮をしながら、既存・

新規ビジネスへの活用を強力に進めていま

す。特にヘルスケア領域のニーズはますま

す高度化・多様化しており、健康を守り、

増進し、癒すためのソリューションを自ら

選択する社会が現実になろうとしています。

当社は培ってきた強みを徹底的に磨き、多

様なパートナーから選ばれる存在となり、

既成概念を打ち破って人と社会のニーズに

応えるヘルスケアソリューションを提供す

る「協創の核」としてヘルスケアの新時代

を切り開く「HaaS企業」にTransformし

ます。

DXの取り組み紹介

　当社は新たなプラットフォームを活用し

てヘルスケアの未来を創造し、治療薬のグ

ローバル展開や新製品・新規事業の拡大を

目指しています。特にビジネス変革におい

ては、デジタル技術・データの活用が重要

と位置づけています。社内変革として、経

営判断・意思決定の重要性が増す中、透明

性とトレーサビリティを担保した意思決定

システムを構築し、いつ、誰が、どこで、

何を、どのように、何を根拠に決めたのか、

そしてその結果、期待する効果は得られた

のかをデータ化し，検証できる仕組みを稼

働させています。また、組織強化、人材の

育成、データ基盤の構築をDX推進のポイ

ントとして捉え、2021 年にDX推進本部

を設置し、全社員のデータ・ITリテラシ

ー向上を図りつつ、業務システム導入に加

え、データ管理・解析基盤の構築も行い、

データ活用を通じた経営の高度化を進めて

い ま す。 一 部 成 果 事 例 に つ い て は

「SHIONOGI DATA SCIENCE FES」

（2023～2025 年）で社外発信し、1000

名超に参加いただけるイベントに成長し、

多方面から注目いただけています。

（図 1）

（図 1） （図 2）
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DXの取り組み紹介

■AX: K-DIVE®

　K-DIVE®は、重機の遠隔操作システム

と稼働データを用いて人・重機・現場を常

時繋ぎ、建設現場のDXを可能にする、現

場改善ソリューションです。“働く人”を起

点とした３つの価値「本質的な安全性の確

保」「現場生産性の向上」「多様な人材の活

用」の提供により、現場の課題である「危

険を伴う労働環境」「熟練者の経験と判断に

よる作業・施工管理」「人手不足の深刻化」

を解決し、「誰でも働ける現場」を実現し

ます。

■GX:低CO₂ 高 炉 鋼 材 “Kobenable® 

Steel”

　“Kobenable®Steel”は、鉄鋼事業とエ

ンジニアリング事業の技術をかけ合わせ、

さらにAIを活用した操炉技術を導入する

ことで日本で最初に商品化した低CO₂ 高

炉鋼材です。CO₂ 排出量を大幅に削減し

た製品をお客様へ提供することで、カーボ

ンニュートラル（CN）社会の実現に貢献

していきます。

■AX/GXにつながる「DX推進力」強化

　生成AIなどのデジタル技術の業務適用

拡大や役員を含めた全社員のデジタルリテ

ラシー向上等など人材・環境・風土から成

る「DX推進力」の強化に取り組んでいます。

DXの取り組み紹介

■E-Scrapビジネスプラットフォーム

MEX（Mitsubishi Materials E-Scrap 

EXchange）

　電子機器類の廃基板は、有価金属を含有

するE-Scrapと呼ばれ、製錬原料の新た

な供給元（都市鉱山）として注目を浴びて

います。E-Scrapビジネスプラットフォ

ーム「MEX」は、業界で初めて納入予約か

ら買鉱価格の確認までの取引情報をオンラ

インで提供し、取引の透明性と利便性向上

を実現しています。運用開始後、多くのリ

サイクラーや商社に利用され、今後も更な

る利便性向上を目指して機能を拡張してい

ます。

■最適な工具の選定サービス

Tool Assistant

　金属切削加工のための工具の選定には専

門知識と経験が必要であり、メーカーや販

売店に問い合わせることも多く、時間を要

することがあります。また、適切でない工

具の使用は加工精度に影響を与えることが

あります。本サービスにより、Web上に

て短時間で最適な工具選定が可能となり、

顧客の負荷軽減並びに生産性の向上に貢献

しています。

経営におけるDXの位置づけ

　グローバル競争を勝ち抜くための基盤づ

くりとして、2020 年よりデジタル化戦略

MMDX(三菱マテリアル・デジタル・ビジ

ネス・トランスフォーメーション)を推進

しています。MMDXは経営改革の１つと

して位置づけられ、データとデジタル技術

の活用を通じて「ビジネス付加価値向上」、

「オペレーション競争力向上」、「経営スピ

ード向上」を重要な視点として推進してい

ます。さらに、ものづくり強化、実行体制

の強化、ボトムアップ活動の活性化を目的

に事業系DX、ものづくり系DX、研究開

発DXの三本柱と全社共通DX、基幹業務

刷 新 を 合 わ せ た ５ 領 域 で 再 構 成 し た

MMDX2.0 へ と 進 化 さ せ て い ま す。

MMDXの活動を通じて人と社会と地球の

ために循環をデザインし持続可能な社会の

実現を目指します。　

経営におけるDXの位置づけ

　KOBELCOグループは今中期経営計画

（2024～26 年度）において、「魅力ある

企業への変革」を取り組むべき目標に掲げ

て お り、 こ れ を 実 現 す る た め の 変 革

「KOBELCO-X」を推進しています。その

中でDXは、サステナビリティ経営を強化

するための様々な変革ー CX2（お客様対

応変革）、EX（人材戦略・従業員体験向上）、

FX（ものづくり変革）、BX（業務変革）

ーをデジタル・データの利活用によって実

現・加速・高度化する役割を担っています。

この取り組みを通じて、事業戦略の両輪と

なるAX（両利きの経営/稼ぐ力の強化と

成長の追及）とGX（グリーン・トランス

フォーメーション/CNへの挑戦）につな

げ、社会課題の解決や新たな価値を創造し

ていくことを目指しています。

（図 1）経営における

　　　 DX の位置づけ （図 2）K-DIVE

（図 1）MMDX2.0 （図 2）Tool Assistant
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経営におけるDXの位置づけ

　九州電力グループでは、DXの本質を「企

業変革」と捉えており、デジタル技術やデ

ータを活用し、ビジネスモデル、業務プロ

セスの抜本的改革を図ることで、収益増大、

新たな事業創出、業務基盤の強化を目指し

ています。また、人や組織風土・文化まで

変革することで、業務の生産性を向上させ、

従業員一人ひとりの働きがいの向上にも貢

献しています。

　DX推進本部を中心に、DXビジョンや

DXロードマップを策定し、グループの意

識や意思統一を図っています。デジタル技

術を活用した業務改革として、現場作業の

自動化、需給運用の高度化、データに基づ

く意思決定の実現などに取り組んでいます。

これらの取り組みを通して、「九電グルー

プ経営ビジョン2030」のもと、持続可能

な社会の実現を目指しています。

DXの取り組み紹介

①数理最適化による収益改善

　LNGの取引・配船の計画は、従来、作

業者の知識や経験に頼り、試行錯誤を繰り

返しながら立案していましたが、数理最適

化の手法を導入することで、様々な制約条

件や市場情報を考慮した最も経済的な計画

を策定できるようになり、収益改善と業務

効率化に貢献しています。数理最適化の手

法については、各種設備の運用計画をはじ

め、他の業務への適用も進めています。

②九電ドローンサービス

　ドローン技術をベースに、ロボット技術

やAIデータ分析などデジタル技術を組み

合わせ、空撮や点検、測量などの作業にお

ける効率化および安全性を飛躍的に向上さ

せています。特に電力設備の巡視・点検や

災害状況の把握といった業務において、人

が容易に立ち入れない現場でもドローンや

ロボットの活用によりデータ収集が可能と

なります。また、収集データをAI分析す

ることで迅速かつ正確な結果が得られるな

ど、生産性の向上に大きく貢献しています。

さらなる技術の活用により、地域社会の課

題解決への貢献、新たなビジネスモデルの

創出を目指しています。

経営におけるDXの位置づけ

　23-25 年度中期経営計画では、従来の

エネルギーの枠を超えたソリューションと

事業で、社会の持続的発展とお客さまへの

一層の価値提供を追求するビジネスモデル

変革の期間として、①エネルギー安定供給

と脱炭素化の両立、②ソリューションの本

格展開、③変化に強いしなやかな企業体質

の実現の３つの主要戦略を掲げています。

DXを戦略実行の一つの軸と位置づけ、さ

らなるDX人材拡大のロードマップ整備に

加え、人材育成プログラムを拡充しました。

また、DX推進部がビジネス部門に踏み込

んで伴走支援する体制を整え、生成AI活

用など、グループ単位・各事業において自

立的なDXを推進しています。DX人材の

拡大がX（変革）創出を支え、そのXが

DX人材育成の場となることで、より大き

なXを生み出す好循環を目指します。

DXの取り組み紹介

■エネルギー事業のその先　IGNITURE
　 ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 ブ ラ ン ド

「IGNITURE」（イグニチャー）を立上げ、

リアルとデジタル技術を融合した新たなソ

リューション提供を通じ、従来のエネルギ

ー供給の枠を超えた価値創造を目指します。

・サステナブルスター：不動産･REIT業界

の脱炭素・ESG報告業務をDX、２年で

（図 1）九電グループ DXビジョン （図 2）九電ドローンサービス

REIT業界トップシェ

アに急成長。

・熱源機器最適制御

AI：AIによる熱源機

器最適制御でエネルギ

ー コ ス ト 削 減 と 省

CO₂を実現。

■CX×DXのさらな

る進化
　お客さまの声をAI

分 析 す る「AIGNIS-

VoC」や、顧客分析からマーケティング施

策 提 案 ま で 自 動 で 行 う「AIGNIS-

marketing」など、生成AI搭載アプリを

独自開発し顧客体験（CX）を高度化させて

います。こうした取り組みは業務効率化と

顧客理解のさらなる深化を促し、企業文化

をも変革しています。お客さま一人ひとり

に寄り添い、課題を共に発見・解消するこ

とでより質の高いCXを提供し、便利で快

適な暮らしの実現を目指します。



西日本旅客鉄道株式会社

─　陸運業　 ─　9021　 ─

日本航空株式会社

─　空運業　 ─　9201　 ─

91 D X銘柄2025

DX注目企業

DX注目企業

DXの取り組み紹介

■グループシナジーの最大化～ WESTER

サービス（アプリ・ポイント）の展開～

　駅を中心としたお客様とのリアル接点に

加え、アプリを活用した24 時間365 日

のデジタル接点を構築し、一人ひとりのニ

ーズに合致するサービスの提供に挑戦して

います。「WESTERアプリ」には、リアル

タイム遅延情報の提供など鉄道事業者なら

ではの便利機能に加え、スタンプラリーや

グループ共通ポイントの付与・利用機能も

搭載するなど、1to1のレコメンドを通じ

た新たな移動・購買需要の創出をめざして

います。

■新たな事業創出～社内AIソリューショ

ンの外部展開～

　鉄道の安全性向上や業務負担の軽減のた

めに開発した、データ分析・AIソリュー

ションを、他鉄道会社をはじめメーカー・

大規模イベント施設など、様々な産業領域

へ横展開（よこてん）しています。一例と

して、駅構内の防犯カメラから得られる膨

大な学習データをもとにしたAIモデルは、

工場の安全管理やアリーナでのマーケティ

ングなど、業種を超えて活用いただいてい

ます。

DXの取り組み紹介

■飛行中の被雷回避支援サービスの実現

　JALと三菱重工は2019 年から共同研

究を開始し、機体を被雷から守ることを目

的に、被雷の可能性が高い位置を高精度に

予測可能なAI予測モデルを開発しました。

既存システム（ACARS）を活用した通信

でパイロットへ必要な情報をリアルタイム

で提供することにより、安全性・運航効率

が高まったほか、機体損傷によりもたらさ

れる経済的損失（遅延・欠航/機体修復）

の削減を実現しました。

■JAL DRONE/JAL AIRTAXI（空飛ぶ

クルマ）プロジェクト

　社会課題の解決を起点とした新たな移動

価値の創出を目指し、次世代エアモビリテ

ィ事業を推進します。ドローン事業ではフ

ェーズフリーモデル事業を通じて、目視外

遠隔自動運航など、データドリブンで高度

な運航の社会実装を進めています。エアタ

クシー事業では、大阪・関西万博を契機に

商用運航に挑戦し、空のウーバーを目指し

ます。共通基盤となるオペレーション最適

化支援プラットフォーム（AMOP）構築に

向け、取り組みを加速していきます。

経営におけるDXの位置づけ

　JALグループでは、中期経営計画にて

最上位戦略としているESG戦略を推進す

るための事業戦略の一つとして、DXを位

置づけております。

　デジタルを駆使して企業の価値創造力を

高めるDXは事業戦略の柱であり、サステ

ナブルな成長をけん引するドライバと捉え

ており、AIとデータを中心に、社員体験

価値（EX）、顧客体験価値（CX）、社会価

値の向上を目指しています。具体的には、

データドリブンな意思決定による新たな事

業領域への挑戦、高度化されたセルフサー

ビスや自動化による快適なサービス体験の

提供、GX推進などを通じ、各領域におけ

る価値向上を実現していきます。

　このような認識の下で、これまでの事業

部ごと、組織ごとのDXを横断的に捉え直

し、全社的な戦略・方針の下に足並みをそ

ろえて全社DXを加速させています。

経営におけるDXの位置づけ

　JR西日本グループは、コロナ禍で人の

移動が激減する中、変化し続ける未来にお

いても社会に貢献し続ける企業となるため、

デジタル戦略を経営の中心に据える決断を

しました。2023 年４月に制定したグルー

プのパーパス「私たちの志」においても、人、

まち、社会を、「リアルとデジタルの場」

でつなぎ、西日本を起点に地域の課題を解

決することを宣言しています。

　その実現に向けて、事業領域に関わらず

データやテクノロジーの徹底的な活用が必

要不可欠であるとの共通認識のもと、中期

経営計画の重点戦略にも掲げてDX推進に

取り組んでまいりました。

　具体的には、①グループシナジーの最大

化、②新たな事業創出、③働き方改革と

DX人財育成・確保、④セキュリティ基盤

の構築を「デジタル戦略４つの柱」として、

企業価値向上に挑戦しています。
（図 1）

（図 1）全社 DX

（図 2）

（図 2）エアモビリティ事業
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経営におけるDXの位置づけ

　当社グループは、長期ビジョン2033「空

間情報技術で社会をつなぎ、地球の未来を

創造する」を掲げ、その第１フェーズであ

る中期経営計画2026の根幹に、「サステ

ナ ブ ル 経 営 」と「AAS-DX（Asia Air 

Survey - Digital Transformation）」 を

明示しています。また、具体的なDX施策

を取りまとめた「AAS-DX5か年計画」を

策定し、その推進を担う「DX戦略本部」

を設立しました。本計画の策定から３年が

経過し、教育施策「DX人財教育プログラ

ム」の実施、社内版生成AI「αGeAI®」

の導入、生成AIの組織学習を目指すナレ

ッジ共有ツール「アイデア箱」の運用をは

じめとした様々な施策を通じて全社的な

DX施策の推進を実現してきました。

DXの取り組み紹介

■ナレッジ共有による全社的な生産性向上

を目指して

　社内版生成ＡＩ「αGeAI®」の活用事

例をチャットツール上で共有できる「アイ

デア箱」の運用を通じて、生産性と品質の

向上だけでなく学び合う組織文化の醸成を

目指しています。登録ユーザは約600 人

に上り、投稿されたアイデアは100 件を

超えました。今後は更なる情報共有と業務

での実装を目指した勉強会などを実施して

いきます。

■ ニ ー ズ を ベ ー ス に 深 化 さ せ た

「ALANDIS Connect」

　国土交通省主導のまちづくりDXプロジ

ェクト「Project PLATEAU（プロジェク

トプラトー）」や総務省が推進する「自治体

DX」など、行政サービスにおける３次元

データ活用のニーズが高まっています。

　当社の３次元データはインフラ施設のス

トックマネジメントや都市活動モニタリン

グ（人流、交通流）、防災対策などの施策

に活用可能であり、当社の既存GISサービ

ス「ALANDIS ＋」に連携し、ブラウザ上

で３次元データが活用可能な「ALANDIS 

Connect」を開発しました。今後も自治体

業務のDX化に寄与してまいります。

経営におけるDXの位置づけ

　当社グループは、「いつもも、いざも、

これからも。共創する物流ソリューション

パートナー」というVisionの実現を目指

して、中期経営計画2022を策定しました。

成長戦略の一つである「深化を支える経営

基盤の構築」では、DXを中核として、継

続的なDX人材育成による業務改善やサー

ビス・ビジネスモデルを改革する力の育成、

全社的な生成AIの利活用や現場発のロボ

ティクスの導入、お客様の物流課題の解決

に向けたSCMプラットフォームサービス

の構築等を進めています。当社グループは、

これらの取り組みを通じてデジタル物流企

業となることで、お客様の企業価値向上を

実現する物流ソリューションパートナーを

目指してまいります。

DXの取り組み紹介

■ヘルスケア・ワンストップ物流サービス

　当社グループでは、再生医療のサプライ

チェーンにおいて、IoTを活用したシステ

ムの導入によって、国内から海外までを包

括 し た、 常 温・ 保 冷・ 超 低 温・ 極 低 温

(-150℃以下)までの幅広い温度帯に対応

可能な「ヘルスケア・ワンストップ物流サ

ービス」を提供しています。当該サービス

によって、あらゆる原材料・中間体・製品

において、求められる温度環境での安全か

つ確実な流通を実現しております。また、

BCP対策に有効な拠点の提案や凍結品へ

の製造サービスを可能とすることで、様々

なニーズに応じた医薬品物流サービスを提

供しています。

■LVL+ SustainaLink 

　当社グループは、SCMプラットフォー

ム サ ー ビ ス と し て、「Logistics Value 

Link（LVL）」を開発しており、部品単位

での物流CO₂の算定から削減まで一気通

貫 の サ ー ビ ス を 提 供 し て い る

「SustainaLink（サステナリンク）」と連

携することで、多角的なソリューションの

提供を実現しております。

（図 1）「αGeAI®」のロゴマーク （図 2）「ALANDIS Connect」のイメージ図
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DXの取り組み紹介

　中・長期経営方針で謳う長期持続的なビ

ジネスモデル構築に向け、お客様接点の

DXに取り組み、従来のリアル（営業やエ

ンジニア）に加えてWebとセンターの３

つのチャネルを整備、様々なデータ連携を

行い三位一体でお客様に寄り添うことで、

お客様との信頼関係を構築し長期継続的に

取引を頂けるよう、「お客様との新たな関

係創り」を進めています。

　

　その実現に向け、蓄積されたビッグデー

タを活用し、マルチAIによる独自のAI基

盤の構築、AIパートナー企業との資本業

務提携を進め、DXの新たな価値創造に取

り組んでいます。併せて、AIが全網羅型

で営業プロセスをサポートしDX時代に対

応したスマートセールスへの変革に取り組

み、生産性の向上とお客様対応力の強化を

進めています。（図2）

　また、高度専門人材の獲得に加え、DX

やAIに関する定期的な教育によるDX人

材の育成・活用に力を入れることで人的資

本の強化に取り組んでいます。

DXの取り組み紹介

■既存ビジネスモデルの深化

　グループ全体で生産性を高めるため、グ

ローバルでIT・デジタル環境を整えてい

ます。具体的には、国内事業で進めてきた

基幹システムの高度化と活用促進、海外事

業の効率化を目指した基幹システムの海外

展開、業務の自動化・効率化をさらに進め

るためにプロセスマイニングやハイパーオ

ートメーション、生成AIの活用を行って

います。これにより、グループ全体での生

産性向上を実現し、グローバルでの競争力

を強化しています。

■新規ビジネスモデルの創出

　CPSプラットフォームと既存事業で取

り扱っている商材、顧客基盤、蓄積された

知見を活用し、医療・介護・地域公共交通

などの社会課題解決に貢献しています。

　また、事業部門が自立して業務アプリや

新サービスを開発できるように、環境、ガ

バナンス、知見・ノウハウ、人材育成の４

つの機能を提供する「DX Factory」を設

立し、持続可能で再現性のある仕組みを整

えました。これにより、革新的なビジネス

の創出と社会課題の解決の両立を目指して

います。

経営におけるDXの位置づけ

　社会的価値と経済的価値を両立させるこ

とを目指し、2030 年までに「豊かな未来

社会へ向けて、世界中の技と知をつなぎ、

新たな価値を創り続けるサービス・ソリュ

ーションカンパニー」となることを経営ビ

ジョン（Vision2030）として掲げていま

す。このビジョンを実現するために、IT・

DX戦略に基づいて変革、成長、基盤の各

領域で着実に施策を進めています。

　既存のビジネスモデルでは、ITやデジ

タル技術を徹底的に活用して業務効率化を

図っています。新規のビジネスモデルでは、

サービス・ソリューションの基礎となる

CPS（Cyber Physical System）プラッ

トフォームの開発と活用を進め、複数の事

業領域で、既存事業の商材や顧客基盤、蓄

積された知見を活用した新しいビジネスを

展開しています。

経営におけるDXの位置づけ

　1990 年代より大戦略（大塚経営戦略）

と呼ぶITを活用した経営革新の取り組み

を進め、取引に関わる一連のデータの一気

通貫を実現し、併せて、各組織のセンター

化を行なうことでビジネスプロセスを刷新

し、データドリブンな企業経営への変革に

繋げました。2000 年代には、当社独自開

発のCRM（顧客管理）+SFA（営業支援）

のシステム「SPR」を稼働させ科学的営業

スタイルを実現し、営業プロセスの変革で

生産性を飛躍的に向上させました。現在は、

様々なAIの得意分野を取り入れたAI基盤

を活用し、DXの取り組みによる新たな価

値創造を目指し、特にデジタル化の対応が

必須と言われている中堅・中小企業に対す

るDX推進の支援は、当社の社会的役割と

認識しています。当社でも経営戦略の根幹

にDX推進を位置づけています。（図1）

（図 1）

（図 2）

（図 2）

（図 1）
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経営におけるDXの位置づけ

　当社は、DXを、長期事業戦略（NICIGAS 

3.0）の中で事業モデルの進化を掲げる上

でのキーエレメントと考えています。

　それは、エネルギー関連技術やテクノロ

ジーの急速な進歩により、エネルギーの在

り方が全く変わっていくからです。これま

でのエネルギー供給は、海外から輸入した

資源を加工して顧客に届ける仕事でしたが、

近年では蓄電池等のDER技術が進歩した

ことにより、エネルギーの地産地消化が進

んでいます。デジタル技術を用いてエネル

ギーやリソースを効率的に活用するサービ

スを提供していくことで、お客さまのエネ

ルギー利用最適化と環境負荷の低減を同時

に実現していきます。DXは近未来のエネ

ルギー時代における当社の競争力の源泉で

あり、企業価値向上のために継続的な革新

をおこなっていきます。

DXの取り組み紹介

　当社は、デジタル技術を用いてエネルギ

ーやリソースを効率的に活用するサービス

を提供する２つの事業を中長期成長戦略の

柱として位置づけています。

■エネルギーソリューション事業（お客さ

ま・地域社会への価値提供）

　ハイブリッド給湯器、太陽光や蓄電池等

のソリューション機器の普及を通じて、各

家庭のスマートハウス化を進めています。

その上で機器のデータ連携、AIコントロ

ールによるエネルギー需給分析をおこない、

地域社会における最適なエネルギー利用を

実現するエネルギーソリューションを提供

していきます。

■プラットフォームビジネス展開（エネル

ギー業界への価値提供）

　事業インフラを他社と共同利用する環境

を構築し、DXを取り入れて最適化した当

社オペレーションのシェアリングサービス

を提供しています。CO2 削減や労働力不

足といった社会問題解決に寄与すべく、業

界のスタンダードとなることを目指し、業

界全体を最適化するエネルギーインフラ・

システム（プラットフォーム化）を普及さ

せていきます。

経営におけるDXの位置づけ

　大和証券グループは、中期経営計画

“Passion for the Best”2026のグルー

プ戦略骨子の一つに「デジタル・イノベー

ションの追求」を掲げており、グループ経

営基本方針である「お客様の資産価値最大

化」に貢献するために、デジタル技術を重

要な戦略要素として位置づけています。

　デジタル戦略では、既存ビジネスを持続

的に成長させる「ビジネスの深化」と、新

しい価値を断続的に創出しグループ全体で

進化を遂げる「デジタル・イノベーション」

の２つのアプローチでAIやセキュリティ

トークン等のデジタル技術の活用を進めて

います。お客様一人ひとりの状況や経済環

境に応じた質の高いソリューションの提供

や利便性向上を追求し、中長期的なお客様

の資産価値・企業価値の最大化に貢献する

ことを目指しています。

DXの取り組み紹介

■AIオペレーターサービス

　新NISA制度が開始し、お客様からのお

問い合わせが増加傾向にあることを踏まえ、

「AIオペレーターサービス」を導入しまし

た。株価や市況ニュース等のマーケット情

報やログイン手続き、NISA関連等の一般

的な内容のお問い合わせにAIオペレータ

ーが直接音声で回答することで、コンタク

トセンターの応答率の向上や待ち時間の解

消等のお客様の利便性向上、新たな顧客体

験の提供を実現しました。

■セキュリティトークンビジネス

　2022 年２月から不動産セキュリティト

ークン事業を開始し、これまでに300 億

円を超える引受・募集を行ってきました。

2024 年度は、全額電子マネーで利払いを

行う公募型セキュリティトークン社債を発

行し、現金以外での利払いを考える発行会

社への新たな資金調達手段の提供を実現し

ています。また、パブリックチェーン上に

おいて、セキュリティトークンを発行する

実証実験も実施し、お客様への新たな投資

機会の創出・提供に取り組んでいます。

（図 1）

（図 1） （図 2）
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DXの取り組み紹介

　「テクノロジードリブンの人材サービス

企業」の基盤として、①コア事業の価値向

上、②新たな価値の創造、③環境のデジタ

ル化の推進、④テクノロジー人材・組織の

進化の４つのテーマに取り組んでいます。

グループ全体でDX化を進めるにあたり、

専 門 人 材 や ノ ウ ハ ウ を 集 約 す るCoE

（Center of Excellence）を 設 け、SBU

（Strategic Business Unit）と一体とな

ってDXを推進。加えて、グループ全体の

クラウドシフト、業務高度化を図るソリュ

ーション導入も進めています。業務の効率

化・省力化や事業の付加価値向上に有効と

考えられる生成AIについては、社内版

GPTの導入や、AI推進専門組織の設置に

より強力に実装を進めています。

　また、テクノロジー人材を「コアテクノ

ロジー人材」と「テクノロジー活用人材」

として定義し、2025 年度末までにグルー

プ全体のテクノロジー人材を2,000 人ま

で増員することを目標に置き、採用と育成

の両軸でDX実現に必要な人材の充足計画

を進めています。

経営におけるDXの位置づけ

　パーソルグループは、グループビジョン

に「はたらいて、笑おう。」を掲げ、人材派

遣、人材紹介、アウトソーシング、設計開

発など、多様な事業を展開しています。急

速に進化するテクノロジーを背景に、人と

テクノロジーの共創による経営の進化が求

められる時代に変化していることを受け、

経営の方向性を「テクノロジードリブンの

人材サービス企業」と定めました。役務提

供を通じて価値を提供する「ワークフォー

ス事業」のデジタル化による業務効率化や

生産性向上、Webメディアやプロダクト

などを通じて価値を提供する「デジタルプ

ラットフォーム事業」の拡大により、非連

続な成長を実現し、2030 年に100 万人

のより良い“はたらく機会”の創出を目指

します。

（図 1）
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DXプラチナ企業2025-2027

株式会社LIXIL
─　金属製品　 ─　5938　 ─

「世界中の誰もが願う、豊かで快適な住まいの実現」をパーパスに掲げて日々の暮らしの課題解決に取り組むLIXIL。CX（顧客体験）

の向上を軸に、部門の垣根を越えた連携でDX戦略を推進し、業界の変革を牽引しています。DXを推進するための戦略や取り組みに

ついて、取締役代表執行役社長兼CEOの瀬戸欣哉氏と執行役専務Chief Digital Officer, Digital・CX 担当の金澤祐悟氏に聞きま

した。

Interview
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DXプラチナ企業2025-2027

DXの積極推進でより価値の高い 
顧客体験（CX）の提供を目指す

株式会社LIXIL　

株式会社LIXIL
取締役代表執行役社長
兼CEO

瀬戸	欣哉
（せと・きんや）

執行役専務 
Chief Digital Officer, 
Digital・CX 担当

金澤	祐悟
（かなざわ・ゆうご）

す。お客様はリフォームにおいて設備単
体の性能ではなく、暮らしをより良くす
るためのトータル的な空間デザインを求
めています。DXの推進により、幅広い

製品やサービスを展開している当社の価
値を生かし、お客様のショールームでの
体験価値向上に加え、事業部も巻き込ん
だLIXIL全体での提案力強化を目指し
ています。
──DXを推進するための組織作りはど
のように進めていますか。
金澤）デジタル部門では2019 年度から、
変化に機敏に対応するためにアジャイル
な働き方を実現するフレームワーク「ス
クラム（Scrum）」方式を導入していま
す。スクラムでは、Scrum@Scaleのフ
レームに基づいて、役員と意識合わせを
するEMS(Executive Meeting Scrum）
を開催し、事業部門側のリーダーと定期
的に意思決定を行っています。デジタル
部門にできることと事業部門の要望をす
り合わせながら、両部門が同じ方向を向
いてアラインメントを図れるのがスクラ

ムのメリットだと考えています。また、
複数のスクラムチームが協調して同じ方
向を向いて仕事ができるように、スクラ
ムオブスクラムのようなフレームワーク

を導入しています。スクラムはもともと
プログラム開発などデジタル領域のアジ
ャイルな仕事の仕方でしたが、当社はこ
れを営業やマーケティングにも広げてい
ます。
──営業やマーケティングに広げてどの
ような効果がありましたか。
瀬戸）コロナ禍で在宅勤務が広がったこ
とが、営業などでもスクラムが浸透する
きっかけになりました。営業でAIを活
用する動きが出てきたことも相まって、
スキルを教え合う機会の必要性が高ま
り、よりチームを活かしたスクラムが進
んできている印象です。効果も出てきて
います。「デジタルツールの民主化」を掲

──LIXILがDXを推進する背景には何
があるのでしょうか。
瀬戸）LIXILは2011 年に国内の主要な
建材・設備機器メーカー５社が統合して
誕生しました。
　現在、世界140カ国で事業を展開し、
トイレやキッチン、ドアなど多岐にわた
る住宅製品を扱っています。このため、
接点の少ない事業部門や拠点間の一体感
の醸成やコミュニケーションの創出が会
社全体としての課題でした。DXの推進
はまさにこうした課題解決に直結しま
す。さらに、お客様視点に立った製品・

サービス開発のためにもDXは不可欠だ
と考えています。
──LIXILのDX戦略について教えてく
ださい。
金澤）LIXILでは一貫して「CX（顧客
体験）」を軸に据えてDXを推進してき
ました。DXという言葉は広い意味を持
ちますが、我々はエンドユーザーの行動
変化に着目してDX戦略を立てていま
す。具体的には、これまで窓なら窓、キ
ッチンならキッチンなど事業ごとに製造
者側の観点で進めてきましたが、それを
エンドユーザー視点で捉え直していま
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も事業が継続できなくなるような致命的
な被害を防ぐことです。
──AIやデータ活用については、どの
ように取り組んでいますか。
金澤）LIXILではまず社内でAIを民主
化し、誰もが使える環境を整備しました。
現在は社員の半数近くが日常業務でAI
を活用しています。戦略的にAI活用を
推進している営業部門では、主に３つの
ツールを導入しています。１つ目は、音
声による業務報告の自動化です。営業担
当者が訪問先から戻る車中で、AIに面
談内容を話しかけると、自動的にフォー
マットに沿ってまとめてくれます。これ
により、わざわざ事務所に戻ってからパ
ソコンに向かう必要がなくなりました。
２つ目が、営業電話の文字化です。例え
ば、カタログ請求の電話があった際、全
て書き起こすことで後からタスク化でき

げ、専門知識のない従業員が業務開発ツ
ールを開発・運用できる環境を整えたこ
とで、営業やマーケティングの現場で、
デジタルの問題をある程度自立的に解決
できるようになりました。今までだと
IT部門を頼る必要があり、解決を待つ
タイムラグが発生していましたが、スク

ラム内で自立して進められるようになっ
たことでスピード感や一体感が高まり、
全体のDXのレベルが上がっています。
スクラムを組織全体に広げたことで、デ
ジタル的な働き方が浸透し、会社全体と
してもチームワークが取りやすくなりま
した。

るようにしています。３つ目が、営業の
スケジューリングです。全国に80ヶ所
以上あるショールームには100万組以上
来店されるため、情報量は膨大で営業が
全て把握するのは困難です。そこで、
AIが過去の来店情報を解析し、営業が
必要な訪問先を効率的に回れるよう提案
します。さらにお客様の関心事を踏まえ

た提案ができるので、訴求力も高まって
います。2024 年の夏ごろから全員に使
ってもらうよう展開しており、現在は５
～６割の営業が活用しています。特にリ
フォーム市場は営業の生産効率をどう上
げていくかが重要なポイントになるた
め、今後も展開を進めていきます。

──LIXILのサイバーセキュリティ対
策について、基本的な考え方を教えてく
ださい。
金澤）当社はサイバー攻撃を受けた経験
から学びを得て、ゼロトラストという考
え方を取り入れています。全てを守るの
ではなく、重要なデータを特定の場所に
集約し、そこへのアクセスを厳重に管理
する方法です。万が一侵入された場合に
備え、ネットワークをセグメンテーショ
ンして横移動を防ぐ取り組みも行ってい
ます。事業継続の観点からは、ネットワ
ークから隔離された場所にバックアップ
を保管し、攻撃を受けても復旧できる体
制を整えています。攻撃者にとって攻撃
のコストは年々下がってきており、サイ
バー攻撃を完全に防ぐことは非常に難し
く、ある程度の被害は避けられないでし
ょう。大切なのは、たとえ攻撃を受けて（図１）LIXIL's PURPOSE

（図 2）DX ＝ CX & EX
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に重要だと考えています。また、リフォ
ームのお客様の中には自分で商品を選び
たいという方が増えてきているため、低
コストで自動的にサービスを提供できる
ようなソリューションを作ることが求め
られています。単にオンラインショール
ームで選ぶだけでなく、パートナーへの
発注も含めて自動化できるような支援ソ
リューションの開発が重要だと考えてい
ます。リフォーム業界の生産性は非常に
低いのが現状です。何度も商品を見たり、
現地調査に行ったり、多くの選択肢から
選んだりと大変なプロセスを経る必要が
あります。リフォームを行った人の中に
は、二度とやりたくないと感じる人も少
なくありません。素晴らしい結果を得ら
れたとしてもそのプロセスは苦痛に満ち
たものになってしまうのです。こうした
課題を解決するためにもDXの推進が求

──DXの取り組みの中で最も効果的だ
ったものは何でしょうか。
瀬戸）2020 年春に導入した「LIXILオ
ンラインショールーム」です。コロナ禍
でショールームが開けられない状況から
始まり、在宅でのオンラインショールー
ム対応を進化させてきました。
金澤）まだ効果検証の途中段階ではあり
ますが、お客様のCX向上という点では
大きな意味があると考えています。オン
ラインショールームには様々なバリエー
ションがあります。例えば、あるショー
ルームに来たお客様がエクステリアを見
たい場合、エクステリアのショールーム
が近くになければ、ほかのショールーム
からリモートで繋いで、ジンバル（高機
能なカメラ）を使って広い範囲を見せる
ことができます。また、無人のショール
ームにロボットを配置し、在宅のコーデ

ィネーターがリモコン操作でお客さんに
接客するという取り組みも行っていま
す。ロボットを使うことで、人間と同様
にスムーズな接客ができています。さら
に、オンラインショールームの技術によ
り、従業員の自由な働き方が可能になっ
ています。例えば、香川県小豆島に移住
したコーディネーターの方が、オンライ
ンでショールームの仕事を継続できるよ
うになりました。冬場は東北地方のショ

ールームの来客数が少ないため、ロボッ
トを通じて東京のショールームで働くこ
ともできます。オンラインショールーム
が従業員に様々な選択肢を与え、働きや
すい環境を提供することができるといっ
た成果が出てきています。
──御社の事業において、DXの重要性
はどのように捉えていますか。
瀬戸）我々の事業では人手不足が深刻な
課題となっているため、DX推進は非常

められています。
──プラチナ企業に選定されたことで、
今後どのような取り組みをしていきたい
とお考えですか。
瀬戸）プラチナ企業の選定は、社員にと
って誇りになると感じています。LIXIL
全体が同じ方向を向いていけるように、

デジタルを活用して我々のパーパスに向
かっていることをより広く宣伝していき
たいと考えています。直接的には関係な
い方々も含めて、全社でデジタルを活用
した取り組みを進めていることを発信し
ていきたいです。

（図 3）LIXIL Online Showroom

（図 4）LIXIL DX Purpose



102D X銘柄2025

DXプラチナ企業2024-2026

株式会社日立製作所

─　電気機器　 ─　6501　 ─
Interview 01

執行役常務CIO
（最高情報責任者）
兼 ITデジタル統括本部長

貫井 清一郎
（ぬくい・せいいちろう）

デジタルを核にした「One Hitachi」への変革を掲げ、全社一丸と
なってDXを推進する日立製作所。DXによる社会変革の実現に向
け、社外の顧客に向けたDX支援の提供と、社内のDX施策の浸透
を両輪で推し進めています。プラチナ企業選定２年目となる今年は、
執行役常務CIO（最高情報責任者）兼ITデジタル統括本部長の貫
井清一郎氏に社内外におけるDX推進の具体例、データ活用の取り
組み、そして今後のDXの方向性について詳しく伺いました。

──2024 年にプラチナ企業に選定され
ました。前年からDXの取り組みについ
てどのような変化がありましたか。
貫井）事業戦略は昨年から変わらず、デ
ジタル技術を使った社会イノベーション
や社会課題の解決に取り組んでいます。
その中で、この１年間はAIやDXの進
み方という点で、主に３つの側面で変化
がありました。１つ目は、活用領域の広
がりで、社内プロセスやITビジネスだ
けでなく、ものづくりや制御系ビジネス
でもAIを活用して付加価値を高める取
り組みが進みました。２つ目は、AI活
用やDXの深化です。以前は個別の業務
や作業の効率化が中心でしたが、AIエ
ージェント技術の進歩やグローバルでの

業務標準化により、end-to-endの業務プ
ロセス全体の効率化やスループット向上
に移行してきました。点から線への深化
と言えます。３つ目は制度面の強化です。
2023年に新設した生成AIの利用を社内
外で促進する専門組織「Generative AI
センター」を起点として、世界中に分散
しているAIやDXの知識・経験の集約
を進めています。また、倫理やコンプラ
イアンスに関するガイドラインを整備
し、全社でのAI活用度合いなどをKPI
化することで、制度的な枠組みを強化し
ました。社内の従業員のAI活用率も
KPIの一つとして設定しています。
──御社はDX支援事業として、デジタ
ル技術を駆使して顧客のデジタルイノベ
ーションを加速する「Lumada（ルマー
ダ）」事業を展開しています。現状と成
果についてはいかがでしょうか。
貫井）ルマーダ事業は2016 年から手が
けていますが、最近は社内の認識が大き
く変わってきました。ルマーダの共通理
解がなかなか進まない時期もありました
が、今では全ての事業部門でデジタル要
素を加えて付加価値を高めることが浸透
しています。新製品・サービスの提供だ
けでなく、保守運用の領域でもデジタル
技術を活用した効率化や高度化が進んで
おり、売上は着実に増加しています。ビ
ジネスサイクル全体を通してデジタル化

が浸透してきたというのが実感です。
──AIについては、具体的にどのよう
な分野で事業を展開していますか。
貫井）例えば、鉄道分野でAIを活用し
た事業を展開しています。商用化の代表
例が、列車、信号、インフラの運用保守
を最適化するAIソリューション
「HMAX（エイチマックス）」事業です。
日立の鉄道車両等の保守運用において、
AIを使って運用状況などをつかみ、異
常が予想されるような現象をいち早く検
知することが可能になりました。車両等
に設置したカメラやセンサーからデータ
を取得し、それをエッジデバイスとして
AIで処理をして必要な情報を上げると
いう形式を採用しています。全ての情報
を上げるとデータ量が膨大になるため、
現場でAIを使って処理をしてから情報
を上げていきます。中央コントロールセ
ンターでは車両の位置情報や挙動を見る
ことができるようになり、これは新しい
取り組みとして実際に市場に出ていま
す。同事業では、米半導体大手エヌビデ
ィアと協業しています。
──社内向けのAI活用の状況について

（図１）HMAX データアセット例
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教えてください。
貫井）社内向けのAI活用も浸透してき
ており、現在は社員向けに翻訳や議事録・
資料作成、日立流の安全な検索などの
AIツールを提供しています。これらの
ツールは国内で６万人を超える社員が活
用しており、2025 年からは海外拠点へ
の拡大も進めています。
──データ活用について、現在はどのよ
うな段階にあるのでしょうか。
貫井）当社のデータ活用は、大きく３つの段
階に分けられます。１つ目は、マーケティング
データ、売上データ、ERPから集まるビジネ
ストランザクションデータなどを集める「データ
ギャザリング」の段階で、これはかなり完成
に近づいています。２つ目は、集めたデータ
を使って売上や利益率、ロスコストなどを予
測する「予測モデルの構築」の段階で、現
在はこの段階を進めています。３つ目は、予
測と実績を含めたダッシュボードを作成し、
経営幹部から現場のマネジメントまで一覧化
して実際のアクションに移せるようにする段階
です。現在は２つ目の段階を進めながら、３
つ目の段階に移行しつつあります。
──現場作業におけるDX推進について
はいかがでしょうか。
貫井）特にフロントワーカーの生産性向上は、
経営の中で優先度が上がってきています。こ
のため、生産性を上げるためのDX活用は
真剣度、切迫度が非常に高まっています。
日本では現在、失業率が2.5%前後と完全
雇用状態にあり、今後も労働人口が減少し
ていく一方で、労働需要はあまり変わらないと
予想されています。ある統計によると、2030
年には日本で340 万人、2040 年には1100
万人の労働人口が不足すると言われていま
す。日立は世界で事業を展開していますが、
先進国に限って言えば同様の状況だと思いま
す。今までは、システムやツールを使って生

産性を向上させても、雇用のフレキシビリティ
が低い経営環境においては、その削減効果
が人件費の額に明確に反映されにくく、測定
が難しいと言われがちでした。しかし、今は
人手不足で業務が回らなくなるリスクが顕在
化しており、DXによる生産性向上が待った
なしの状況です。
──DXを進める上で、セキュリティや
倫理面での説明責任も重要だと思います
が、その点についてはいかがでしょうか。
貫井）当社ではサイバーセキュリティと倫理的
な側面を非常に重視しており、ITパフォーマ
ンスレポートを毎年公表して、DXやAIを含
むIT施策について、考え方や取り組み内容、
進捗状況を社外に発信しています。DXのベ
ネフィットを訴求することは大切ですが、同時
に社会的責任の観点から、セキュリティや倫
理についてもきちんと説明することが重要だと考
えています。
──ステークホルダーとの対話について
御社はどのような取り組みを行っていま
すか。
貫井）日立では、DXに限らず、経営戦略
の中でステークホルダーとの対話を非常に重
要視しています。機関投資家や株主、顧客
や地域住民、グループ会社やパートナー企
業、社員など、様 な々ステークホルダーとの

対話に力を入れています。例えばIR発表や
決算発表の中で質問に答えたり、統合報告
書などでAI活用による生産性向上の事例を
紹介したりしています。

──御社のデジタル戦略における今後の
展望について教えてください。
貫井）当社は引き続き、デジタル技術を活用
して社会イノベーションと社会課題の解決に取
り組んでいきます。AI・DXの拡大と進化、
精度向上というものを、ますます加速していか
なければならないと考えています。事業面でも、
社内の効率面でも、グローバル展開でも、
最新のテクノロジーを活用してDXを推進し、
AI活用の拡大と精度向上を図っていく必要
があります。労働力不足など喫緊の社会課題
も多いため、猶予はないと、大変緊張感を持
って取り組んでいるところです。Generative 
AIセンターを中心にして、倫理面やコンプラ
イアンスにも配慮しながら、全社的にAIの活
用領域の拡大と技術深化を加速させていきた
いと考えています。当社はこれまでも、ビジネ
スポートフォリオの転換や社会イノベーション
事業への注力を進めてきました。新経営計
画が４月に公表されましたが、事業の柱として
ルマーダを核にITとOT、プロダクトを組み
合わせた社会イノベーション事業を展開して
いくという方向性は変わりません。引き続き、
社会課題の解決に向けて、デジタル技術を
活用した取り組みを強化していく方針です。

（図 2）新経営計画「Inspire 2027」のめざす姿
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─　精密機器　 ─　7732　 ─
Interview 02

代表取締役社長CEO
江藤	隆志

（えとう・たかし）

ヘルスケア、農業、建設という「医・食・住」の領域で社会課題の解
決に挑むトプコンは、DXを加速させています。ハードウェアとソリュー
ションを融合し、取得した精緻なデータを各種ワークフローの効率化
につなげ、眼疾患の早期発見から農作業の最適化、高速道路の改修
といった高精度な施工まで、現実世界とデジタルを結び付ける独自戦
略を展開。組織改革や外部登用も積極的に行い、実効性あるDX推進
体制を築いています。DXの最前線にある取り組みと成果、今後の展
望について代表取締役社長CEOの江藤隆志氏に話を伺いました。

──DXの取り組みについて、昨年から
どのような進捗がありましたか。
江藤）当社は「医（ヘルスケア）」「食（農
業）」「住（建設）」の３分野における社会
課題を、最先端のDX技術で解決するこ
とを目指しています。この１年、農業・
建設関連製品を扱う「ポジショニング事
業」は、市況の影響を受け、成長の踊り
場にありましたが、DXを加速するため
のデバイスやソリューションを開発・リ
リースしてきました。眼科医療機器と関
連ソリューションを扱う「アイケア事業」
は、各疾患の早期発見に向けたスクリー
ニング機器の普及や、検査データの活用
を推進しています。昨年、世界最大市場
である米国で販売戦略を見直し、体制を

刷新しました。代理店制から直販体制に
移行し、眼検診データを効率的に蓄積で
きる環境を整えました。
──アイケア事業におけるDXの状況を
教えてください。
江藤）ここ５年ほど取り組んできたDX投資が、
昨年、一昨年頃から少しずつ効果を出し始
めました。米国では、眼鏡やコンタクトレンズ
を店舗で購入する際には「オプトメトリスト」と
呼ばれる国家資格を持つ専門職の処方が
必要ですが、眼鏡店で測定した検眼データ
は人種・性別・年齢など多様な背景をもつ
眼の検査データの集まりになります。これらを
眼のデータベースとして活用することで病気が
ある人とそうでない人とを区別できるようになりま
す。人間の身体は一人ひとり異なり、統一さ
れた基準はありませんが、来店する多様な
人 の々データを蓄積することで体系化しようとし
ています。さらに、デジタルスクリーニングによ
り眼検診で得られたデータが、眼疾患にとどま
らず、糖尿病や心疾患などの早期発見につ
ながる研究が始まっています。
──収集したデータをどのように活用し
ていくのでしょうか。
江藤）計測した眼底画像データをAIに学習
させますが、データ数が増えるほど異常を見
つけ出す精度が上がります。当社は、2024
年５月に同分野のAIの活用でマイクロソフトと
パートナーシップを結び、AIを活用したソリュ
ーション「Healthcare from the Eye (眼

を通じた全身の健康管理)」の展開を推進し
ています。同社をはじめ米国ではAIの活用
が進んでおり、レントゲン検査結果の読影を
AIが支援しているといえます。日本も将来的
にこうした方向に進むのではないでしょうか。
──データ活用によって、医療の現場に
どのような変化がもたらされると考えま
すか。
江藤）例えば、ソリューションビジネスが進展
する米国市場で、専門医の知見を活用して
AIモデルを構築し、いち早く仕組みを整えて
いくと、より多くの人に高度な医療を提供できる
ようになると思います。つまり、データとAIの力
を組み合わせることで、医療の質を底上げで
きる可能性があります。ただし、国によって保
険制度の違いや、取得できるデータの違いな
どがあるため、グローバルに転用できる部分と
ローカルに適応させていく部分を見極め、各
地域に合うやり方を考えなければなりません。
考え方自体はグローバルですが、実際の運
用はローカルに行うこと、「Think Global, 
Act Local」が重要だと考えています。
──次に、ポジショニング事業のデータ
活用について、具体的な取り組みを教え
てください。
江藤）農業分野では、圃場内の作物の生
育状況や環境条件のデータを収集・蓄積す
ることで、各圃場に最適なデータマネジメント
ができるようになります。肥料の量や収量など
のデータを用いて、エリアごとの処方箋ができ
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「現実×デジタル」で挑む社会課題の解決 株式会社トプコン

あがり、例えば、収量が少ない場所の地盤
改良や水はけの改善など、適切な対策を打
つことができるようになります。農家の方々は、
長年の経験と勘に依拠している部分も多く、そ
れをデジタル化することが重要だと考えていま
す。農家の熟練者のナレッジをデジタル化・
可視化することで、より正確なデータに基づい
た農業が可能になり、問題点が明確化、収
量向上につながります。
　建設分野では、３次元計測データとデザ
インデータを活用した建設機械の自動制御に
より、土木工事の効率化と品質向上に貢献し
ています。現実の事象をデジタルと連携させ
る技術を強みとし、建設現場の生産性向上
を支えています。面白い事例としては、F1な
ど高い精度での仕上げが必要とされるレース
用サーキットの路面を３次元で計測し、例え
ば水たまりができやすいといった道路面の不均
一性を特定して全面改修を行いました。実
際に、私どものシステムを使って計測・改修
したところ、翌年のレースではラップタイムが
向上したと絶賛されました。これは、現場を
高精度にデジタル化し、高精度な施工技術
によって実現したものです。
──DX戦略を進める上での組織作りや
人材面での取り組みについて教えてくだ
さい。
江藤）伝統を守りつつ新しいことにチャ

レンジするのは難しいですね。エンジニ
アリングは長年のセオリーに支えられつ
つも、時にその枠にとらわれてしまうこ
とがあります。また、社内だけで育って
きた人材は知見に偏りがある可能性があ
るため、外部人材とうまく組み合わせる
ことが重要です。５年以上前からキャリ
ア採用を増やしており、課長以上の幹部
クラスや、執行役員クラスも半分がキャ
リア出身です。
──トプコン社内でのAIやDXの導入
状況について教えてください。
江藤）AIツールなどは積極的に社内に
導入しています。AIの活用を推奨する
ことで、通常業務の中で効率向上にむけ
てAIをどう使うか、どう向き合うかを
考えながら取り組んでもらいたいと考え
ています。以前、ある部門の会議の内容
を分析したことがあります。Microsoft 
Teamsを使って50 人程度の会議をやっ
ていたのですが、分析してみると参加者
の８割がメールを打ったりエクセルを使
ったり別の作業をしていることがデータ
からわかりました。
──分析結果を受けて、どのような改善
を行ったのですか。
江藤）参加者にアンケートを取り、情報
を伝達するツールとしてどういう形態が

一番必要かと問いかけたところ、多くの
人が「レポートだけもらえれば十分」と
回答しました。わざわざ会議を開く必要
がないということです。データを見せる
ことで問題点がわかりやすくなり、やり
方を変えようということになりました。
　デジタル化の中では、物事を可視化す
ることが非常に重要だと考えています。
可視化することで自分たちの立ち位置が
明確になり、次にどのようなアクション
を取ればさらに効率が上がるかという議
論につながります。
──プラチナ企業として、今後のDXの
展開を教えてください。
江藤）今まで中期経営計画で掲げてきた
取り組みをさらに加速させていきます。
当社の強みは、現実の事象をデジタルの
世界とマッチングさせる技術です。ソフ
トウェアは急速に進歩していますが、そ
れを効果的に活用するには現実の事象、
例えば、眼や農作物、建築構造物などを
デジタルデータとマッチングさせる必要
があります。
　当社は「ものづくり」を非常に大事に
しており、コアとする最密に細密に測れ
る技術があるからこそ、ソリューション
が提供できると考えています。ですから、
この軸はぶらさずに進めていきます。

トプコンのDX：尖ったハードウェアをベースにソリューションを展開

眼科検査
診断製品

はかる技術
＋

モノづくり

建機/農機マシンコントロール
GNSS製品

尖った
ハードウェア製品

DXソリューション

建築DX

LNシリーズNW500

精密農業

自動操舵システムGNSS

土木ICT施工スクリーニング

Maestro

光学技術

Chronos

各領域で高い
グローバルシェア

3Dスキャナ

センシング技術 画像処理技術 自動化技術

国内主力2工場(山形、福島)、中国、米国、ドイツなど世界16の生産拠点

新規市場の創出

蓄積された技術

クラウド/データ/AI

事業 ヘルスケア【医】 アグリカルチャー【食】インフラストラクチャー【住】

測量機・レーザー製品
3Dスキャナ製品

トータルステーション マシンコントロールシステム

i-Construction

シェアードケア・
Healthcare

from the Eye

（図１）
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中外製薬株式会社

─　医薬品　 ─　4519　 ─
Interview 01

デジタルトランスフォーメーション
ユニット長

鈴木	貴雄
（すずき・たかお）

製薬業界におけるDXのリーディングカンパニーとして注目を集める中
外製薬。「プラチナ企業2023-2025」選定以降、デジタルビジョン
CHUGAI DIGITAL VISION 2030でも「人・文化を変える」フェー
ズから「ビジネスを変える」フェーズへ進展。最終フェーズとなる「社
会を変える」への移行を控えた現在の取り組みや今後の展望を、デジ
タルトランスフォーメーションユニット長の鈴木貴雄氏に伺いました。

──2023 年にプラチナ企業に選定され
て3 年目となりました。直近1年間の
DXに関する取り組みを教えていただけ
ますか。
鈴木）私は2024 年にデジタルトランス
フォーメーションユニット長に就任しま
したが、この１年で当社のデジタルビジ
ョンCHUGAI DIGITALVISION 2030
における「ビジネスを変える」・「社会を
変える」の実現に向けて、４つの柱を打
ち立てました。１つ目は真のDXを行い、
ビジネスを変革すること。２つ目は社内
外での共創を促進すること。３つ目は内
製化力を高めること。４つ目は、社会変
革にしっかりと踏み込むことです。この
４つの柱を軸に変革と加速が始まってい

ます。
──4つの柱を含むビジネスを変えるフ
ェーズは順調に進捗していますか。
鈴木）力強く進んできています。真の
DXという観点では、今までアウトプッ
ト志向が強かったのを、アウトカム志向
に変えています。アウトカム志向では、
時間やコスト削減といった短期的な成果
だけでなく、デジタル技術を活用するこ
とで、ビジネスモデルそのものを変革し、
新たな価値・インパクトを生み出すこと
を目指しています。例えば、AIを活用
した創薬プロセスの革新や、リアルワー
ルドデータを活用した疾患理解や医薬品
の価値証明など、従来のやり方を根本か
ら変えるような取り組みを進めていま
す。こうした変革を通じて、患者さんや
社会により大きな価値を提供すること
が、私たちの目指すアウトカムです。単
なる効率化ではなく、ビジネスの本質を
変えていく、そういった意識改革を社内
で進めているところです。
──社会変革について、中外製薬として
どのように取り組んでいこうとしている
のでしょうか。
鈴木）我々のビジョンのフェーズ３とし
て「社会を変える」ことを見据えていま
す。製薬企業である私たちが、医療の課
題解決を通じて社会に大きなインパクト
を与えていくことが重要だと考えていま

す。例えば、これまで治療法のなかった
希少疾患や難病の薬を開発することで、
患者さんのQOL向上に貢献したり、デ
ジタルヘルスの分野でも、医療データの
利活用による新たな価値創出や、医療シ
ステムの効率化など、社会全体の変革に
つながる取り組みを進めたりすることも
考えられます。単に企業としての成長だ
けでなく、社会課題の解決と持続可能な
社会の実現に寄与していきます。
──DXを推進するために、社員のスキ
ルアップについてどのように取り組んで
いますか。
鈴木）デジタル側のメンバーはビジネス
を勉強し、研究、開発、生産について理
解を深めています。一方、ビジネス側の
メンバーはデジタルを勉強し、自分の武
器にするために実業務での活用に取り組
んでいます。例えば、研究部門では
Pythonを使ったデータサイエンスを行
う研究者が150名を超えてきていますし
デジタル部門では研究者にアドバイスで

（図１）
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自社を変革し、社会を変革する 
医療の未来を切り拓くDXの最前線 中外製薬株式会社

きるようなプロフェッショナルな人財が
在籍しています。お互いの領域に踏み込
み、課題や喜びを共有しながら一緒にな
って取り組むことが、DXでインパクト
を出すために必要だと考えています。
──AIを用いた創薬支援技術の進展に
ついては、具体的にどのような成果が出
ていますか。
鈴 木 ）AIを用いた創薬支援技術
「MALEXA®（マレキサ）」を活用して
設計した治療薬候補が、実際に臨床試験
に進んでおり、実際に人への投与試験が
始まりましたが、これは現場の努力に尽
きます。当社が長年にわたり蓄積してき
た抗体医薬品における技術力・実験デー
タがあったのはもちろんですが、そこに
デジタルツールを掛け合わせることで、
高いパフォーマンスを発揮できると研究
現場がデジタルを信用・信頼したことか
ら生まれた成果だと考えています。

──臨床開発の分野におけるAIの活用
について、どのようなビジョンをお持ち
ですか。
鈴木）臨床開発は通常５年から７年以上
の長い期間を要しますが、これを大幅に
短縮できれば、より多くの患者さんを救
うことができます。特に画期的な薬の開
発が加速されれば、そのインパクトは大
きくなります。そのために、生成AI等
を活用して人間の作業を自動化するだけ
でなく、先人たちの知恵や匠の技から新
たな洞察を抽出して、より良い意思決定

につなげることを目指しています。ただ
し、医療業界は人命を扱う仕事であるた
め、最終的には人間が責任を持つ
Human in the Loopの考え方で、AIの
出力を活用しつつ人間が意思決定を行う
体制を取っています。
──デジタルガバナンスコード3.0で新
たに追加されたステークホルダーとの対
話について、具体的にどのような取り組
みをされていますか。
鈴木）ステークホルダーの範囲は非常に
広いと考えています。最も身近なところ
から考えると自社の組織で、当社ではこ
の１年で目指すべき世界を精緻化し、デ
ィスカッションすることに取り組んでい
ます。１年に１回はビジョンに立ち返っ
て、想いや目指す世界が変わっていない
か確認することが重要だと考えていま
す。そして私たちが最も価値を届けたい
ステークホルダーである患者さんと医療
関係者に対しては、デジタル部門では直
接コンタクトすることは難しいため、営
業や研究、製造など社内の他部門を通じ
て対話します。ですから社内の他部門か
らデジタル部門と手を組むことが最高だ
と思われるぐらい信頼されることが重要
です。最も広い意味でのステークホルダ
ーは社会全体だと考えていて、DXを自
社の変革だけでなく社会の変革に役立て
ていく必要があります。そのためには他
社とのパートナーシップやエコシステム
構築が不可欠で、同業他社、IT企業、
アカデミア、行政、ヘルスケア分野のベ
ンチャーなど、様々なプレイヤーとビジ
ョンをぶつけ合い、共に解決できる課題
があれば積極的に組んでいくようなエコ
システムづくりを進めています。
──製薬業界全体のAIやデジタル技術
の活用について、今後5年後、10年後

にはどのようになっていると予想されま
すか。
鈴木）製薬業界は生命に関わる産業であ
るため様々な規制が存在しており、ミス
が許されない業界ですので、他の業界と
比べるとデジタル化がまだまだ不足して
いる印象があります。しかし、今から
15 年後の2040 年には、現在人間がやっ
ている仕事の半分以上がAI化・ロボッ
ト化されているかもしれません。当社で
は全社員がAIを使いこなせるようにな
らないと2040 年の時代に乗り遅れてし
まうという危機感を持ってAIの活用に
取り組んでいます。特に昨今注目を集め
ているAI Agentは我々の働き方・価値

（図２）

の生み方を大きく変える技術として導入
を加速しています。
──最後に、御社から世の中に発信した
いメッセージをお聞かせください。
鈴木）企業は社会の公器でもあるので、
社会にインパクトを与えることが存在意
義だと考えています。そのためには、当
社単独ではできることに限りがあり、い
ろいろな形でパートナーシップを組み、
エコシステムを作ることが重要です。ま
ず中外製薬がファーストペンギンになっ
て社会課題解決に向けて切り込んでいき
ますので、一緒に本気で社会を変えてい
こうという想いを持ったパートナーの皆
様を巻き込ませていただき、共創の取り
組みを進めていきたいと強く思っていま
す。
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株式会社小松製作所

─　機械　 ─　6301　 ─
Interview 02

代表取締役社長 兼 CEO
今吉	琢也

（いまよし・たくや）

ものづくりと技術の革新で新たな価値を創造しつづけるコマツ。建
設機械の業界が大きく変化する中で、変化に適応する企業体制を
磨き、他社に先駆けたイノベーションに取り組み続けてきた当社が
次に目指す姿とは。2025年4月に代表取締役社長 兼 CEOに就
任した今吉琢也氏に聞きました。

──2025 年４月に発表された中期経営
計画の概要を教えていただけますか。
今吉）新中期経営計画（25-27）のタイト
ルは「Driving value with ambition 価
値創造への挑戦」と名付けました。当社
の価値観の一つである「Ambition 挑戦
する」を意識し、お客さまをはじめとし
たステークホルダーの皆さまと共に新た
な価値の創造に果敢に挑戦し、グループ
全体で成長を目指していくことを表現し
ています。
　今回、当社が目指すありたい姿を「安
全で生産性の高いクリーンな現場を実現
するソリューションパートナー」と再定
義しました。建設現場の施工を見える化・
最適化するデジタルソリューションのス

マートコンストラクション®や、鉱山
現場での安全性や生産性の向上に貢献す
るAHS（無人ダンプトラック運行シス
テム）などのソリューションを更に進化
させていきます。そして、これらのソリ
ューションと連動する自動化・遠隔操作
化・電動化などのより高度な機能を備え
た製品を組み合わせ、お客さまの現場に
コマツならではの新しい価値を提供して
いきます。
　今回の中期経営計画では、こうしたあ
りたい姿の実現に向けた成長戦略の３本
柱として、①イノベーションによる価値
共創、②成長性と収益性の追求、③経営
基盤の革新を掲げています。特に、AI
活用やDXの推進により、新たな価値の
創出はもとより、社内のシステムやプロ
セスなどのビジネス基盤の効率化も積極
的に進めていきたいと考えています。
──直近１年間でDXに関して注力され
た事業についてお聞かせください。
今吉）私たちのお客さまである建設業界
では人手不足の課題が深刻化しており、
自動化や省人化などを含むICT施工に
よる生産性向上が求められています。
　2015 年から開始したスマートコンス
トラクション®は、建設現場の測量か
ら、建施工のシミュレーションや進捗管
理などの幅広いアプリケーションを揃
え、25 年３月末までに国内外で累計

46,000以上の現場に導入されています。
　さらに、昨年12月には、土木分野の
主力機種である20トンクラスの油圧シ
ョベルをフルモデルチェンジした新世代
油圧ショベル「PC200i-12」の発売を開始
しました。本商品は業界初の最先端3D
施工機能を標準装備し、お客さまのICT
施工導入を容易にします。例えば、設計
図面に対する掘削位置を表示する3Dマ
シンガイダンス機能で、経験の浅いオペ
レーターの掘削作業をアシストします。
ニーズに応じて、作業機の自動制御（3D
マシンコントロール）への切り替えが可
能な従量課金制のプランも用意し、より
精緻な作業にも対応可能です。スマート
コンストラクション®のアプリケーシ

ョンも一部標準装備としており、施工管
理のソリューションと、それと連動する
高度な機能を備えた製品をあわせて顧客
価値を高めています。
　生産性や安全性向上に貢献するもう一
つの手段として、遠隔操作システムがあ
ります。昨年５月より販売を開始した建
設機械向けの遠隔操作システムSmart 

（図１）新世代油圧ショベル PC200i-12
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AIやDXを活用した成長戦略によって
あらゆるプロセスの最適化を実現 株式会社小松製作所

Construction Teleoperationは、 事 務
所などの安全・快適な環境から油圧ショ
ベルを遠隔操作できます。昨年末には、
大型バンに遠隔操作システムをした搭載
した移動式DXオフィス（モビリティー
オフィス）の販売も開始しました。迅速
に移動でき、アクセス困難な環境で稼働
する建設機械でもモビリティーオフィス
内から遠隔操作が可能です。さらにスマ
ートコンストラクション®の各種ソリ
ューションを活用することで、ドローン
などで取得した測量データから地形情報
をデジタル化し、施工現場の見える化や
進捗管理などをモビリティーオフィス内
で行えます。災害時には速やかに現場に
駆け付け、被災地の状況を関係者間で共
有でき、迅速な復旧作業に貢献します。
　マイニングの分野では、当社はAHS
（無人トラック運行システム）を世界に
先駆けて2008 年から商用稼働させてお
り、2025 年３月末時点で累計導入台数
が862台に達しました。また、グループ
会社にて、大規模な鉱山現場における最
適な配車管理を行うデジタルソシューシ
ョンDISPATCHを開発・販売しており、
お客さまから高い評価をいただいていま
す。加えて、鉱山現場におけるオープン
テクノロジープラットフォームを開発
し、現場の様々なプロセスをデジタル技
術でつなぎ、現場全体の最適化を図る取
り組みにも注力しています。
──これまでのデータ活用・連携やAI
活用の取り組みについてお聞かせくださ
い。
今吉）当社の建設・鉱山機械は、お客さ
まの現場で平均して10-15 年に亘り使用
される生産財であるため、販売した後の
機械の保守・サービスが非常に重要です。
当社は2001 年から、機械の遠隔稼働管

理システムKomtraxを業界で初めて機
械に標準装備しました。現在では、世界
中のおよそ80 万台の機械の稼働情報を
モニタリングすることができます。そし
てKomtraxの情報を基にして、お客さ
まの機械をベストコンディションに保つ
ための様々な取り組みを代理店と共に行
っています。例えば、機械の稼働データ
に基づく適切なメンテナンス、的確な故
障診断と修理対応、あるいは省燃費運転
の指導などがあります。さらに、自社開
発・生産しているエンジンやトランスミ
ッションなどのキーコンポーネントの状
態をモニタリングし、最適なタイミング
でのオーバーホールの提案なども行な
い、お客さまのライフサイクルコストの
低減に貢献しています。
　このほか、Komtraxから得られる機
械稼働の情報に加え、生産・開発データ
や、代理店でのサービス履歴などをプラ
ットフォームで統合し、AIで補給部品
の需要予測や故障診断を行うなど、販売・
サービスの高度化にデータを活用してい
ます。
　AI活用では社内のガバナンス方針を
整備した上で、効率向上や新たなビジネ
ス創出を目指し、開発から管理部門まで
全プロセスに適用を進めています。グロ
ーバルチームも発足し、ユースケースの
集約や技術導入に取り組んでいます。
──AIやデジタルの活用にあたってど
のような人材育成に取り組まれているか
お聞かせください。
今吉）当社では、ビジネスモデルを持続
的に変革するため、課題を発見し ICT
で解決策を構築・定着させるDX人材の
獲得と育成に注力しています。産学連携
の強化に加え、新卒・経験者のデジタル
人材採用にも積極的に取り組んでいま

す。昨年買収した、チリの鉱山向けソリ
ューションのソフトウェア開発を行う
Octdotsは、マイニング業界に精通した
AIテクノロジーの専門性のある人材を
有しており、グループ内にそのノウハウ
を展開していきたいと考えています。
　2022 年に開始した「DX人材教育」で
は、全社員の理解度向上と業務適用を目
指した選抜型教育に取り組んでいます。
2019年に開始した、AI分野に特化した
人材育成プログラムからは、AI画像解
析を活用した建設機械の作業機のツース
脱落を自動検知するシステムが開発され
るなど、実用化される事例も出てきてい
ます。
──改めてDXを推進する目的や意義に
ついてお聞かせください。
今吉）当社は、DXを通じてお客さまの
現場でより大きな価値を提供できると考
えています。近年、気候変動や人手不足
などの解決に向けて、ICTやDXによる
現場作業の効率化が一層求められていま
す。これに応えるべく、お客さまの現場
プロセス全体の最適化に貢献するソリュ
ーションと、それと連動する製品を提供
することで、コマツらしい新たな顧客価
値をお客さまと共に生み出していきま
す。また、顧客価値を生み出すための社
内の経営基盤を革新するため、開発、生
産・調達、販売・サービス、間接部門な
ど社内のあらゆるプロセスにおいても
DX活用を積極的に推進しており、新し
い経営戦略のもと、この取り組みを一層
加速させていきます。

（図２）Lomas Bayas 銅鉱山（チリ）にて

          稼働するAHS ダンプトラック
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トラスコ中山株式会社

─　卸売業　 ─　9830　 ─
Interview 03

取締役 経営管理本部 本部長 
兼 デジタル戦略本部 本部長 
兼 オレンジブック本部 本部長

数見	篤
（かずみ・あつし）

「サプライチェーンDX」を掲げる卸売業トラスコ中山。「DXグ
ランプリ」受賞、「DXプラチナ企業2023-2025」選定を経て、
その存在は業界内で独自の地位を築いています。トラスコ中山
がDXを体現できる要因はどこにあるのか。昨年につづき、取
締役 経営管理本部 本部長 兼 デジタル戦略本部 本部長 兼 オ
レンジブック本部 本部長の数見篤氏に聞きました。

──DXに長年取り組まれてこられまし
たが現在の進捗をお聞かせください。
数見）当社では「サプライチェーンDX（利
便性向上・生産性向上）」を中核に、DX
の取り組みを着実に進めています。具体的に
は、従業員一人当たりの売上高は、2021
年12月期で8,700 万円でしたが、2024 年

12月期で１億100万円まで約20%向上しま
した。また、社員の平均年収も前年比で
8.8%増加しました。会社全体で見ても売上
高は2,950 億円で前年比で10%増で、同
業他社と比較しても顕著な成長を実現するこ
とができています。これは、単なるデジタル活
用による効率化ではなく、DXによって顧客体
験の再現性と持続性を高めた結果と捉えてい
ます。人が介在することで提供される顧客体
験は、高品質で満足度の高いものが存在す
る一方で、属人性が高く、担当が変わったり
することで断片的になってしまうことがあります。
そこで、弊社はDXの推進により、人ではなく
デジタルをベースにしたサービス提供で、属
人性を排除し、質の高い持続的な顧客体験
を担保しています。卸売業では、弊社のよう
に在庫をたくさんもつことや、ユーザー様に直
接商品を届けるということは一般的ではありま
せん。しかし、顧客目線に立ち、それらを実
現しているのが弊社の大きな特長であり、強
みです。在庫の採用・補充はデータに基づ

いて判断しており、需要に応じて最適な商品
を最適なタイミングで供給できる仕組みを整え
ています。こうした一連の仕組みが、お客様
に特別な利便性を提供し、業界内でも他社
にはマネできないビジネスモデルとして差別化
につながっています。
　例えば、直近では商品データベース
「Sterra（ステラ）」の刷新を行いました。こ
のシステムは、1000社以上にご利用いただ
き、約700万点の商品が登録されています。
将来的には1,000 万点の登録を目指していま
す。そして商品の登録数だけではなく、正確
さや詳細さといった商品情報の質、さらには
情報提供のスピードも重要と捉えています。そ
こで仕入先の企業様にも情報登録に協力して
もらうため、簡易性を追求した仕様としていま
す。仕入先の企業様が商品情報を登録する
ことで、弊社ECサイトへの開示がスムーズに
でき、ユーザー様への迅速な情報提供が可
能になり売上向上につながります。
　また、2025 年２月にはユーザー様が必要
な商品を販売店様経由で注文できる「トラス
コ オレンジブック.Com クロス」をリリースしま
した。発注業務は通常であれば見積依頼か
ら注文するまでにある程度の時間がかかりま
す。しかし、このサービスではその場で価格・
納期を確認することができ、簡単にかつ、短
時間で注文することができます。販売店様側
も弊社のこのプラットフォームを活用することで、
大きな投資をせずにユーザー様との接点を持（図 1）商品データベース「Sterra（ステラ）」



111 D X銘柄2025

DXプラチナ企業2023-2025

再現性と持続性のある仕組みづくりで 
サプライチェーン全体をDX トラスコ中山株式会社

つことができ、弊社の物流サービスと併せて
利用することで、配送の負担も軽減することが
できます。
──プラチナ企業として、現在注目して
いる技術やそれに関する取り組みについ
てお聞かせください。
数見）サプライチェーン全体の利便性を高め
るため、商品、販売、物流、在庫などの観
点で最新の技術を利用できないか、日々 注
視し、研究を行っています。特に商品情報
の詳細化にあたり、生成AI技術の活用研
究を進めています。独自の大規模言語モデル
（LLM）の構築や、LLMに自社の情報を組
み合わせて回答精度を高める技術（RAG）
の活用など、商品の分類や品質のチェックな
ど活用シーンを分けて研究するなどの工夫も取
り入れ、製造現場特有の検索にも対応できる
ようにしたいと考えています。
──DX推進を支える人材の育成、組織
づくりについては、どのように取り組ん
でいますか。
数見）デジタルリテラシーは必須だと思います
が、まずは各現場に入り込み、業務 の本質
を理解することを重視しています。そこで弊社
では部門を超えた「ジョブローテーション制」
を取り入れています。例えばデジタル戦略本
部には、人事の経験をしてきた人もいれば、
営業の経験をしてきた人、物流の経験をして
きた人もいます。業務を実践し、その現場の
空気を吸いながら仕事を覚える。そしてまた次

のところにいって、今度はそれをスキルとして
活用していく。時間はかかりますがこれを繰り
返していくことが一番効果的だと考えています。
それぞれが現場の現実を知ることで、スペシャ
リストとゼネラ リスト、また業務部門とのチーム
ワークの醸成にもつながっています。
──セキュリティ対応については、どの
ように取り組んでいますか。
数見）セキュリティは、DX推進と表裏一体
の課題として捉えています。デジタル・ガバナ
ンス機構の設置、サイバーセキュリ ティ監視、
攻撃訓練や教育の実施、ルールの徹底や 
知識向上を行い、全社をあげて高度化する
サイバー攻撃や情報漏洩リスクの管理強化
に取り組んでいます。 
──ステークホルダーとの対話につい
て、どのように取り組まれていますか。
数見）弊社では「IRの原点は株主総会に
あり」としてステークホルダーへの情報
開示に重きを置き、統合報告書など各種
発刊物で企業戦略に加えて、デジタル戦
略の詳細説明とKPIについて積極的に

開示しています。また動画を交えた事業
報告など様々な工夫を取り入れてきまし
た。直近の決算説明会でも、デジタル施
策の具体的な取り組みや成果について言
及しています。DXは全社の経営戦略と
切り離すことができないテーマであり、
その考え方や実績を、株主様や投資家の
皆さまにもしっかり届けていく姿勢を大
切にしています。

（図 2）トラスコ オレンジブック.Com クロス

（図３）サプライチェーン全体へデジタルサービスを提供

──ここまでDXを推進することができ
た秘訣は何でしょうか。
数見）やはり社長のメッセージがもつ影響力
は大きいと思います。弊社では社長が、常に
利便性を高めるためにデジタルは必然と伝え
つづけています。社長自ら発信をすることで、
その言葉は社員に浸透します。例えば、デジ
タルを自分の営業の武器にすることに対して
抵抗感がなくなっていきます。利便性を向上
させる、あるいはお客様により良いサービスを
提供するためには、デジタルの力は必要不
可欠です。デジタルを活用するという姿勢の
社員が多いことで、足並みを揃えて様 な々施
策を実現できているのだと思います。
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─

デジタルトランスフォーメーション 調査 2025
─

─分 ─析 ─結 ─果 ─
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■調査実施概要

■調査参加企業数

「デジタルトランスフォーメーション調査2025」の回答企業数は311社でした。

─デジタルトランスフォーメーション調査2025 概要

■アンケートにおける用語の説明
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─デジタルトランスフォーメーション調査2025 概要

ここからは「デジタルトランスフォーメーション調査2025」の分析結果を紹介します。
※詳細については、別紙「デジタルトランスフォーメーション調査2025の分析」に記載しています。

①全体概況（回答傾向）

●	DX銘柄等は、全体平均と比べると、回答スコアが総じて高く、「デジタルガバナンス・コード」を
実践している企業と考えられる。

─デジタルトランスフォーメーション調査2025 分析結果
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ここでは、DX銘柄2025に選定された企業がどのような特徴があるのかを見ていきます。

②「DX銘柄2025」の特徴

●		DX銘柄企業とDX認定未取得企業では、「企業間連携」、「DX推進・新たな挑戦を支援する仕組み」
や「データ連携・データガバナンス」において大きな差が見られる。

●一方で、DX銘柄企業でも、「DX推進部署の責任者」や「DX推進を支える人材」において、
　最も良い選択肢を回答した割合が小さくなっている。

─デジタルトランスフォーメーション調査2025 分析結果 【参考】 ─デジタルトランスフォーメーション調査2025 参加企業
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─デジタルトランスフォーメーション調査2025 分析結果

水産・農林業
 1333 マルハニチロ株式会社 

鉱業
 1662 石油資源開発株式会社 

建設業
 1417 株式会社ミライト・ワン
 1420 サンヨーホームズ株式会社
 1721 コムシスホールディングス株式会社
 1724 シンクレイヤ株式会社
 1801 大成建設株式会社
 1802 株式会社大林組
 1803 清水建設株式会社
 1808 株式会社長谷工コーポレーション
 1812 鹿島建設株式会社
 1820 西松建設株式会社
 1822 大豊建設株式会社
 1925 大和ハウス工業株式会社
 1926 ライト工業株式会社
 1952 新日本空調株式会社
 1969 高砂熱学工業株式会社
 1980 ダイダン株式会社
 6330 東洋エンジニアリング株式会社
 6366 千代田化工建設株式会社

食料品
 2264 森永乳業株式会社
 2270 雪印メグミルク株式会社
 2282 日本ハム株式会社
 2501 サッポロホールディングス株式会社
 2502 アサヒグループホールディングス株式会社
 2503 キリンホールディングス株式会社
 2533 オエノンホールディングス株式会社
 2590 ダイドーグループホールディングス株式会社
 2602 日清オイリオグループ株式会社
 2802 味の素株式会社
 2871 株式会社ニチレイ
 2897 日清食品ホールディングス株式会社

調査に協力いただいた企業311社のうち、非公開の希望があった企業を除いた企業名を掲載しています。
※以下に記載している企業は、一部のみ調査に回答した企業も含みます。
※企業名は、業種順、証券コード順で掲載しています。（DX調査開始時点）

【参考】 ─デジタルトランスフォーメーション調査2025 参加企業
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繊維製品
 3101 東洋紡株式会社
 3401 帝人株式会社
 3402 東レ株式会社
 3591 株式会社ワコールホールディングス

パルプ・紙
 3941 レンゴー株式会社

化学
 3407 旭化成株式会社
 4004 株式会社レゾナック・ホールディングス
 4043 株式会社トクヤマ
 4183 三井化学株式会社
 4186 東京応化工業株式会社
 4188 三菱ケミカルグループ株式会社
 4204 積水化学工業株式会社
 4208 ＵＢＥ株式会社
 4452 花王株式会社
 4631 ＤＩＣ株式会社
 4901 富士フイルムホールディングス株式会社
 4911 株式会社資生堂
 4912 ライオン株式会社
 4935 株式会社リベルタ
 4997 日本農薬株式会社
 7908 株式会社きもと
 8113 ユニ・チャーム株式会社

医薬品
 4507 塩野義製薬株式会社
 4516 日本新薬株式会社
 4519 中外製薬株式会社
 4521 科研製薬株式会社
 4568 第一三共株式会社

石油・石炭製品
 5021 コスモエネルギーホールディングス株式会社

ゴム製品
 5101 横浜ゴム株式会社
 5108 株式会社ブリヂストン

ガラス・土石製品
 5201 ＡＧＣ株式会社
 5233 太平洋セメント株式会社
 5332 ＴＯＴＯ株式会社

■	デジタルトランスフォーメーション調査　2025参加企業



119 D X銘柄2025

 5333 日本碍子株式会社
 5334 日本特殊陶業株式会社

鉄鋼
 5401 日本製鉄株式会社
 5406 株式会社神戸製鋼所
 5411 ＪＦＥホールディングス株式会社
 5644 株式会社メタルアート

非鉄金属
 5711 三菱マテリアル株式会社
 5713 住友金属鉱山株式会社
 5724 株式会社アサカ理研
 5801 古河電気工業株式会社

金属製品
 3436 株式会社ＳＵＭＣＯ
 5911 株式会社横河ブリッジホールディングス
 5938 株式会社ＬＩＸＩＬ
 5943 株式会社ノーリツ
 5984 兼房株式会社

機械
 5631 株式会社日本製鋼所
 6301 株式会社小松製作所
 6305 日立建機株式会社
 6361 株式会社荏原製作所
 6367 ダイキン工業株式会社
 6370 栗田工業株式会社
 6406 フジテック株式会社
 6481 ＴＨＫ株式会社
 6498 株式会社キッツ
 7004 カナデビア株式会社
 7011 三菱重工業株式会社
 7013 株式会社ＩＨＩ

電気機器
 6501 株式会社日立製作所
 6503 三菱電機株式会社
 6617 株式会社東光高岳
 6645 オムロン株式会社
 6701 日本電気株式会社
 6702 富士通株式会社
 6703 沖電気工業株式会社
 6724 セイコーエプソン株式会社
 6752 パナソニックホールディングス株式会社
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 6762 ＴＤＫ株式会社
 6841 横河電機株式会社
 6845 アズビル株式会社
 6857 株式会社アドバンテスト
 6869 シスメックス株式会社
 6981 株式会社村田製作所
 7276 株式会社小糸製作所
 7735 株式会社ＳＣＲＥＥＮホールディングス
 7752 株式会社リコー
 8035 東京エレクトロン株式会社

輸送用機器
 6201 株式会社豊田自動織機
 6902 株式会社デンソー
 7012 川崎重工業株式会社
 7241 フタバ産業株式会社
 7259 株式会社アイシン
 7267 本田技研工業株式会社

精密機器
 7727 株式会社オーバル
 7732 株式会社トプコン

その他製品
 7826 株式会社フルヤ金属
 7911 ＴＯＰＰＡＮホールディングス株式会社
 7912 大日本印刷株式会社
 7914 共同印刷株式会社
 7915 ＮＩＳＳＨＡ株式会社
 7936 株式会社アシックス
 7972 株式会社イトーキ
 7994 株式会社オカムラ

電気・ガス業
 9501 東京電力ホールディングス株式会社
 9502 中部電力株式会社
 9503 関西電力株式会社
 9504 中国電力株式会社
 9506 東北電力株式会社
 9507 四国電力株式会社
 9508 九州電力株式会社
 9513 電源開発株式会社
 9531 東京ガス株式会社
 9532 大阪瓦斯株式会社
 9533 東邦瓦斯株式会社
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陸運業
 9005 東急株式会社
 9007 小田急電鉄株式会社
 9020 東日本旅客鉄道株式会社
 9021 西日本旅客鉄道株式会社
 9041 近鉄グループホールディングス株式会社
 9044 南海電気鉄道株式会社
 9064 ヤマトホールディングス株式会社
 9143 ＳＧホールディングス株式会社
 9147 ＮＩＰＰＯＮ　ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス株式会社

海運業
 9101 日本郵船株式会社
 9104 株式会社商船三井
 9107 川崎汽船株式会社

空運業
 9201 日本航空株式会社
 9202 ＡＮＡホールディングス株式会社
 9233 アジア航測株式会社

倉庫・運輸関連業
 9301 三菱倉庫株式会社
 9302 三井倉庫ホールディングス株式会社
 9304 澁澤倉庫株式会社
 9324 安田倉庫株式会社
 9351 東洋埠頭株式会社
 9368 キムラユニティー株式会社

情報・通信業
 2332 株式会社クエスト
 3697 株式会社ＳＨＩＦＴ
 3796 株式会社いい生活
 3837 アドソル日進株式会社
 3921 株式会社ネオジャパン
 4074 株式会社ラキール
 4284 株式会社ソルクシーズ
 4414 株式会社フレクト
 4429 リックソフト株式会社
 4667 アイサンテクノロジー株式会社
 4709 株式会社ＩＤホールディングス
 4768 株式会社大塚商会
 6942 株式会社ソフィアホールディングス
 9401 株式会社ＴＢＳホールディングス
 9432 日本電信電話株式会社
 9433 ＫＤＤＩ株式会社

■	デジタルトランスフォーメーション調査　2025参加企業



122D X銘柄2025

 9434 ソフトバンク株式会社
 9613 株式会社ＮＴＴデータグループ
 9658 株式会社ビジネスブレイン太田昭和
 
卸売業
 2768 双日株式会社
 3107 ダイワボウホールディングス株式会社
 3132 マクニカホールディングス株式会社
 3167 株式会社ＴＯＫＡＩホールディングス
 3320 クロスプラス株式会社
 7438 コンドーテック株式会社
 7451 三菱食品株式会社
 7459 株式会社メディパルホールディングス
 7476 アズワン株式会社
 7537 丸文株式会社
 7552 株式会社ハピネット
 7570 橋本総業ホールディングス株式会社
 8001 伊藤忠商事株式会社
 8051 株式会社山善
 8053 住友商事株式会社
 8060 キヤノンマーケティングジャパン株式会社
 8074 ユアサ商事株式会社
 8101 株式会社ＧＳＩクレオス
 8130 株式会社サンゲツ
 8159 株式会社立花エレテック
 8226 株式会社理経
 8275 株式会社フォーバル
 8283 株式会社ＰＡＬＴＡＣ
 9830 トラスコ中山株式会社
 9837 モリト株式会社
 9852 ＣＢグループマネジメント株式会社
 9962 株式会社ミスミグループ本社
 
小売業
 2664 株式会社カワチ薬品
 2678 アスクル株式会社
 3086 Ｊ．フロントリテイリング株式会社
 3197 株式会社すかいらーくホールディングス
 3397 株式会社トリドールホールディングス
 7616 株式会社コロワイド
 8174 日本瓦斯株式会社
 8233 株式会社高島屋
 8242 エイチ・ツー・オーリテイリング株式会社
 8252 株式会社丸井グループ
 8267 イオン株式会社
 8273 株式会社イズミ 
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銀行業
 5831 株式会社しずおかフィナンシャルグループ
 5832 株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループ
 5844 株式会社京都フィナンシャルグループ
 7167 株式会社めぶきフィナンシャルグループ
 7180 株式会社九州フィナンシャルグループ
 7189 株式会社西日本フィナンシャルホールディングス
 7327 株式会社第四北越フィナンシャルグループ
 7337 株式会社ひろぎんホールディングス
 7350 株式会社おきなわフィナンシャルグループ
 7380 株式会社十六フィナンシャルグループ
 8304 株式会社あおぞら銀行
 8308 株式会社りそなホールディングス
 8316 株式会社三井住友フィナンシャルグループ
 8331 株式会社千葉銀行
 8336 株式会社武蔵野銀行
 8341 株式会社七十七銀行
 8343 株式会社秋田銀行
 8354 株式会社ふくおかフィナンシャルグループ
 8362 株式会社福井銀行
 8370 株式会社紀陽銀行
 8381 株式会社山陰合同銀行
 8399 株式会社琉球銀行
 8411 株式会社みずほフィナンシャルグループ
 8550 株式会社栃木銀行

証券、商品先物取引業
 8601 株式会社大和証券グループ本社
 8616 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

保険業
 8630 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社
 8725 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式会社
 8750 第一生命ホールディングス株式会社
 8766 東京海上ホールディングス株式会社

その他金融業
 7199 プレミアグループ株式会社
 8253 株式会社クレディセゾン
 8439 東京センチュリー株式会社
 8566 リコーリース株式会社
 8570 イオンフィナンシャルサービス株式会社
 8585 株式会社オリエントコーポレーション
 8593 三菱ＨＣキャピタル株式会社
 8793 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 
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不動産業
 1435 株式会社ｒｏｂｏｔ　ｈｏｍｅ
 1878 大東建託株式会社
 3289 東急不動産ホールディングス株式会社
 3495 香陵住販株式会社
 5527 株式会社ｐｒｏｐｅｒｔｙ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ
 5535 ミガロホールディングス株式会社
 8802 三菱地所株式会社
 8830 住友不動産株式会社
 8848 株式会社レオパレス２１

サービス業
 1717 明豊ファシリティワークス株式会社
 2120 株式会社ＬＩＦＵＬＬ
 2154 株式会社オープンアップグループ
 2181 パーソルホールディングス株式会社
 2331 綜合警備保障株式会社
 2462 ライク株式会社
 2491 バリューコマース株式会社
 4298 株式会社プロトコーポレーション
 4544 Ｈ．Ｕ．グループホールディングス株式会社
 4659 株式会社エイジス
 4694 株式会社ビー・エム・エル
 4750 株式会社ダイサン
 6540 株式会社船場
 9644 株式会社タナベコンサルティンググループ
 9713 株式会社ロイヤルホテル
 9715 トランス・コスモス株式会社
 9755 応用地質株式会社
 9787 イオンディライト株式会社
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